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特 集 Ⅰ

第24回厚生政策セミナー「人口減少時代における地域政策の諸課題と今後の方向性」

日本の地域別将来人口の見通し

小 池 司 朗

Ⅰ．はじめに

第24回厚生政策セミナー「人口減少時代における地域政策の諸課題と方向性」は，国立

社会保障・人口問題研究所（以下，社人研）の主催により2020年1月30日（木）に開催さ

れた．新型コロナウイルス（COVID-19）の感染が急拡大する直前に開催されたこともあ

り，当日は100名以上の参加者でにぎわった．

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」（以下，

「平成30年地域推計」）によれば，2015～2045年の30年間で総人口が減少する市区町村は

1,588（全体の94.4％）にのぼり，このうち全体の約2割に相当する334市区町村では半減

未満になると推計されている．さらに高齢化も進行し，2045年には全体の3割近い465市

区町村において65歳以上人口割合が50％を超えると推計されている．このような地域の人

口急減や超高齢化に対し，政府は各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社

会を創生することを目指して地方創生を主要施策として掲げ，東京圏一極集中の是正や地

域人口減少の歯止め等に取り組んでいる．2014年，日本の人口の現状と将来の望ましい姿

を示した「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以下，「長期ビジョン」），および政策
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本稿では，国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」（以下，

「平成30年地域推計」）の推計手法や推計結果に簡単に触れたうえで，政策等によって大きく変化す

ることも考えられる外国人人口と東京圏一極集中について，今後の見通しを示す．「平成30年地域

推計」によれば，全国的に人口減少圧力がいっそう強まるなかで，とくに非大都市圏における減少

率が高く，また人口減少の大半は自然減によるものとなっている．外国人人口は日本人人口以上に

大都市圏に集中するとともに，出生率が大幅に低下しているため，長期的に非大都市圏の人口減に

歯止めをかけることは非常に困難である．また東京圏居住者に占める東京圏出生者割合の増加，ま

た両親も含めて東京圏出生である人の割合の増加により，非東京圏への転出モビリティは今後も低

下すると考えられ，長期的にみれば東京圏一極集中は今後も継続する可能性が高い．人口移動によっ

て人口が増加するのはごく一部の地域に限定され，あらゆる地域計画は，自然減を主因とする人口

減少が所与という前提のもとで立案される必要があるといえよう．



目標や施策の基本的方向，具体的な施策をまとめた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

（以下，「総合戦略」）が策定され，これを受けた形で地方自治体は「地方人口ビジョン」

および「地方版総合戦略」を策定することが義務づけられた．2019年には，第2期の「長

期ビジョン」および「総合戦略」が策定された．一方で，長年にわたる出生率の低迷や若

年層人口の流出によって引き起こされている地域人口減少の流れを食い止めることは容易

ではない．今日，既に多くの地域において税収の大幅な減少，インフラ維持管理の困難，

地域コミュニティの衰退など，人口減少に伴う問題が山積している．将来，ほぼ全国的に

いっそうの人口減少・高齢化に見舞われることが確実な状況のなかで，各地域はどのよう

な戦略のもとに政策を展開していけばよいのであろうか．本セミナーは，このような問題

意識のもとに企画されたものである．

今回の特集では，本セミナーにおいて講演およびパネルディスカッションを行った，松

原宏（東京大学大学院総合文化研究科教授），五十嵐智嘉子（一般社団法人北海道総合研

究調査会理事長），丸山洋平（札幌市立大学デザイン学部准教授），長谷川普一（新潟市都

市政策部GISセンター），瀬田史彦（東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻准教授）

の各氏による報告を特集論文として掲載する１）．

また本稿は，基調講演を行った筆者の報告をまとめたものである．

Ⅱ．「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」による地域別将来人口の見通し

社人研では，毎回の国勢調査人口を基準として，全国と地域別の将来人口推計を行って

いる．現時点で最新の地域別将来人口推計は，2015年の国勢調査人口を基準とした「日本

の地域別将来推計人口（平成30年推計）」である．推計期間は2015～2045年の30年間であ

り，推計対象地域は，2018年3月 1日時点の1県（福島県）２）と，1,798市区町村（東京23

区（特別区）および12政令指定都市３）の128区と，この他の766市，713町，168村）の合計

1,799地域である．推計手法は，今日世界的にも最も多く採用されているコーホート要因

法によっている．

社人研で行っている将来人口推計すべてに共通することであるが，平成30年地域推計も

投影の観点から推計が行われている．すなわち推計結果は，原則として，直近で観察され

た出生・死亡・人口移動の傾向が今後も継続するとした場合の値である．したがって，将

来起こりうる社会経済的な変化（地域経済状況，交通インフラ整備，施設立地，住宅地開

発）や，地域政策に起因する人口の動きの変化などは，推計結果のなかには盛り込まれて

いないことに留意が必要である．
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1）肩書きは，いずれも本セミナーが開催された2020年1月30日現在のもの．

2）福島県については，2011年3月11日に発生した東日本大震災に伴う福島第1原子力発電所の事故の影響で，

市町村別の人口の動向および今後の推移を見通すことがきわめて困難な状況にあり，県全体について将来人口

を推計した．

3）札幌市，仙台市，千葉市，横浜市，川崎市，名古屋市，京都市，大阪市，神戸市，広島市，北九州市，福岡

市の12市．



「日本の将来推計人口（平成29年推計）」の出生中位・死亡中位仮定（以下，「平成29年

全国推計」）の推計結果によれば，全国の2015年の総人口を100とした2045年の総人口指数

は83.7である．都道府県別にみると，東京都（100.7）のみ辛うじて100を超えるが，残り

の46道府県では100を下回り，最も人口減少率が高い秋田県（58.8）では30年間で40％以

上の人口減少が見込まれている（図1）．これを東京圏，名古屋圏，大阪圏，および非大

都市圏の区分でみると４），東京圏93.8，名古屋圏87.3，大阪圏81.2，非大都市圏77.7となり，

東京圏では30年間でほとんど人口が減少しない一方で，大阪圏では全国以上のペースで人

口が減少すると推計されている．

高齢化も着実に進展する．「平成29年全国推計」によれば，2015年で26.6％であった65

歳以上人口割合は2045年に36.8％まで上昇する．都道府県別にみても65歳以上人口割合は

全都道府県で上昇して2045年にはすべての都道府県で30％を超え，最も65歳以上人口割合
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4）東京圏は埼玉・千葉・東京・神奈川，名古屋圏は岐阜・愛知・三重，大阪圏は京都・大阪・兵庫・奈良とし

た場合．

図１ 都道府県別総人口の指数（2045年：2015年＝100）
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」



が高い秋田県では50.1％と，2人に1人が高齢者になる見通しとなっている．総人口に占

める高齢者の割合という観点では非大都市圏における高さが目立つ一方で，高齢者人口の

絶対数という観点では大都市圏における増加が大きくなる．図2は，2015年の65歳以上人

口を100とした2045年の65歳以上人口の指数を都道府県別にみたものである．増加率1位

の沖縄県を除いては，大都市圏に属する都府県もしくは県内に広域中心都市を含む県にお

いて軒並み増加率が高くなる一方で，非大都市圏に属する12県では30年間で65歳以上人口

が減少する．このような65歳以上人口の地域別変化は，今後65歳以上となる人口の分布を

みると明確になる．2045年までに新たに65歳以上となるのは，2015年時点で35～64歳の人々

である．そこで，2015年の65歳以上人口に対する35～64歳人口の比を横軸，2015～2045年

の65歳以上人口の増減率を縦軸として都道府県をプロットすると（図3），都道府県がほ

ぼ一直線上に並ぶ．35歳以上になると都道府県間の移動が少なくなるため，同じ都道府県

に居住したまま65歳以上を迎えることが多く，35～64歳人口の分布が30年間の65歳以上人

口の変化を大きく規定することになる．
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図２ 都道府県別65歳以上人口の指数（2045年：2015年＝100）
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」



推計結果を市区町村別にみると，当然ながら都道府県以上に地域差が大きくなり，2045

年の総人口指数の最高は東京都中央区（134.9），最低は奈良県川上村（20.6）となる．市

区町村別の総人口指数を2015年の人口規模別にみると，人口規模の小さい市町村ほど人口

減少率が高い傾向が明瞭に現れている（図4）．東京23区および政令指定都市の合計では，

2045年の減少率は5％未満にとどまる一方で，人口規模が1万人未満の市町村の合計では

2045年の人口が2015年の人口の約半分まで減少する見通しとなっている．また，2015年で

65歳以上割合が50％を超える市町村は15（0.9％）にすぎないが，2045年には465（27.6％）

に達し，とりわけ過疎地域における高齢化率の上昇が顕著となる．
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図３ 2015年の35～64歳人口の65歳以上人口に対する比と2045年65歳以上人口指数との関係
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」

図４ 2015年の市区町村の人口規模別，総人口指数の推移
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」



一方，高齢者人口の絶対数でみると，都道府県で観察した場合と同様に大都市圏におけ

る増加が目立つ結果となっている．2015年から2045年における75歳以上人口の変化につい

て東京圏を中心としてみると，都心を取り囲む郊外地域において75歳以上人口が大幅増加

する市町村が広範に存在しており，30年間で2倍以上となる市町村も散見される．1960年

代出生コーホートより上の世代（いわゆる郊外第1世代）は，進学や就職で東京圏の中心

部に流入した後，結婚や育児を機に郊外に転出するという移動パターンが明瞭に現れてい

る（川口 2007）．このような移動パターンを反映する形で，2015年時点で45～74歳の人口

は郊外地域に多く分布しているため，そのまま居住地の移動が発生しないとすれば，とく

に後期高齢者人口は大都市圏のなかでも郊外地域における増加率が高くなる．

政令指定都市を1市，東京23区は区別とした1,682市区町村における2015～2045年の人

口増減率を自然増減率と社会増減率に分けてみると（図5）５），30年間で人口が減少する

1,588市区町村のうち，自然増減率が社会増減率を下回るのが1,507市区町村にのぼり，自

然減を主因として人口が減少する市区町村が大多数を占める．たとえば，2045年の総人口

指数が最も低い奈良県川上村における30年間の自然増減率は-50.7％，社会増減率は-28.7

％であり，自然減少率の方が大幅に高い．2015年国勢調査による川上村の65歳以上人口割

合は58.7％と高齢化が著しく進行しており，人口構造上，急速な自然減は避けられない状

況となっている．非大都市圏では若年層の人口流出に歯止めをかけるべく，様々な施策が

打たれているが，仮にその効果が発揮されたとしても，死亡数が出生数を大きく上回るこ

とによって人口減少が止まるわけではない点に留意が必要である．
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5）小池ほか（2020）によって推定された出生数から菅ほか（2020）によって推定された死亡数を差し引いた値

を自然増減とし，人口増減から自然増減を差し引いた値を社会増減とした．



Ⅲ．将来の地域人口をめぐる論点

上述のように，「平成30年地域推計」は投影の観点により推計が行われているため，推

計期間中に起こる人口移動を含む人口動態の傾向の変化については，原則として考慮され

ていない．したがって，新たな政策が立案されることなどによって，当然ながら実績値は

推計値から乖離しうる．以下では，とくに今後の政策に関連して傾向の変化の可能性があ

る外国人人口および東京圏一極集中を取り上げ，近年のトレンドや将来見通しに関連する

データに触れたうえで，若干の考察を加える．

1． 外国人人口

日本の総人口は2008年頃にピークを迎え減少に転じているが，そのなかにあってほぼ一

貫して増加しているのが外国人人口である．外国人人口は1980年の約78万3千人から2018

年には約273万1千人と大幅に増加している（図6），国籍別には，2018年の人口が多い順

に，中国，韓国・朝鮮，ベトナム，フィリピン，ブラジルとなっており，これらの合計で

全体の約77％を占めている．2019年には，外国人材受け入れ拡大のため新たな在留資格

「特定技能」が創設されたことなどから，外国人人口が日本の人口減少に歯止めをかける

のではないかという期待も大きい．
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図５ 市区町村別，自然増減率と社会増減率の分布（2015→2045年）
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日本国内における外国人人口の日本人人口と比較した場合の特徴として，地域分布と年

齢構造の違いが挙げられる．まず地域分布に関して，総務省自治行政局「住民基本台帳に

基づく人口，人口動態及び世帯数調査」による2019年の外国人人口の総人口に占める割合

を都道府県別に示したのが図 7であり，割合の最高は東京都（4.0％），最低は秋田県

（0.4％）となっている．外国人人口は日本人人口以上に大都市圏への集中が顕著であり，

2019年時点における東京圏の人口シェアは41.0％（日本人は28.5％），三大都市圏の人口

シェアは70.1％（日本人は51.7％）となっている．一部地域を除いて，地方圏における外

国人人口割合は依然として低くとどまっている．
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図６ 国籍別在留外国人の推移（1980～2018年）
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資料：法務省「在留外国人統計」



年齢構造に関して，2019年の外国人人口と日本人人口の人口ピラミッドを示したのが図

8である．日本人は第二次ベビーブーム以降の世代がほぼ一貫して縮小する，いわゆる

「つぼ型」であるのに対して，外国人は木のような形となっている．年齢3区分別人口を

みると，外国人は15～64歳人口割合が非常に高い一方で，65歳以上人口と0～14歳人口の

割合は低い．しかも外国人の人口ピラミッドは，経年でみても近年はほぼ同様の形状であ

りほとんど変化がない．すなわち，外国人は留学生や技能実習生をはじめとする短期滞在

が主であるとともに，少なくとも現時点では次世代の出生に対する寄与が大きいとはいえ

ない．図9に示したとおり，外国人の合計出生率は2000年頃をピークとして急速に低下し，

2010年以降は日本人の合計出生率を下回って推移している．とりわけ1990年代には，後継

者不足を背景とした「外国人花嫁」が地方圏を中心として多くみられたが，近年では単身

で入国し，そのまま単身で出国する人の割合が高まっている．
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図７ 都道府県別，外国人人口割合（2019年）

3 
2.5  3
2  2.5
1.5  2
1  1.5

 1(%)

500 0 500250 km

 
4.0  

 
0.4  

資料：総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」



以上のような状況から，大半の地方圏では，外国人人口によって一時的に人口減少が緩

和することはあるものの，長期にわたって人口減少を食い止めることは困難といわざるを

得ないであろう．もちろん外国人人口は今後の政策によって影響を受ける面が非常に大き

いが，今日においては低出生率により自然増加の寄与も小さく，大都市圏も含めて拡大の

一途をたどると見込まれる日本人の自然減を補うことはきわめてハードルが高い．

2． 東京圏一極集中

近年の国内人口移動の大きな特徴として，東京圏一極集中が挙げられる．図10に示すよ

うに，1980年代以降は，三大都市圏のなかでも東京圏のみで大幅な転入超過傾向となって
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図８ 日本に居住する日本人・外国人の人口ピラミッド（2019年）
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図９ 日本人・外国人の合計出生率（1990～2015年）
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いる．このような東京圏一極集中の傾向を是正することを主な目的として，政府は2014年

に「地方創生」を主要政策に掲げ，とくに地方圏を中心として様々な施策が展開されてき

ているものの，2018年における東京圏の転入超過数は135,600人（日本人）と，バブル期

のピークに近い水準に達している．転入超過数を転入数と転出数に分けてみると，とくに

転出数の減少傾向が目立っている．果たして東京圏一極集中は今後も継続するのであろう

か．ここでは社人研が2016年に実施した「第8回人口移動調査」の結果を利用し，出生地

分布の変化という観点から検証を行う（小池・清水 2020）．

図11は，仮想の家族における居住地と出生地の変化をごく単純化したモデルである．こ

の家族では，第2世代（第1次ベビーブーム世代を想定）において非東京圏から東京圏へ

の移動が行われ，その他の世代における東京圏・非東京圏間の移動はないと仮定している．

第1世代（戦前生まれを想定）では，居住地・出生地・両親の出生地とも非東京圏となる

が，移動が発生した第2世代では，出生地・両親の出生地は非東京圏のままである一方，

居住地は東京圏となる．第3世代（第2次ベビーブーム世代を想定）になると，両親の出

生地は非東京圏であるが，居住地に加えて出生地も東京圏となり，第4世代（主に2000年

代生まれを想定）では，居住地・出生地・両親の出生地がすべて東京圏となる．すなわち，

非東京圏から東京圏への移動が発生すると，まず居住地分布の変化が起こり，次の世代で

出生地分布の変化が起こり，さらにその次の世代で親の出生地分布の変化が起こると想定

される．高度経済成長期に第1次ベビーブーム世代を中心として非東京圏から東京圏へ大

量の人口移動が起こり，同時に人口分布も大きく変化したことは周知の事実であるが，出

生地分布の変化については国勢調査等の主要統計から得られないため，ほとんど不明の状

態である．そこで「第8回人口移動調査」より，東京圏居住者について年齢別の出生地を
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図10 三大都市圏の転入超過数の推移（1954～2018年）
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東京圏・非東京圏の2区分でみると（図12），概ね第2次ベビーブーム世代に相当する40

～44歳や45～49歳において東京圏出生割合が高くなっており，出生地分布の変化が見て取

れる．
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図11 仮想の家族における居住地と出生地の変化パターン
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図12 年齢別，出生地分布（東京圏居住者）
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続いて，東京圏出生者に限定し，両親の出生地を年齢別にみると（図13），「両親とも東

京圏出生」の割合は概ね第2次ベビーブーム世代の子どもの世代に相当する15～19歳にお

いて最も高い．出生地分布の変化に続いて，若い世代では両親の出生地分布にも変化が生

じており，単純なモデルとして示した図10とおおよそ同様の現象が確認される．同じく東

京圏出生者に限定し，親の出生地別の現住地を年齢別にみると（図14），両親とも非東京

圏出生の場合，20歳以上においておよそ4人に1人は非東京圏に居住している．東京圏出

生である人でも，両親が非東京圏出生であればUターンしている可能性などもあるため，

少なからず非東京圏に居住しているものと考えられる．一方，両親とも東京圏出生の場合

は，各年齢において非東京圏に居住する割合は1％程度ときわめて低い．父母いずれかが

東京圏出生の場合の非東京圏居住割合は，両者の間に位置するが，やや両親とも東京圏出

生の場合の割合に近く，非東京圏に居住する割合は概ね5～10％程度と低水準である．す

なわち，本人の出生地はもちろんその後の居住地選択に大きく影響するが，両親の出生地

もまた本人の居住地選択の大きな規定要因となることが察せられ，上述のような近年の東

京圏における転出数の減少傾向は，東京圏居住者の出生地分布の変化に起因するところが

大きいと考えられる．
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図13 年齢別，親の出生地分布（東京圏出生者）
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東京圏への人口集中に伴い，東京圏出生者の割合および両親が東京圏出生者である人の

割合が今後も上昇することは確実である．それとともに，これまで東京圏から非東京圏へ

の移動の大半を占めてきたと考えられるUターン移動は減少し，大学卒業後や就職後も

東京圏内に留まる人の割合はますます増加するであろう．このように，人口移動傾向の変

化は人口学的属性とも深く関連しており，長期的にみて今後も東京圏における転出モビリ

ティの低下を通じて東京圏一極集中が継続する可能性は濃厚といえる６）．

Ⅳ．おわりに

今日，既に大半の地域において人口減少に転じているが，その主因は社会減から自然減

へと変化してきている．とりわけ多くの地方圏では，いわば「出て行く若者すらいない」

状況から社会減はむしろ緩和されている一方で，出生率の低下傾向に加えて母親世代人口

の減少が顕著であるため出生数が急減している．外国人人口の増加や東京圏一極集中の是

正を目的とした施策により非大都市圏の人口減少に歯止めをかける試みは各地でみられる

が，本報告ではそれらが人口学的な観点からは困難であるという見通しを示した．
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図14 親の出生地別，年齢別，居住地が非東京圏の割合（東京圏出生者）
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出典：小池・清水（2020）の図7

6）本セミナーでの報告後，新型コロナウィルス（COVID-19）の感染拡大に伴って国際人口移動・国内人口移

動ともに傾向が大きく変化しており，国際人口移動は入国・出国ともほぼストップした状態になるとともに，

国内人口移動に関しては東京圏一極集中傾向の鈍化が報道されている．ここで指摘したように，東京圏一極集

中は居住者の出生地分布の変化を伴っているため，長期的な東京圏への集中傾向が変化することは現時点では

想定しづらい．一方で，COVID-19にも起因する企業の本社移転・分社や現地採用の活発化，テレワークやリ

モート会議の普及などによって，働く場所の多様化が進行しつつあり，これらと同時に居住地選好等に関する

価値観の変化が付随すれば，東京圏一極集中に抗う大きな流れになる可能性もないとはいえない．地域人口分

布の観点からは，COVID-19に伴う国内の人口移動傾向の変化について，今後も注視していく必要がある．



各地域とも自然減が卓越する状況においては，人口移動によって人口増加が達成できる

のはごく一部の地域に限定されてしまう．人口移動の大半を占める国内人口移動に関して

は，ある地域において転入超過が増加すれば別のある地域では転出超過が増加することに

なり，全地域が転入超過によって人口規模が維持されるということはあり得ない．一極集

中が進む東京圏ですらも，人口増加を支えてきた非東京圏の若年層人口の減少により転入

数は長期的に減少し，低出生率のもとで人口も近い将来減少に転じることは確実である．

あらゆる地域計画は，自然減を主因とする人口減少が所与という前提のもとで立案される

必要があるといえよう．
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FutureProspectsofRegionalPopulationinJapan

KOIKEShiro

Thispaperoutlinesthemethodsandresultsofthe"RegionalPopulationProjectionsforJapan:

2015-2045"("RPJ2018"hereafter)draftedbytheNationalInstituteofPopulationandSocial

SecurityResearch,andpresentsaviewofforeignpopulationandcentralizationintheTokyo

metropolitanarea・whichmightbeadjustablethroughtheintroductionofnationalorlocalpolicies

(amongothers).The"RPJ2018"presentshighpopulationdeclinerates,especiallyinnon-

metropolitanareas,andindicatethatagreaterpartofthisdeclinewillbeasaresultofanatural

decreaseasthepressuresofnationwidepopulationdeclinesintensify.Assuch,itappearstobevery

difficulttohaltthepopulationdeclineamongtheforeignpopulationlocatedinnon-metropolitan

areasgiventhatthisgroupismoreconcentratedinmetropolitanareas(thanthegeneralJapanese

population)coupledwithadropinthefertilityratethroughouttheforeignpopulation.Ontheother

hand,thecentralizationintheTokyometropolitanareawillcontinueacrossthelongrunsincethe

out-migrationmobility(fromtheTokyometropolitanarea)willdeclinebythepercentageincrease

ofthenumberofpeoplebornintheTokyometropolitanarea,alongwithpeoplewhoseparents

werealsoborninthesamedistrict.Astheregion'sabilitytoachieveapopulationincreasevia

in-migrationwillbelimitedinsmallpart,itcanbesaidthatallregionalplansneedtobeformulated

onthepremisethatpopulationdecline・mainlyasaresultofanaturaldecline・isagiven.
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特集Ⅰ：第24回厚生政策セミナー「人口減少時代における地域政策の諸課題と今後の方向性」

地域産業政策のあり方と地域の未来

松 原 宏＊

Ⅰ．はじめに

2014年9月に設置された「まち・ひと・しごと創生本部」による地方創生は，2019年に

5年目を迎えた．2019年には，第1期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に関する検証

会，第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」策定に関する有識者会議，第2期「まち・

ひと・しごと創生総合戦略」の策定に向けたKPI検討会など，多くの会議が開催され，

12月には第2期の「長期ビジョン」と「総合戦略」が閣議決定された.

第2期「総合戦略」の政策体系をみると，4つの基本目標は，第1期とほぼ同じ内容だ

が，主な施策の方向性に関しては，地域の競争力強化，専門人材の確保・育成，関係人口

の創出・拡大といった新たな事項が登場した（図 1）．第 1期と大きく異なるのは，

Society5.0やSDGsといった「新しい時代の流れを力にする」，「多様な人材の活躍を推進

する」という分野横断的な目標が掲げられた点である．
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地域経済の基礎理論である経済基盤説は，基盤産業と非基盤産業との産業連関や消費支出を通じ

た域内所得循環によって，地域経済が発展していくとしてきた．ヨーロッパの経済地理学者たちは，

基盤産業の多様化に注目し，「関連多様性」と「非関連多様性」と地域成長との関係を検討してい

る．

日本の工業地域の事例をみてみると，基盤産業やその担い手企業の交代をどう扱うか，時間的変

化あるいはまた市町村合併による空間的変化を踏まえた経済基盤説をどのように展開するか，こう

した点の検討が求められよう．

日本の産業立地政策では，特定の産業に焦点を当てた立地政策が打たれてきたが，2017年からの

「地域未来投資促進法」では，製造業に限らず幅広い事業を支援することになった．特定産業の誘

致や産学官連携を柱にした従来の地域産業政策から多様な産業や機能の複合化，域内循環から広域

連携へと政策の視野を拡げていくことが重要となろう．

*東京大学大学院総合文化研究科



ところで，目指すべき将来については，引き続き「東京圏への一極集中の是正」が掲げ

られ，「将来にわたって『活力ある地域社会』を実現する」という大きな目標の下で，「地

域の外から稼ぐ力を高めるとともに，地域内経済循環を実現する」という地域経済の方向

性が新たに示された．第1期の目標は，国全体の成長率のみであったので，第2期では，

地域経済についてかなり踏み込んだ内容になっている．

ただし，地域経済のあり方については，地域外との経済循環を活発にするなど，別の方

向性も考えられ，必ずしも1つの方向性のみがあるようには思われない．そこで本稿では，

「地域の外から稼ぐ力」や「地域内経済循環」のもとになっている地域経済理論である経

済基盤説について，ヨーロッパでの最近の議論を紹介するとともに，日本の工業地域を事

例に取り上げ，新たに考慮すべき点を指摘し，今後の地域産業政策のあり方を考えること

にしたい．

Ⅱ．地域経済理論における基盤産業をめぐる議論

地域経済を構成する産業部門は多様であるが，大きく基盤産業（basicindustry）と非

基盤産業（nonbasicindustry）とに区分することができる（図2）．地域経済を支える産

業は基盤産業とよばれ，これは域外へ生産物を移出し，域外から所得を得てくる産業をさ
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図１ 第２期「総合戦略」の政策体系

出所：まち・ひと・しごと創生基本方針2020概要（令和2年7月）



す．こうした基盤産業は，当該地域に特化した農林水産業や工業，他地域からの観光客の

流入により存立している観光業などからなっている．これに対し，域内での所得循環によ

り成立している非基盤産業は，域内住民の消費によって成立している商業・サービス業が

主となっている．

地域経済の存立構造に関する基礎理論として知られる経済基盤説（移出ベース理論）は，

前述の「外から稼ぐ」，「域内循環」という表現につながるように，地域経済成長の源は，

域外から所得を得てくる基盤産業にあり，そうした基盤産業と非基盤産業との産業連関や

消費支出を通じた域内所得循環によって，地域経済が発展していくとするものである．な

お，地域経済を牽引する基盤産業のあり方をめぐっては，特定産業に特化すべきか（「マー

シャル型」），それとも産業の多様化を進めていくべきか（「ジェイコブズ型」），といった

議論もなされてきている（松原 2014）．

ところで，ヨーロッパでは最近，進化経済地理学を唱える研究者らにより，特定産業へ

の特化よりもむしろ，地域産業の多様化に関する議論が活発になされている．そこでは，

必要とされる技術や知識がある程度類似した産業が多数存在する「関連多様性」（related

variety）と，多様な産業が存在していてもそれら産業間の技術的関連性が低い「非関連

多様性」（unrelatedvariety）とを，産業中分類と細分類との散らばり方をもとに指標化

し，「関連多様性」が高いと知識のスピルオーバーを促進し，イノベーションにつながる，

「非関連多様性」が高いと不況などの外的ショックを吸収する効果があるのではないか，

といった仮説を検証したり，それぞれの多様性が地域の成長にどう関わるかを検討してい

る（Frenkenetal.2007，BoschmaandFrenken2012など）．

また，Boschmaetal.（2017）は，地域多様性の理論を深めるために，進化経済地理学

の成果を整理するとともに，「寄せ集め」（bricolage）によるニッチ分野の開拓を通じた

経路創造など，「非関連多様性」の意義に注目している．その上で，地域多様化に向かう
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図２ 経済基盤説と基盤産業の類型

筆者作成．



過程を，地域産業の関連がみられるか否か，地域産業部門が既存のものかニッチか，といっ

た組合せをもとに，「複製」（replication），「移植」（transplantation），「外適応」

（exaptation），「激変」（saltation）の4つに類型化している．

たとえば，農業に特化していたデンマークの地域が風力タービンの生産という非関連ニッ

チに多様化する場合もあれば（非関連でニッチ・激変），ICTに特化したシリコンバレー

が自動運転に関するニッチを創造する（関連でニッチ・外適応）といった変化がある．

こうした進化経済地理学の研究と地域イノベーションシステムの研究とを結合しようと

する研究も登場してきている．Trippleetal.（2018）は，進化経済地理学が，内生的で

企業主導の経路発展に傾斜している点を批判し，既存産業が多様化する経路分岐（path

branching）と新産業が登場する経路創造（pathcreation）から成る地域産業の経路発

展（pathdevelopment）を，外生的で多様な主体の役割を合わせて検討することが重要

であると主張する．その上で，制度的厚みと産業構成が異なる3種の地域イノベーション

システム（①多様な産業集積からなる大都市圏や先端技術地域，②特定産業に特化した古

くからの工業地域，③天然資源が豊富な周辺地域）からいくつかの事例を取り上げ，新産

業創出における地域内と地域外との相補性，外部からの知識の誘引（attraction）と吸収

能力（absorptivecapacity）に関わるローカル，非ローカル組織の役割や政策のあり方

を論じている．

このように，ヨーロッパの進化経済地理学や地域イノベーションの研究者の間では，地

域産業のあり方は多様であり，しかも地域の内部よりも外部に地域発展の契機を求める傾

向が強くなってきているように思われる．こうした議論が，日本の地域経済や地域産業政

策のあり方を考えていく上で，どのような意義をもつかについては，「関連多様性」や

「非関連多様性」の指標を用いた実証分析の蓄積（與倉 2019）とともに，理論的な検討も

求められよう．一地域中心の経済基盤説の枠組みについての検討も必要だと思われるが，

この点については，日本の地域の事例を取り上げる際に留意することにしたい．

Ⅲ．日本の地域産業の現実と経済基盤説

1． 山形県酒田市と鶴岡市の事例

筆者は，2015年からRESAS（地域経済分析システム）の専門委員として，毎年のよう

に，地方自治体の政策立案ワークショップに参加している．以下では，2015年にうかがっ

た山形県酒田市を取り上げ，隣の鶴岡市との比較も交えながら，地域の基盤産業の変化と

経済基盤説との関連について，検討することにしたい．

山形県酒田市と鶴岡市は，庄内地方の2つの中心都市（人口は酒田市が10万人，鶴岡市

が13万人）で，酒田市は江戸時代の西廻り航路で栄えた「商都」で，鶴岡市は庄内藩酒井

家の城下町で，両市の歴史的性格は異なっている．地域の従来からの基盤産業は，庄内平

野の農業であるが，1970年代以降は，両市ともに，本社が東京などの域外にある大手企業

の生産拠点が地域経済を牽引する「分工場経済」として特徴づけられる．このことは，工
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場の閉鎖や他企業への譲渡などの意思決定が，域外で行われることを意味するとともに，

基盤産業の本社が域内にないので，生産された製品を販売して得られた所得がそのまま地

域にもたらされるのではないことを示している．

図3は，両市の上位3業種（2018年）について，製造品出荷額等の推移を示したもので

ある．酒田市の業種別の製造品出荷額等の推移をみると，1990年代前半までは，化学工業，

非鉄金属製造業，食料品製造業が中心であったが，1990年代後半から電子部品・デバイス・

電子回路製造業の出荷額が急増したものの，2000年代後半になると減少するなど，変化が

著しい．これに対し，2010年代になると化学工業の出荷額が大きく伸び，2018年時点は両

者がほぼ拮抗するようになっている．

こうした変化は，東北エプソンと花王酒田工場の生産動向によるものといえる．エプソ

ンの生産子会社として1985年に設立された庄内電子工業（現在の東北エプソン株式会社）

は，域外所得を得てくるうえで，重要な工場であったが，半導体産業をめぐるグローバル

競争の中で，かつてのような地位を維持するのが難しくなった．とはいえ，プリンタヘッ

ドのような製品については，依然として国際競争力があるので，その部分では，基盤産業

の一角をなしているといえる．なお，長野県塩尻市でのRESASのワークショップでは，

エプソンの広岡事業所を訪問したことがあるが，研究開発拠点として規模拡大がなされて

いた．経済基盤説では，産業と所得の移転や循環を軸に議論が展開されるが，生産拠点か

ら研究開発拠点への機能変化や知識や技術の移転という新たな観点の導入も，地域によっ

ては重要になってくると思われる．
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図３ 酒田市と鶴岡市における主要業種の製造品出荷額等の推移

出所：「工業統計表」各年版より筆者作成．



ところで，花王の酒田工場は，石鹸の原料の油脂を求めて当地に立地した旧東京工場に

次ぐ古い工場である．ただし，首都圏市場から遠いこともあって，洗剤などの量産型の製

品には不向きで，紙を扱う製品が中心になっていた．そうした技術の蓄積が活かされて，

その後，紙おむつの生産で優位性を発揮し，しかも紙おむつの中国や東南アジアでの需要

の伸びに酒田港からの港湾物流の効率化により対応でき，国内の立地制約を克服している．

さらに花王の場合で興味深いのは，生産子会社ではなく，花王本体の工場となっているた

め，給与水準が変わらず，東京からのUターンを中途採用で多数雇用したとのことであ

る．庄内地方から東京に出て行った若者は多いが，こうした動きを反転させる上で，こう

した企業の動向は注目すべき事例といえよう．

再び図3に戻り，鶴岡市における出荷額の推移をみると，電子部品・デバイス・電子回

路製造業と電気機械器具製造業が中心であったが，2000年代に入り，電気機械器具製造業

が出荷額を減らす一方で，電子部品・デバイス・電子回路製造業が大幅な伸びをみせ，そ

の後2010年代前半には減少，後半には急増するという，めまぐるしい変化をたどってきて

いる．

こうした変化は，日本電気（NEC）鶴岡工場での大型の設備投資とその後のソニーへ

の譲渡，ソニーによる生産の増強によるものといえる．鶴岡工場は，1960年代に日本電気

の生産子会社として設立された山形日本電気の鶴岡工場として1976年に設けられた．技術

力が評価され，2003年には親会社のNECエレクトロニクスの投資により，最新鋭の量産

設備が設けられた．これにより，出荷額を大きく伸ばしてきていたが，リーマンショック

後の半導体産業の再編のなかで，2010年にはNECエレクトロニクスとルネサステクノロ

ジとの経営統合により，NECグループから離脱し，その後のルネサスの生産体制見直し

により，鶴岡工場が閉鎖されるとの発表がなされた．

経済基盤説では，基盤産業の成長をもとに組み立てられているために，工場閉鎖によっ

て基盤産業が危機的状況に陥った場合の地域経済全体への影響がどのようになるか，といっ

た点については，改めて検討する必要があると思われる．ただし，最先端のクリーンルー

ムを備えた鶴岡工場の場合は，閉鎖をまぬがれ，従業員も含めて，生産設備がソニーに譲

渡され，2014年には操業を開始，2015年には設備投資もなされ，現在はソニーセミコンダ

クタマニュファクチャリング株式会社の山形テクノロジーセンターとして，CMOSイメー

ジセンサーの生産拠点になっている．この製品は，デジタルカメラやスマートフォンなど

には不可欠で，ソニーの世界シェアは高く，これまでは神奈川県の厚木を研究開発拠点と

し，鹿児島，長崎，熊本と九州に生産拠点を展開していた．地震などのリスク回避の意味

合いもあるように思われるが，こうした生産のネットワークを考慮した基盤産業の議論も

必要であろう．なお，日本海岸を北上して秋田県に入ると，当地を発祥の地とするTDK

の工場群が立地している．より早期に建設され，従来からの製品を担当していた鶴岡東工

場は，ルネサスからTDKに譲渡され，同社の生産子会社の工場になっている．

鶴岡ではまた，慶應義塾大学先端生命科学研究所が設けられ，大学発ベンチャーが育っ

てきている．地域の基盤産業の新たな担い手として，大学の果たす役割に注目していくこ
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とも課題といえよう．

しかも，酒田・鶴岡の両市を個別に扱うのではなく，一体的な圏域として取り上げると

すると，図3の出荷額の線の交錯状況が示しているように，基盤産業を担う産業・企業の

関係の変化によって，地域経済は著しい変化を遂げてきたといえる．こうした基盤産業の

ダイナミズムを踏まえた理論と政策の対応が求められている．さらに，2015年に国土交通

省の委員会の成果としてまとめられた『圏域を牽引する中枢都市圏と周辺都市圏のあり方

検討調査報告書』（三菱総合研究所）にあるように，両市の多面的な産業・機能・施設を

広域的な圏域の中で位置づけ，相互の連関を意識的に形成・強化し，地域の未来を構想し，

実現に近づけていくことも重要であろう．

2． 新潟県上越市の事例

2019年には，RESASの政策立案ワークショップで，新潟県上越市にうかがった.上越

市は，人口19万人，内陸の城下町の高田市と日本海に面する港町の直江津市が1971年に合

併し，さらに2005年に周辺の町や村を合併して，巨大な市域を有する市となった．図4は，

旧市町村を示しつつ，業種別，従業員数別の工場分布図を示したものである．上越市では，

「ものづくりデータベース」を作成し，独自に企業ヒアリングを実施し，主要取引先を明

らかにし，こうしたデータをもとに，市内製造業の成り立ち相関図と企業相関図を作成し

ている．

成り立ち相関図によると，「主に地の利（港・鉄道）や雪等を由来とした地域特性を背

景に長い歴史，多様な『技術軌道』を経て発展」，「特に，大正から昭和にかけて，地元電

力会社が次々と開発した関川の水力発電の余剰電力対策として，創業・誘致が進んだこと

に起因」との説明がある．

雪から何本もの矢印が引かれているが，1つは「冬の手仕事としてのバテンレース」に

向けられ，これが1909年創業の有沢製作所や1916年創業のホシノ工業，1943年創業のウエ

カツ工業などの細幅織物を起源とする高田の企業群を生み出すことになる．このうちホシ

ノ工業は，細幅織物で蓄積してきた「技術軌道」を転換して，シートベルトの製造企業と

して知られている．もう1つは，雪から水，水から水力に線が引かれ，余剰電力対策とし

て，1920年に旧中郷村で二本木工場の操業を始めた日本曹達や1926年創業の信越窒素肥料

（現在の信越化学）などの企業の生み出し，直江津の化学や金属の工場群を形成していく．

また，廉価な電力は，柏崎の理研ピストンリング起源の企業群を旧柿崎町に立地させるこ

とになる．

こうした何本もの線で示される歴史的系譜を有する工場は，かつてはそれぞれの行政圏

域におさまっていたが，合併により1つの市の一部に組み込まれた格好になり，上越市と

しては，基盤産業が結果的に多様になった．そうした傾向は，製造品出荷額等の推移にも

表れており，2000年代以降化学工業の伸びが著しいものの，それ以外の複数の業種が横並

びの状況となっている．もっとも，これらの多様な産業をいかにとらえ，一体的な産業政

策をどのように採っていくかが今後の課題になっている．経済基盤説は，一地域中心の理
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論であり，市町村合併などによって，当該地域の空間的拡がりが変化した場合に，域外と

域内との関係，基盤産業と非基盤産業との関係をどのように考えるか，こうした点につい

ても新たな検討が必要になると思われる．

Ⅳ．おわりに―地域産業政策の課題―

以上，地域経済に関する経済基盤説を中心に，基盤産業の多様性に関する最近の欧米で

の議論を紹介するとともに，日本の地域経済の事例をもとに，基盤産業の交代と空間的枠

組みの変化を踏まえた留意点をみてきた．最後に，経済基盤説と日本の産業立地政策との

関係を検討し，地域産業政策のあり方について，述べておくことにしたい．

日本の産業立地政策の歴史を回顧すると（松原・鎌倉，2020），1960年代の「新産業都
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図４ 上越市における業種別規模別工場の分布

出所：上越市提供資料より鎌倉夏来作成．



市」や「工業整備特別地域」においては，臨海コンビナートへの鉄鋼，石油精製，石油化

学などの重化学工業の立地に重点が置かれ，1980年代の「テクノポリス」においては，IC

産業（集積回路），コンピュータ産業，ファインケミカルズなどの先端技術産業の地方立

地が目標とされた．また，1997年からの「地域産業集積活性化法」では，とりわけ「基盤

的技術産業集積（A集積）」において，金型製造や鋳鍛造などの基盤的技術の高度化事業

が重視され，広域京浜地域や大阪府中央地域など大都市圏内の集積地域も含まれ，これま

での地方重視の政策転換の兆しがみられるようになった．

21世紀に入り，産業立地政策は，地方分散政策から地域経済の自立と国際競争力のある

新産業の創造，産業集積を柱にした政策に重点が移されるようになるが，2001年からの

「産業クラスター」計画では，各地方ブロックで，半導体やバイオなどの産業を選択して，

産学官の協議会をつくり，研究会やマッチングなどを行った．また，2007年からの「企業

立地促進法」では，国が地域指定を行うトップダウンではなく，地方公共団体が集積区域

と集積業種，成果目標などを定めた基本計画を作り，それを国が同意するというボトムアッ

プの政策が採られた．そのため，同意された基本計画は，2016年10月時点で191計画と多

くなり，輸送用機械などのように，同一業種に多くの「集積区域」が名乗りを挙げ，日本

列島の広い範囲が覆われる事態になった．

このように，地域指定や業種選定の絞り込みが日本では十分になされず，数が多くなる

傾向があるものの，これまでの産業立地政策では，ターゲットとする業種が明確に定めら

れていた．しかしながら，「企業立地促進法」に代わって制定された2017年からの「地域

未来投資促進法」では，これまでの集積業種や集積区域の指定をなくし，製造業のみなら

ずサービス業等の非製造業を含む幅広い事業主体による「地域経済牽引事業」を支援する

方向性が示された．

2020年6月26日時点で同意された基本計画は245にのぼった．促進する分野ごとの内訳

は，成長ものづくりが195件，観光・スポーツ・文化・まちづくりが135件，農林水産・地

域商社が94件，第 4次産業革命が87件となっていた．しかしながら，現状では，「点」と

しての工場の増設や設備投資が中心で，「点」を「線」でつなぎ，「面」にしていくような

動きは，あまりみられない．問題は，個々別々の「地域経済牽引事業」をどのように関連

づけて，地域全体の発展につなげていくかということである．「基本計画」や「連携支援

計画」に個々の事業を位置づけ，意図的に牽引事業の波及効果を大きくするような産業連

関効果などの地域波及効果を大きくするような方向づけが必要になるだろう．新しい産業

立地政策は，地域経済の基盤産業のとらえ方に変更を迫るものといえ，ここでも経済基盤

説の理論を発展させ，特定産業の誘致や産学官連携を柱にした従来の地域産業政策から多

様な産業や機能の複合化，域内循環から広域連携へと政策の視野を拡げていくことが重要

となろう．
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特集Ⅰ：第24回厚生政策セミナー「人口減少時代における地域政策の諸課題と今後の方向性」

人口分析と総合戦略

―将来に残すまちづくりの方向性―

五十嵐 智嘉子＊

Ⅰ．はじめに

各地方公共団体では，第2期地方版総合戦略の策定が済み，地方創生に関する取組がセ

カンドステージに入っている．この間，地方公共団体による人口分析力は向上した．特に，

第1期総合戦略策定時から，住民基本台帳データにより，性別・5歳階級別に転出元・転

入先地の人数表を作成することができ，人口の移動に関する分析は進んだといえる．

その効果があってか，第1期においては，人口の社会減に対応する移住政策を中心に進

める自治体が多かったような印象がある．しかし，移住施策は進めていても，実際には転

出のほうが多く，人口の社会減は止まらないところも多かった．そこで議論になってきた

のは，住民票の有無にこだわらず地域づくりに関わる人を増やす方策，すなわち「関係人

口」の創出をテーマとした取組である．

また，内閣官房による第1期総合戦略では，地方の「しごと」が「ひと」を呼び，「ひ

と」が「しごと」をつくり，それを「まち」で支えるという「しごと」起点を基本的な戦

略ととらえることが強調されたが，第2期においては，「まち」や「ひと」を起点とする

多様なアプローチの推進が謡われている．
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第1期の地方版総合戦略においては，移住政策を中心とした戦略が多く見られたが，一方で転出

超過が続いたところも多かった．そこで第2期で注目されたのは「関係人口」の創出である．他方，

北海道の人口動向をみると，2つの点で課題があると考えられる．第1に，高校・大学進学による

転出数が多いこと，第2に，老年人口は減少し始めるが，後期高齢者数は増加することである．第

1に対しては高校魅力化の取組により地域外から転入が増加した事例があり，北海道でも多くの高

校が取り組み始めた．重要なのは地域と協働する体制づくりであり，事例として鵡川高校の取組を

取り上げる．第2に対しては，病床の削減と同時に，クリニック，デイサービス，健康ジム，カフェ

などを統合した「暮らし安心センター」を整備した沼田町の事例を取り上げる．こうした取組に賛

同する人や組織が「関係人口」として創出されており，教育や医療を起点としたまちづくり戦略と

いうことができる．

*一般社団法人北海道総合研究調査会



改めて，地方における人口構造の変化をみると，2つのことが分かる．第1は，進学を

機に地域から転出する15～19歳人口が，その後あまり地域に戻らない状況にあることであ

る．このことは地域における教育力が課題と言える．第2は，老年人口が減少し始めてい

る地域でも，後期高齢者がしばらく増加し，地域では生産年齢人口が減少しているなどか

ら医療・介護提供体制に大きな影響が出ていることである．

教育と医療の問題は，地域にとって大きな課題であり，中長期のまちづくりに影響する

テーマであると思われる．

本稿では，人口動向の観点から，教育魅力化に取り組んでいる事例，医療提供体制の縮

減と同時にまちづくりの魅力向上に取り組んでいる事例を紹介する．

Ⅱ．若年人口の移動と教育魅力化

1． 北海道における若年層の動き

北海道全体の年齢階級別の人口移動の状況をみると，若年層は転出超過にある．2010年

→2015年では，「15～19歳→20～24歳」「20～24歳→25～29歳」の世代の転出超過が多く，

進学や就職で道外に転出する者が多いといえる（図1参照）．一方，道内の動きをみると，

札幌市が所在する石狩圏域には全道各地から転入超過であり，石狩圏域からは道外への転

出超過になっている．道内の転出入は，地方圏から札幌市を中心とする石狩圏に人が集ま

る一方，石狩圏から道外へ転出する傾向にあるといえる．
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図１ 性別・年齢階級別の人口移動（転入－転出）（北海道）

出典：北海道人口ビジョン（改訂版）（北海道，2020年3月）



札幌市を除いて，中長期にコホートの人の動きをみると，図2のようである．2015年に

25～29歳の層をみると，「15～19歳→20～24歳」（▲37万人）についで「10～14歳→15～19

歳」（▲14万人）の減少が多く，高校や大学進学を機に地域からの転出が多く，北海道全

体よりもやや早い段階で転出していることがうかがえる．

2015年に25～29歳の層は，2000年には10～14歳の層に相当し，2000年には20万2千人で

あったが，2015年には14万1千人と約6万人と約3割減少している．一方，2020年の推計

では，14万人と千人ほどの減少があるが，それ以降も概ね千人ほどの減少で大きな変動は

見られないと予測される．すなわち，札幌市を除く道内では，高校・大学進学等で地域外

にでる人（人口）はその後あまり戻ることなく，しかし20代後半で地域に住む人（人口）

は概ね定着することがうかがえる．

地域にとっては，高校・大学進学や就職による転出の前に，地域とのつながりを作るこ

とが課題であり，その鍵となるのが小中高校の教育魅力化であると考えられる．

2． 高校魅力化の流れと地方創生（隠岐島前地域と島根県立隠岐島前高校の取組）

全国に高校魅力化の効果を示したことで有名なのは，島根県海士町における県立島前高

校の魅力づくりからの地域づくりへの取組であろう．2008（平成20）年から始まる高校魅

力化の取組は，当時，中学校を卒業すると島外の高校に進学する生徒が多く，海士町は1

島1町で，島を含む地域で唯一の高校の存続が危ぶまれ，保護者と子どもに不安が高まっ

たことから始まった．本土と離島の教育環境にも大きな差があり（例えば，島では物理の

履修ができず理系大学の受験ができない，図書館司書が不在で図書室が使えないなど），
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図２ 若年層の人口変化（札幌市を除く北海道）

― 14 37 10

資料：【実績値】国勢調査，【推計値】「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」
（国立社会保障・人口問題研究所）



生徒の学力差も課題となっていた．教育委員会，町行政，PTA，OB・OG会が集まり，

そこに当時，民間企業で人材育成事業に従事する傍ら，全国の学校で開発教育，キャリア

教育に取り組んでいたI氏を招き，高校のあり方検討を進めた．「『存続』を目指しても存

続できない，保護者が行かせたいと思う高校，地域が必要だとも思う高校にしよう」とい

う方針を立て，「高校存続から高校魅力化プロジェクトの発足」に至った．高校と地域の

連携による推進母体（コンソーシアム）を立ち上げ，平成20年に町長への答申，21年から

実行に移している．また，I氏の考えに賛同する民間人が集まり，検討会への参加，プロ

ジェクトの具体化に関わっている．

全国から意欲・能力の高い入学生を受け入れる「島留学」の制度を取り入れると同時に，

改革案として，高校のカリキュラム見直し，公営塾の開設，教育寮の充実などに取り組ん

だ．

カリキュラムの見直しでは，国立大学等への進学ができる「特別進学コース」と，地域

人材や資源を活用し，多様なニーズに対応できる「地域創造コース」を創設し，いずれに

も地域を活かした課題解決型学習やインターンシップ等を導入した．その後，地域課題探

求学習をしながら進学を目指す生徒が増えたためコース制を廃止し，現在は希望する進路

に応じて科目を選択できるようになっている．公営塾は，学校地域連携型公立塾「隠岐圏

学習センター」として開設，月曜から土曜日の18時から22時まで，学習時間が組まれてい

る．これによって国公立大学や有名私立大学への入学者が増えた．週1日はキャリア教育

として「夢ゼミ」が開講され，島内の大人も参加したゼミ形式で，各自の興味や問題意識

から生まれた題材について，議論や調査を繰り返し，課題解決の提案につなげている．こ

の方法がその後「地域学」として広く取り入れられるようになったと考えられる．図3は，

「地域学」の取組の一コマである．また，既設の寮を，県から町への管理委託とし，教員

の負担を軽減し，島内外の生徒が入寮できるようにした．現在，県立と町立の2つの寮が

がある．寮は，島内外の生徒がともに生活し，島の生活そのものを通じた全人教育の場と

位置付けられている．

その後，島前高校の入学者はV字回復を果たしている．2008（平成20）年には入学者

が28人まで減少し，全校生徒は90人に満たなかったが，2018（平成30）年には全校生徒

179人となり，目標を超えている．そのうち島内生94人，島外生85人，島外生の中には親

も一緒に移住するケースもあるという．また，教員37名で，うち島外からの教育コーディ

ネーターは6名である．

こうした動きを踏まえ，島根県教育委員会では，高校魅力化ビジョンを策定し，推進母

体としてのコンソーシアム設置と運営の手引きを作成し，生徒一人ひとりの未来の希望を

実現することを目的とし，高校魅力化を通じた地域との連携による取組の普及を目指して

いる．

なお，I氏及びその賛同者たちは，海士町にとって意味の大きい関係人口である．その

後も高校魅力化に関係して訪れる人は増加し，移住やUターンの増加などにも効果をも

たらしている．
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Ⅲ．北海道における高校魅力化の取組

2018（平成30）年，文部科学省は高校教育における新たな学習指導要領を策定した．中

で謳われているのは「社会に開かれた教育課程」である．未来の創り手となるために必要

な資質・能力を育むため，社会と連携・協働することが求められている．

北海道教育庁においては，2020（令和2）年，「地域創生に向けた高校魅力化の手引き

～高校と地域の連携・協働を進めるために～」をまとめ，高校魅力化の考え方，手法，

事例などを示している．

北海道においても，高校魅力化の取組は各地でさまざまに進められている．特化したコー

スや科目を設定している三笠高校１）（調理と製菓）やおといねっぷ美術工藝高校２）（工藝），

静内農業高校（軽種馬の育成），島留学を取り入れている奥尻高校，働きながら水産加工

の高度化なども学ぶ天売高校などは特化したカリキュラムによって，生徒を集めている．

一方，多くの高校における教育魅力化は，普通科の中で，特に「地域学」として，地域課

題の発見，チームによる課題解決策の提案を取り入れ，その過程で地域住民・団体が関わ

る仕組みを構築している．例えば，地域の独自性を活かし商品開発や海洋漂着ごみ調査な

どを実施している白糠高校，地域との連携による連携型中高一貫を進める鵡川高校などが

ある．いずれも生徒の関心に応じてカリキュラムの組み立てを行うとともに，人口減少が
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図３ 「地域学」の進め方（イメージ）

資料提供：㈱PrimaPinguino 代表 藤岡慎二氏

1）三笠高校は，1945年開校，2012年に道立高校としては閉校されたあと，市に移管し，2013年から食物調理科

として調理師コースと製菓コースに特化して再開した．2018年，部活動の場として高校生レストランをオープ

ンした．

2）おといねっぷ美術工藝高等学校は，1950年名寄農業高校の分校として開校，1984年に工芸科を設置，2002年

現在の名称に改称，村立の高等学校である．道外からも受験可能で生徒の約8割が道外出身者となっている．

村立・町立の高等学校があるのは北海道のみである．



続く地域の課題解決をテーマにした授業を設定し，地域と協働で取組を進めている．

Ⅳ．鵡川高校の取組から体制整備について

この中で，むかわ町と鵡川高校の取組事例を紐解いていく．鵡川高校においては平成29

年度より高校魅力化の取組を始め，重要なのは，2020（令和2）年度より本格的となった

体制づくりであり，その経過を明らかにしておきたい．

むかわ町は，北海道の南西部に位置して太平洋に面し，札幌から車で1時間強の位置に

ある．2006（平成18）年，鵡川町と穂別町の合併により誕生して誕生した町で，2015（平

成27）年の国勢調査では，人口8,596人となっている．

2015（平成27）年の人口構造をみると，男性では60～64歳が，女性では65～69歳が多く

なっており，また，特徴的なのは15～19歳男性が多いことである（図4参照）．鵡川高校

は部活動に力をいれており，それを目的に地域外から転入している生徒がいることがうか

がえる．

1． 危機意識から魅力化への取組

鵡川高校は普通科2間口の学校であるが，2015（平成27）年度の入学者数が64人，2016

（平成28）年度は62人であったが，40人を切ると1間口になるという危機感があった．ま

た，地元中学生の入学者が11人となり，地域において高校に対する信頼感が低いという状

況に陥った．2016（平成28）年，学校長と教頭が中心となって，校内に鵡川高校未来プロ
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図４ むかわ町の人口ピラミッド

出典：2015（平成27）年国勢調査



ジェクトチームを設置し，学校の現状と課題を分析するところから対応策の検討を開始し

た．生徒からは「進路目標に対して相談できない」，保護者からは「学校からの情報がな

い」「家庭学習に取り組めていない」，中学校教員からは「生徒指導が弱い」，教育委員会

からも生活態度への問題が指摘された．また，2003（平成15）年度から始まっていた連携

型中高一貫教育についてもキャリア教育につながっていない，などの厳しい評価があった．

検討を重ね，生徒一人ひとりの進路希望を実現するため，「チャレンジスタディ」の時間

を設け，進学希望者への学習指導を強化するアドバンストグループ，就職希望者へのグロー

カルグループ（デュアルシステムの導入），運動や芸術に興味・関心の高い生徒のための

スポーツ＆アートグループを設置，小人数によるグループ学習を導入することとした．合

わせて，地域や中学校との連携強化という意味合いも込めて「むかわ学」として地域課題

研究等の探究学習を取り入れることとした．

2． 道教委による公募校長制度

平成29年度当初，魅力化の主導者の一人であった教頭が異動で学校を去り，翌年度には

当時の校長が異動で去ることになった．追い打ちをかけるように平成30年9月，北海道胆

振東部地震に見舞われ，さらに令和元年はコロナ禍により，取組は鈍化を余儀なくされた．

令和2年度に向けて，北海道教育委員会が公募校長制度を開始，2年で校長が異動になり

じっくりと学校づくりに取り組めない現状を変える新たな試みである．当時の教頭がこれ

に応募，鵡川高校に校長としてもどることとなり，高校魅力化の取組に拍車がかかった．

3． 再出発

2020（令和2）年度には，体制整備と教育活動の面で大きな進捗をみた（図5参照）．

体制としては，鵡川高校魅力化コーディネーターを配置するとともに，短期間で集中した

議論と準備を経て，地域の関係機関約30団体が参加する，高校魅力化コンソーシアムが設

立されたところである．教育活動では，「むかわ学」として地域課題解決に向けた提言発

表会が開催され，デュアルシステムでは，就職希望者の高校生を受け入れる地域企業等が

9事業所，3か月間で12回の受け入れを実施するなど，地域企業や団体との連携ができた．

内閣府による「地域みらい留学365」の指定を受け，2021（令和3）年度は神奈川県から

1名の国内留学生を受け入れることとなっている．この4月の入学予定者としては地元中

学校からの入学者が増えるなど成果にもつながっている．地震で全壊した寮が新たに新築

され，地域留学生の入寮も予定されている．2021（令和3）年度には，公営塾の開設が決

まっており，教員と協働でむしろ教員だけでは手が回らないところを担うことになってい

る．
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4． 取組につながる鍵

こうした取組が進む鍵は，第1に，行政，議会，教育委員会，そして学校の長の認識の

共有と理解である．教育長は，コンソーシアム構成及びデュアルシステム受け入れ企業に

校長と同行して依頼して歩き，行政，議会は活動の予算化，公営塾の設置，コンソーシア

ムの設立を支援している．第2に，学校現場の理解である．当初，多くの教員が，地域の

企業や団体が学校運営に関わることについて抵抗感を示したというが，今では一番の推進

者となっている．第3に，地域の大人たちの理解である．高校生に真剣に向き合い，とも

に地域課題を考える姿勢が子どもにも共感をもって迎えられた．最後に，自ら学ぶ力をつ

けていった高校生自身の変化であろう．

人口減少のまちづくりへの糸口になるにはもう少し時間がかかると思われるが，短期的

な効果として，公営塾の運営スタッフ兼魅力化コーディネーターとして外部から複数人を

採用する予定である．学校と地域をつなぎ，子どもと地域の大人をつなぐ機能が期待され

る．中長期的な効果として，地域の大人が真剣に子どもに向き合う地域は，子どもにとっ

て自分が受け入れられる場所として記憶に残り，高校生の定着や将来のUターンへのきっ

かけになることが期待される．

Ⅴ．人口減少・高齢化への対応としての医療とまちづくりの連動

図6は，札幌市を除く北海道全体における40歳以上の5歳階級別の人口の推移を示した

ものである．高齢化の進展は今後も続くと予想されるが，2つポイントがある．2030（令

和12）年，高齢者数は減少に転じているが，後期高齢者数がピークを迎え，医療・介護ニー

ズのピークとなると考えられる．2040（令和22）年，85歳以上人口はピークを迎え，高齢

化率が40％を超え，支え手が限られる時代に突入している．医療・介護の課題というのみ
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図５ 鵡川高校魅力化の取組（2020（令和２）年度）の概要

鵡川高校の取組まとめ

１．地域との協働体制

（1）高校魅力化コンソーシアムの設立（28団体，52名）

（2）高校魅力化コーディネーターの配置

２．教育活動

（1）地域課題解決型探究学習「むかわ学」

・地域人材による講演，フィールドワーク，地域住民や議会へのプレゼン

（2）チャレンジスタディ

・進学，グローカル（主に就職）人材育成，スポーツ・アートの3つのグルー

プによる少人数グループ別指導

（3）デュアルシステム

・グローカルグループを中心に，年会2回，２．３カ月の職場体験

（4）地域みらい留学365

出典：むかわ町提供資料より筆者作成



ならず，買い物や交通手段の確保など幅広い分野の課題としてとらえることが必要になっ

ているといえる．

こうした中，多くの公立病院が赤字を抱えた運営を続けており，中でも中小規模の自治

体では，慢性期疾患をもつ高齢者の入院割合が高く，病床利用率が低いところも少なくな

い．今後，人口減少が進み，老年人口も減少する中，医療提供体制のあり方が課題なると

考えられる．しかしながら，病床削減だけが解決方策ではなく，むしろ住民の不安が増す

ことになり，健康づくりや安心感をもたらす方策が必要である．

北海道沼田町では，厚生病院の無床化が決定され時に，町立化して指定管理制をとると

同時に，それを補填する事業として，近隣自治体にある医療機関への入院時の交通費支援

を行い，また，クリニック，デイサービス，ジム，地域カフェ，まちの保健室，社会福祉

協議会の事務所を一体とした「暮らし安心センター」の整備計画を打ち出した．さらには

買い物や住まいの支援などのまちづくりとしてのバージョンアップを合わせて提示し，住

民の納得を得た事例がある．
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図６ 40歳以上人口の５歳階級別人口の推移（札幌市を除く北海道）

85

資料：【実績値】国勢調査，【推計値】「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」（国立社会保障・
人口問題研究所）



Ⅵ．沼田町における医療提供のダウンサイジングとまちづくりバージョンアップ

沼田町は，北海道の中央から西側に位置する，人口3,181人（平成27年，国勢調査）の

米作を中心とする農業の町である．高齢化率はすでに40％を超え，2025年には後期高齢者

のピークを迎えると予想されている（図7参照）．

沼田町の取組は，2007（平成19）年の厚生連との協定締結から2013（平成25）年に無床

診療所に転換され，これを町立として運営する方針決定に至るまでを第1のフェーズ，

2013（平成25）年に町民説明を開始し，暮らし安心センター構想の実現に向け，まちづく

りの一環として取り組んだ2017（平成29）年までを第2のフェーズに整理することができ

る（図8参照）．
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図７ 40歳以上人口の５歳階級別人口の推移（北海道沼田町）

85

資料：【実績値】国勢調査，【推計値】「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」（国立社会保障・
人口問題研究所）



1． 背景と経緯

沼田町においては，1963（昭和38）年，病床数143の病院として開設された厚生病院が，

地域医療を担ってきた．2005（平成17）年度まで厚生連の独自運営が続いていたが，2006

（平成18）年度から大幅な赤字経営に陥り，町と厚生連が協定を締結し，平成19年度分か

ら赤字分の全額補填をすることとなった．入院患者の減少から，2008（平成20）年には42

床に縮減したものの，その後，医師・看護師の退職後の補充ができず，さらに外来患者数，

入院数とも減少し，2013（平成25）年，厚生連は無床化を決定した．町との協議を経て，

2014（平成26）年厚生連のまま診療所に転換，2016（平成28）年，町はこれを町立化し，

指定管理制度のもと厚生連が運営を担うこととなった．この間，町は住民説明と理解を得

て，住民参加によるまちづくりへと進めてきた．

2． 第１フェーズ －町立クリニックへの転換

� 庁内議論

赤字補填の額は年々増加し，同時に，施設の老朽化から建て替え問題も発生した．医療

に関する制度改正が続き，各種病院改革ガイドラインが示されるなど，医療機関を取り巻

く環境の変化は大きく，町としても単に赤字補填の問題ではなく，町の医療提供体制のあ

り方の課題として取り上げることが必要との認識を持つようになった．
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図８ 医療提供体制のあり方検討とまちづくりへの展開（概念図）

1

2

作成：一般社団法人北海道総合研究調査会



� 町民委員会

2008（平成20）年には町民委員からなる「高齢者保健医療福祉計画策定委員会」を設置，

委員10名が町内外の医療施設の視察・研修，ヒアリングを行い，「デイケア併設の30床の

病院」の整備を答申した．また，当時小中学校の一貫教育を進めるため中学校新設に伴い，

中学校跡地の活用が課題となっており，跡地に病院と小規模多機能型居宅介護施設や高齢

者住宅を一体的に整備することも盛り込まれた．しかしながら，30床の病院は，医師・看

護師の配置ができないことから，再度検討することとなり，庁内にプロジェクトチームを

設置した．

� 庁内プロジェクトチーム

プロジェクトチームは，病院の赤字と建て替え問題にとどまらないまちづくりの課題と

とらえ，主管を政策推進室におき，財政，建設，保健福祉のメンバーとした．メンバーは

道内外の医療・介護の実情を視察し，厚生連から病院・診療所の将来シミュレーションの

協力も得て検討を進め，町立無床診療所，新たな総合生活サービスシステムを中学校跡地

に整備することを盛り込こんだ「ぬまた暮らし安心生活サポート戦略」を平成25年3月に

提案した．

� 住民説明会

町は，2013（平成25）年，厚生連が無床化を決定してすぐに，住民に対して，病院の経

営状況，入院・外来の利用状況，町の財政負担の状況を，数字をもとに具体的に説明し，

無床化への理解を求めた．例えば，43床に対して月平均入院は16人であり，町の財政負担

が当初の1億5千万円から2億円を超えていることなどである．同時に，クリニック，デ

イサービス，健康ジム，地域カフェ，まちの保健室などを一体化した「暮らし安心センター」

を整備して，住民の健康づくりを進める基本方針を打ち出した．説明会は11会場で開催さ

れ，246人の参加者を得ている．

2014（平成26）年，無床化の直前にも住民説明会を開催し，無床化に対応して変化する

サービスについて具体的に説明した（図9参照）．クリニックに転換してなくなるサービ

スとして，入院，救急受け入れなど，拡充されるサービスとして，人間ドックやリハビリ

の強化すること，高齢者等の入院における交通費補助の新規サービスの導入や退院後の介

護サービスの提供を図ること，さらに「心配の事例」対応として，急性期の入院から退院

時に短期間の特養入所により機能回復を目指すこと，などである．住民からは不安の声が

あったものの，概ねの理解を得ることができた．
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3． フェーズ２：まちづくりとの連動によるバージョンアップの検討

� 「農村型コンパクトエコタウン」構想推進表明

市街地の歩いて暮らせる範囲に医療福祉・買い物・住まいなど，生活に必要なサービス

を集約し，住民主体でまちづくりを進めるための「農村型コンパクトエコタウン」構想推

進表明を2013（平成25）年9月に行い，同年10月より策定を開始した．「暮らし安心セン

ター」は，その拠点と位置付けられ，住民による活用の議論がスタートした．

� 住民ワークショップによる住民と行政の課題共有

2013（平成25）年，基本構想を策定するため，住民説明会を開催，まちづくりのこれか

らを考える会を経て，町民ワークショップを開催し，町民による議論を進めた．さらに，

町民ワークショップは，2つのステージに分けられ，「これから塾」として町民が勉強す

るステージ，「つながる塾」として町民自身が考え，動いて「暮らしの安心センター」の

機能を検討するステージ（基本計画策定）で議論を進めた．

同年10月からスタートしたワークショップには毎回30名から60名の住民が参加した．行

政による住民ヒアリングや住民同士の意見交換会も含め，ワークショップを20回以上開催．

住民の議論を繰り返して，2015（平成27）年10月，基本計画策定に至り，住民による活動

報告が行われた．
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図９ 沼田町による町民説明会の概要

沼田町による町民説明の一例

1．クリニックのイメージ

2．サービスが変わらないもの

・診療科，薬局，検査

3．サービスがなくなるもの

・入院ベッド，救急受け入れ，夜間休日の受け入れ

4．サービスが拡充されるもの

・診療時間の延長，人間ドッグ，リハビリテーション

5．今後の救急対応・入院対応

・近隣市町，夜間急病テレフォンセンター など

6．安心して生活するための新しいサービス

・交通費補助

・ヘルパー派遣の強化

・在宅介護サービス利用奨励手当ての増額 など

7．心配事例ごとの対応

ケース1：市外病院から自宅に退院するケース

→直接自体が不安な場合，特養で短期宿泊

ケース2：退院後も通院等が必要なケース

→市外病院とクリニックの医師の紹介状 など

出典：沼田町提供資料より筆者作成



� 暮らし安心センターの機能

2017（平成29）年，町民の健康を守り，町民が集う場をとしてオープンした．令和2年

現在，クリニックは医師2名体制，週3回のリハビリテーションや人間ドッグも実施され

ている．暮らし安心センターは，住民の活動拠点としてさまざまなイベントが開催されて

いる．また，奈良県立医科大学と包括協定を結び，2019（令和元）年度から，ICT活用

による見守りシステムの実証実験の拠点となり，現在も継続中である．さらに，センター

に隣接して，高齢者住宅の整備計画も進行中である．

4． 取組が成功した主な要因

沼田町において，医療機能の再編とまちづくりを一体のものとして取り組み，成功して

いる要因は以下のようにまとめることができる．

第1は，庁内のプロジェクトチーム体制の組み方である．医療機能とまちづくりを合わ

せて検討する「病院・高齢者福祉施設検討プロジェクト」では，事務局を政策推進室が担

当し，メンバーとして複数の部署で取り組み，病院の問題のみならず，沼田町全体のまち

づくりの課題としてとらえることとした．町では，プロジェクト方式が定着しており，何

かのプロジェクトが発生すると，広い関係部署が集まり，現状データの分析や論点整理が

素早く出来上がっていく．

第2は，町民の力である．ワークショップを通じて，住民が小規模多機能施設の視察，

空き家調査とマップ作成，福祉とまちづくりの先進地視察等を行い，将来のまちの在り方

を検討し，イメージを具体的な図面や絵に落とし込んだ．施設整備事業者の公募資料に住

民ワークショップの一連の検討資料が添付され，住民意向を組むことができる設計者を選

定した．

第3は，厚生連との関係である．町と厚生連は，無床診療化に向けて多くの議論の場を

持ち，コミュニケーションを十分に図っていた．厚生病院の無床化が決まった際には，近

隣市町村の病院へ，入院患者の受け入れの協力依頼に厚生連と町が一緒に訪問した．診療

所が無床化した平成26年4月からは，介護職員のスキルアップを図るため，それまでの厚

生病院の看護師長を1年間，町立の特養に出向するなど，新たな体制へのサポートも行っ

ており，町と厚生連は良好な関係を保ちながら無床化への変換を進めていた．

5． スーパーマーケットの新設

同じ時期，沼田町にはもう一つ懸案事項があった．「Aコープぬまた」というスーパー

マーケットの老朽化と閉店問題であった．町は，農協，商工会とともに協議を進め，町民

の買い物の場を守る必要から議論し，Aコープの建て替えではなく，商業施設の新設を

決定し，民間企業が小規模自治体向けに出店していた形態の施設を誘致することに成功し

た．2017（平成29）年，商業複合施設として「まちなかホットタウン」がオープンした．

町，農協，商工会が出資し，新しい商業施設を運営する株式会社を設立，地域商社機能を

有し，商品開発やふるさと納税返礼品の取り扱い，イベントの開催などを行っている．
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Aコープの出資者である農協も協働で町の商業機能の維持のための方策を検討し，そ

の結果，Aコープの撤退と民間企業の誘致に至ったのは，日頃から町と農協が真摯に気

兼ねなく議論を進めている証である．

「暮らし安心センター」と「まちなかホットタウン」は，農村型エコタウン構想の中核

を担う拠点として，位置づけられている（図10参照）．

6． 地域医療構想と地域包括ケアシステム実現への示唆

2025（令和7）年には，いわゆる団塊の世代が75歳以上となり，高齢化が一段と進むこ

とが予想されているが，地域によって高齢化の進み方は異なっている．こうしたことも踏

まえて，地域の実情に応じた病床の機能分化・連携を進め，効率的な医療提供体制を構築

するため，2014（平成26）年，医療介護総合確保法の成立により，都道府県における「地

域医療構想」の策定が制度化された．

「地域医療構想」は，4つの医療機能（高度急性期・急性期・回復期・慢性期）ごとに，

2025（令和7）年の医療需要と病床の必要量を推計し，2次医療圏を単位として，圏域内

で病床の機能分化・連携を進めるものである．厚生労働省は策定ガイドラインを示し，圏

域ごとまたは近隣の医療機関が集まって，地域の課題と方向性を共有し，それぞれの医療

機関の意思決定に基づいて提供する病床を決めていくという手法を示している．

圏域全体の将来の必要量が低下することが想定される中，地域に医療機関が少ない，入

院できる医療機関が1か所しかないような中小規模自治体にとっては，地域医療構想の実

現が病床の削減につながるという住民の不要素となることが懸念されている．また，医療

機能のあり方は，自治体における地域包括ケアシステムにも関連する要素であり，圏域の

問題としてではなく，自治体の課題として検討することも必要になっていると言える．

沼田町の取組は，こうした地域医療構想の実現に向けた地域における検討の参考になり，
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図10 沼田町「農村型エココンパクトタウン」構想（概念図）

8
出典：沼田町資料を参考に北海道総合研究調査会作成（令和元年度老人保健健康増進等事業，HITより引用）



また地域包括ケアシステムにおける医療機能の位置づけを明確にするためにも役立つもの

と考えられる．

Ⅶ．おわりに

人口急減の時代を目前に，自治体は人口急減を和らげるとともに，課題解決への取組を

地域の強みとして位置づけて持続可能な地域づくりを進めることが求められている．本稿

では事例として，弱みを強みに変えた事例の経過を2つ紹介した．成果も重要であるが，

取組プロセスにこそ多くのヒントがあると考えられる．

地方創生に求められているのは，政策間連携により，多分野における取組を課題解決策

として活用することである．鵡川町では，高校教育というこれまでどちらかというと弱点

としてみられていた課題を，生徒一人ひとりの希望を叶えるという目標をたてた高校魅力

化の取組が地域住民の共感を得た．沼田町では，医療提供体制というやはり従来は弱点と

してみていた課題に対して，病床のダウンサイジングが決定されると同時にクリニックの

町立化，ハード整備と健康を守るソフト事業につなげ，住民の信頼感を得た．教育や医療

を起点とする地方創生の事例として位置づけることもできる．また，両町には，取組に賛

同する新たな関係人口が創出されつつある．

今後は，こうした取組を多分野の人が関心をもって共有し，相互にやり取りを進めて人

口減少時代を乗り切るまちづくりにつなげていくことが求められる．
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PopulationAnalysisandRevitalisationStrategy
-TheFutureDirectionofCommunityDevelopment-

IGARASHIChikako

Althoughthereisalargenumberofthefirstlocalrevitalisationstrategyinwhichincorporates

policiesofregionalmigration,manyruralareashavefacedanincreaseinresidentsmovingoutto

bigcities.Forthisreason,"relatedpopulation"hasgotalotofattentioninthesecondlocal

revitalisationstrategy.ThedemographyofHokkaidoindicatesthefollowingtwoissues.Thefirst

issueisthatalotofteenagersmoveoutfromruralareastobigcitiestogoontohighereducation,

andthesecondoneisthat75yearsoldandoverpopulationisgoingtoincreasewhilepopulation

aged65yearsandaboveisgoingtodecline.Forthefirstissue,thereisanapproachcalled"high

schoolattractiveness"thatcontributestoanincreaseofyoungpeoplemovingintoruralareas,and

severallocalmunicipalitiesinHokkaidohavealreadyworkedonit.Itisimportanttocreatea

structuretoinvolvecommunitiestopromotethe"highschoolattractiveness",andthisreportshows

acaseofHokkaidoMukawahighschool.ItalsoshowsacaseofNumataTownasanapproachto

thesecondissue,whichprovidesthe"LifeSafety(KurashiAnshin)Centre"thatoffersextensive

facilitiessuchasaclinic,aday-carefacility,agymnasiumandacaf・,whereasitreducesthe

numberofhospitalbeds.Peopleandorganisationswhichsupporttheseeffortshavebecome

"relatedpopulation"andtheapproacheswouldbeastrategyofcommunitydevelopmentbasedon

educationandmedicalcare.



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）77－2（2021.6）pp.129～152

特集Ⅰ：第24回厚生政策セミナー「人口減少時代における地域政策の諸課題と今後の方向性」

地域人口指標の客観的な解釈とは？

―人口移動と居住・家族形成との関係を手掛かりにして―

丸 山 洋 平＊

Ⅰ．はじめに

日本の総人口は2008年から減少に転じ，出生率は低水準から脱することができず，高齢

化の進行も著しい．今世紀は日本にとって人口減少の世紀であり，少子高齢化への対応が

本格化する世紀である．また，こうした人口現象は地域差を伴って進行することが確実

視されている．地方創生の潮流もあり，日本全体の取り組みのみならず，各地域がそれぞ

れの地域特性を捉えた上で効果的な地域政策を展開することが求められている．このよう

な流れを背景に様々な統計資料に基づく地域別の指標（以下，地域指標）が取り上げられ

るようになり，それらを通して各地域の特徴を捉えようとする動きが見られるようになっ

た．

地域指標は実数をそのまま利用するというよりは，何らかの比率や割合に変換されたも

のが多く，それらの地域差に着目することで各地域の特徴を描き出そうとする．各地方自

治体が作成した地方人口ビジョンでは，合計出生率などの地域指標を全国や東京圏，東京

都等と比較する分析が見られ，比較の結果として把握される値の高低，すなわち指標の地

域差から地域特性を説明している．また，いわゆる幸福度ランキングのような各種地域ラ

ンキングでは，ランキング算出対象となる地域指標を昇順あるいは降順に順位付けして点
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今世紀は日本にとって人口減少と少子高齢化の世紀であり，それらの人口現象は地域差を伴って

進行することが確実視される．各地方自治体は効果的な地域政策を展開するべく，様々な地域人口

指標から地域の特徴を捉えようとしている．しかし，その指標の地域差の解釈が一意的であり，地

域の実態とは異なるフィクションのストーリーを作り出してしまい，そのために政策の方向性を誤

る恐れがある．このことへの問題提起が本稿の目的である．任意の地域において，他の地域と比較

した未婚率の低さ，親との同居率の高さはプラスに評価される傾向があるが，過去に生起した人口

移動に伴う属性別人口の分布変動の影響を考慮すると，マイナスの評価ともなり得ることを示した．

政策形成において合理的根拠として客観的統計資料を用いていたとしても，その解釈の客観性が担

保されなければ，思い込みや願望に基づいた意思決定になる恐れがある．

*札幌市立大学デザイン学部



数化し，その得点に基づいて各地域（都道府県あるは市区町村）に対する総合的な評価を

与えている．このような方法で捉えることができる地域の特徴もあるだろう．しかし，地

域指標の値が相対的に高いことをプラスに評価し，低いことをマイナスに評価する（ある

いはその逆）という方法は，ある地域指標に対して一意的な解釈を与えていることになる．

その解釈の仕方は，地域の本質的な状況の理解にはつながらず，むしろその地域の状況を

誤認することに繋がってしまうのではないか．本稿が問題視したいのは，この点である．

ある指標が他地域と異なることの解釈は1つだけだろうか．例えば完全失業率を例とし

て取り上げてみよう．完全失業率は労働力人口に占める完全失業者の割合であり，一般的

には値が低いほど雇用が安定していて就業機会も多いと解釈される．2015年国勢調査で完

全失業率を計算すると，東京圏では4.0％，総人口10,000人未満市町村全体では3.5％，総

人口5,000人未満市町村全体では3.1％，総人口3,000人未満市町村全体では2.9％である．

このとき人口規模の小さい市町村ほど雇用が安定し，就業機会が多いと解釈するのは恐ら

く誤りである．人口規模の小さい過疎自治体ほど就業機会が十分にないため，若年層を中

心に就業を目的とする転出移動が多く発生し，それが長期間に渡って続いたことで人口が

縮小再生産して現在の人口規模が小さくなっているという解釈の方が自然であろう．転出

移動する者に対し，当該自治体に残留する者は地域内で就業の機会を確保できた者と考え

られるため，完全失業率が低くなる構造があると推察される．人口流出によって完全雇用

状態に近づいており，このような解釈の下では，完全失業率の低さは地域の雇用状態の良

さを表さず，むしろ人口流出の激しさを意味することになる．つまり，完全失業率が他地

域と異なる値となる要因には様々な解釈があり得るということであり，このケースであれ

ば人口移動という別の現象との関係から，こうした解釈が見いだせる．ここで示した人口

規模のように極端な事例であれば気が付くことも容易であるが，そのような考え方が果た

して都道府県や市区町村を分析単位として地域指標を比較する際にもできているだろうか．

多くの場合は，上述したようなランキングや全国値との違いを見て，値の高低を把握し，

評価しているだろう．それは完全失業率の地域差に対し，「値が低いほど良い」と解釈し

ているということであり，一意的な解釈を与えていることに他ならない．人口移動率も別

途ランキングによって得点化して合計するという方法もあり得るが，その方法は完全失業

率と人口移動率との関係を考慮しているわけではなく，2つの指標を独立して扱っている

という問題がある．完全失業率の低さでプラスに評価され，人口移動率の低さでマイナス

に評価され，合計してプラスマイナスゼロになるような総合評価の方法が適切であるかは

疑問が残る．

地域指標の多くは，他地域との比較によって相対的な高低が把握され，その地域がどの

ような特徴を持った地域であるかという解釈に繋がっていく．しかし，その地域差には様々

な解釈が可能であり，また他の指標との関係も考慮した解釈があり得るにも関わらず，特

定の解釈が十分な議論のないままに採用されているように思われる．言い換えると，指標

の地域差の解釈が客観的ではないということである．近年，EBPM（エビデンス・ベー

スト・ポリシー・メイキング，証拠に基づく政策立案）の考え方が浸透しつつあり，合理
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的根拠に基づいた政策形成が求められるようになっている１）．地方創生でも，様々な取り

組みを情報面から支援することを目的として，経済産業省と内閣官房（まち・ひと・しご

と創生本部事務局）から地域経済分析システム（RESAS）が提供されている．しかし，

合理的根拠として用いる地域指標の解釈の客観性が担保されなければ，合理的であるよう

に見えて地域の実態とは異なるフィクションのストーリーを作り出してしまい，政策形成

の方向性を誤る恐れがある．こうした懸念を問題提起することが本稿の目的である．

本稿では，地域指標の中でも人口増加率，合計出生率，高齢化率，純移動率いった人口

学的な指標を地域人口指標と呼称する．客観的な指標解釈に対する問題提起として，本稿

では地域人口指標と過去に生起した人口移動との関係に着目したい．多くの場合，地域人

口指標として用いられるのは，高齢化率や家族構成，年齢構造，配偶関係別割合といった

任意の時点における静態統計情報，もしくは各年の合計出生率や寿命，過去5年間の人口

増加率や純移動率といった短期間の動態統計情報であるが，それらはコーホート的に見て

過去に生起した人口移動の結果としての人口分布変動の影響を受けているはずである．人

口移動の発生確率は，性，年齢，きょうだい順位等の人口学的属性や学歴，就業状態，経

済状態，家族構成（定位家族と生殖家族の両方から），出身地等の社会経済的属性２）によっ

て異なる．そのために人口移動の結果として，これらの属性別に見た人口分布には偏りが

生じることになる．上述した完全失業率の例であれば，若年期に就業意欲の高い者ほど過

疎地域から都市的な地域への移動率が高くなると考えられるので，任意の時点における人

口分布は（移動時点の）就業意欲という属性による人口移動率の違いを反映したものとな

る．

本稿では，事例として未婚率と親との同居率を取り上げ，それらの地域差を人口移動と

の関係から考える解釈の検討を通し，上述した研究目的への接近を試みる．
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1）内閣府（2021）「内閣府におけるEBPMへの取組」，

https://www.cao.go.jp/others/kichou/ebpm/ebpm.html（2021年3月15日最終閲覧）

2）移動時点と将来の潜在的なものの両面における社会経済的属性として．



Ⅱ．未婚率の地域差の解釈の検討

1． 未婚率の低さはどう解釈されているか

家族形成期に当たる20～39歳女性の未婚率について，図2-1は都道府県別，図2-2は市区

町村別に2015年国勢調査の値を示している．大都市圏で高く，非大都市圏，特に中山間地

域で低いという大まかな傾向は見いだせるが，それだけで説明できる地域差ではない．図

2-2はモザイク状といってもいいだろう．

こうした未婚率の地域差があることを踏まえ，ある地域の未婚率が相対的に低い場合，

それはどのように解釈されるだろうか．まず考えられるのは，「未婚率の低さは，結婚す

る者が多かったことによる」とする解釈である．人は皆，出生時点の配偶関係は未婚であ

り，初婚を経験することで有配偶へと変わる．その後は離別，死別に変わり得るが，未婚

に戻ることはない．したがって，初婚を経験する者が多いほど，未婚率は低くなる．これ

は未婚率の地域差発生メカニズムとして，初婚確率の地域差に着目する考え方といえる．

こうした考えに基づけば，未婚率の低い地域とは結婚しやすい地域３）であるという解釈に
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図2-1 2015年の20～39歳未婚率（都道府県別）

資料 国勢調査
※凡例は5分位数

資料 国勢調査
※凡例は5分位数

図2-2 2015年の20～39歳未婚率（市区町村別）

3）ここで言う「結婚のしやすさ」とは，結婚を希望する者が障害なく結婚できる状況を意図している．後述す

る「出産のしやすさ」も同様である．ただし，実態としては結婚・出産を期待する周囲のプレッシャーが強い

地域である可能性もあり，必ずしもポジティブな状況とは捉えられないことも想定される．



なろう．また，昨今の低出生率の原因として，夫婦出生率の低下よりも結婚行動の変化に

よる未婚率上昇の寄与の方が大きいと指摘されており（岩澤 2015），家族形成期の20～39

歳の未婚率が低い地域ほど出生率は高くなりやすい．そのため未婚率の低い地域は，例え

ば「三世代同居率が高く，祖父母による子育て支援が充実しており，結婚も出産もしやす

く，家族の絆の強い地域である」４）のように解釈され，未婚率の低さは地域にとってプラ

スに評価されることになる．

地方版総合戦略や地方人口ビジョンといった，各地方自治体が公表する地方創生に係る

資料では，未婚率や出生率の分析はされているものの，その相対的な高低（多くは全国値

に対する評価）の解釈に言及している事例は少ない．ただ，未婚率の低さや出生率の高さ

は，その地域にとってのプラス材料として捉えられていると考えられるし，いわゆる東京

ブラックホール理論のような，未婚率が高く出生率の低い東京圏への人口一極集中を少子

化対策の観点から止める必要があるという主張（日本創成会議 2014）は，地方圏の未婚

率や出生率の状況をプラスに評価していると見てよいだろう．そうしたプラス評価となる

解釈としては，ここで説明した「未婚率の低さは，結婚する者が多かったことによる」と

いう初婚確率への着目が暗黙の前提としてあると考えられる．

これとは異なる考えとして，未婚率の地域差に対し，人口移動との関係に着目する解釈

を提示したい．家族形成期に当たる20～39歳は同時に人口移動が活発になる年齢層でもあ

り，家族形成行動の傍ら人口移動による人口分布変動も生じている．潜在的なものも含め

た家族属性（性別，きょうだい数と順位，配偶関係，家族形態，定位家族の子ども数等）

によって移動率には違いがあるため，人口移動の結果として家族属性別人口分布は変動す

る．若年期の人口移動の理由の多くが進学や就職であることから，移動者，特に非大都市

圏から大都市圏への移動者は，非移動者に比べて相対的に高学歴志向，高キャリア志向で

あり，未婚期間が長く，平均初婚年齢が高くなるような集団と考えることは可能である．

つまり移動者は未婚率が高い集団であるため，そうした集団が大都市圏へ流出することで

非大都市圏内の地域では，相対的に未婚率の低い非移動者で占められることになり，地域

の未婚率は全国値などよりも低い状態に至る．これは未婚率の地域差発生メカニズムとし

て，移動者と非移動者の結婚行動の違いとその地域差に着目した考え方であり，人口移動

による人口分布変動の結果として，非大都市圏には未婚者が少なく，有配偶者の多い状態

が生じたということになる．この考えに基づけば，未婚率が低い地域とは「若者の進学・

就職ニーズに応える機会を提供できず，将来地域を担う潜在的な高学歴者，高度人材を流

出によって失っている地域」という解釈になる．未婚者が流入する地域は未婚率が高くな

るし，未婚者が流出する地域は未婚率が低くなる．このように人口移動が未婚率の地域差

に影響を与えることは十分に考えられるため，未婚率が相対的に低い地域が常に「結婚し

やすい地域」としてプラスに評価できるとは限らない．
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4）この解釈は未婚率だけではなく，出生率や三世代同居率等の別の指標とも組み合わせたものとなっているが，

第4節で指摘するように，未婚率の低さによる「結婚しやすい地域」という解釈に基づいて他の指標も十分な

検討なく解釈され，フィクションのストーリーが強化されている恐れがある．



2． 人口移動と未婚率との関係に関する既往研究

ある地域の未婚率の低さに対し，人口移動による人口分布変動の影響が表れているとい

う考えを提示したが，それに関わる既往研究の知見を女性の移動に着目して整理したい５）．

移動者の社会経済的属性を見ると，2000年以降，女性の大都市圏―非大都市圏間の移動に

おいて，大学進学のための移動が重要な位置を占めるようになり（中川 2001），大卒以上

の高学歴女性の東京圏への選択的移動が顕在化している（中川 2005）．また，高学歴・上

層ホワイトカラーの女性で晩婚化の進行が速いこと（阿藤 1994）や，高学歴女性の初婚

確率が低いこと（津谷 2011）が明らかにされている．加えて，移動者に占める女性の割

合の上昇（中川 2005）や，女性の方が男性よりもUターン等の帰還移動率が低い（国立

社会保障・人口問題研究所 2006）といった報告があり，大都市圏全体では特に女性およ

び専門・管理職に就く転入者の残留傾向が強まっているという指摘もある（清水 2010）．

鎌田他（2019）は，移動経歴と初婚発生の関係について系列分析し，女性は男性に比べて

比較的学歴が高く未婚率も高い「就職時移動，同・異他県就職型」の移動類型が多いこと

を見出している．こうした既往研究から，非大都市圏から東京圏を始めとする大都市圏へ

移動する女性は，任意の時点で未婚率の高い集団になると考えることは可能である．その

一方で，晩婚化の要因としてパラサイト・シングルの存在を指摘する議論がある（宮本他

1997，山田 1999など）．これは端的に言えば，離家の遅れが晩婚化を促進するという主張

である．これに依拠するならば，非大都市圏から流出する女性の大半は離家しているため，

初婚タイミングは早まると考えるのが自然である．離家経験が初婚を早める影響は，他の

社会経済要因よりも大きいという報告もある（菅 2011）．

既往研究の知見を見る限り，非大都市圏から大都市圏へ流出する女性は，未婚率が高く

なる要素と低くなる要素の両方を持っているため，結果的にどの程度結婚する集団である

かは直ちに判断できない．これについて，丸山（2018）は東京圏出身女性と未婚状態で東

京圏に流入した東京圏外出身女性（未婚流入者）の未婚率をシミュレーションから算出し，

未婚流入者が東京圏出身女性よりも生涯未婚率の高い集団であることを明らかにしている．

これを東京圏外の側から見ると，より未婚期間が長くなるような女性が家族形成期に出身

地から流出しており，出身地に残留する女性は流出者に比べて相対的に低学歴，低キャリ

ア志向であり，第1節で示した完全失業率の事例のように出身地で就業機会を得られた者

と考えられる．あるいは結婚して専業主婦になる見通しが立った女性かもしれないが，有

配偶率の高い集団が地方圏に残留しやすい状態になるという人口分布変動が起こっており，

地方圏の未婚率の低さにつながっていると考えられる．丸山（2018）は東京圏に限定した

分析ではあるが，人口移動によって地域別の未婚率が影響を受けるという構造は見いだせ

る．

実際に東京圏へ転入した女性の未婚率の高さは，結婚後の子育てに自分の親からの支援

を期待できないことや，長時間労働や狭小な住宅といった東京圏に居住することによる文
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5）当該段落の内容は丸山（2018）をもとに執筆している．



脈効果の影響もあるだろう．しかし，そもそも出身地から流出するという行動をとる女性

が，出身地に留まった女性と同じ家族形成行動をとらず，潜在的に初婚タイミングの遅い

集団であるという解釈も可能である．

図2-3は都道府県別に人口移動の状況と未婚率との関係を表したものである．2015年の

20～24歳，25～29歳，30～34歳，35～39歳を分析対象とし，各年齢別人口について同一コー

ホートの10～14歳時点の人口で除したコーホート人口比を横軸にとり，2015年までに生じ

た人口移動の影響の大きさを示している．縦軸は各年齢の未婚率である．それぞれの年齢

におけるコーホート人口比と未婚率との相関係数は，20～24歳が0.74，25～29歳が0.71，

30～34歳が0.44，35～39歳が0.30であった．いずれの年齢の相関関係も東京都のコーホー

ト人口比が突出して大きい影響を受けているが，人口流出が激しくコーホート人口比が小

さい地域ほど未婚率が低い関係がある６）．人口移動の地域差だけで未婚率の地域差を説明

できるわけではないが，未婚率の地域差に対する人口移動の影響は少なからずあるように

見える．
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図2-3 2015年の20・30歳代のコーホート人口比と未婚率との関係（都道府県）
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資料 国勢調査

6）東京都を除いた場合の相関係数は，20～24歳が0.70，25～29歳が0.63，30～34歳が0.27，35～39歳が0.10と

なり，相関関係は弱まる．



また，未婚率ではないが，人口移動と出産行動との関係も指摘されている．小池

（2014）は第7回人口移動調査の個票を用い，既婚女性を対象として移動類型別の子ども

数を算出し，非大都市圏から大都市圏への移動者の出生力が最も低いことを見出している．

山内他（2020）は第8回人口移動調査の個票を用い，転入超過となる東京圏の結婚出生率

は人口移動によってほとんど変化しない一方で，転出超過となる非東京圏の結婚出生力が

上昇するメカニズムを明らかにしている．未婚率が表す初婚行動のみならず，その後の出

産行動に対しても人口移動の影響が及んでいることは，出生率の地域差に対しても人口移

動による人口分布変動の影響が表れていると考えられる．

3． 一意的解釈の危険性

未婚率が他地域よりも低い状況が，「結婚しやすい地域」であると解釈できるのであれ

ば，それは地域にとってプラスの情報であるし，地方創生や地域振興にも役立つだろう．

しかし，未婚率の低さが「若年人口の流出が激しい地域」と解釈されるのであれば，地域

にとってマイナスの情報と見た方がよく，改善しなければならない地域特性として把握さ

れるべきである．しかし，現状では未婚率の低さは「結婚しやすい地域」と解釈される場

合が多いように思う．こうした解釈が採用されるのは，他にも未婚率の地域差に対する様々

な解釈があり得ることを想定して，いずれの解釈が最も適当であるかを実証分析した結果

から判断しているというわけではないだろう．「未婚率が低い地域とは，結婚しやすい地

域である」という解釈が暗黙の前提として最初から用意されており，未婚率の低さはプラ

スに評価するという一意的解釈となっていると推察される．

未婚率の相対的な低さが，どのような理由の下で生じているかは直ちに判断できるもの

ではないはずである．本節では提示しなかった考えであるが，第3節で述べるように結婚

して複数の収入源を確保しなければ生活が成り立たないような地域経済の状況があり，一

人暮らしが困難であることを反映しているのかもしれない．様々な解釈の可能性があるこ

とを想定し，他の地域指標との関連性を考慮した上で地域指標を適切に解釈しようとする

姿勢がなければ，地域の実態を誤認する恐れがある．そして，未婚率の低さをポジティブ

な意味で「結婚しやすい地域」とする解釈が誤っていた場合，それを根拠として説明され

る地域特性はフィクションのストーリーとなってしまう．そして，そのフィクションのス

トーリーに基づく政策形成は方針を誤ることになり，地方創生を進める上では地域をより

困難な状況に向かわせることにもなりかねない．地域指標を一意的に解釈することは，こ

うした危険性を孕んでいる．
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Ⅲ．親との同居率の地域差の解釈の検討

1． 三世代同居も含めた親子同居への政策的含意

図3-1は2015年国勢調査による三世代世帯割合と有配偶者の親との同居率について，大

都市圏と非大都市圏で比較している７）．また，図3-2と図3-3はそれらを都道府県別に示し

ている．いずれの指標も拡大家族の比率の高さを意味し，大都市圏よりも非大都市圏で高

く，都道府県別には東北日本で高く，西南日本で低いという地域差が確認できる．家族形

態の地域差には多くの研究蓄積があり，特に図3-2と図3-3で示される東西の地域パターン

は，家族規範の地域差として長く研究対象になってきた．例えば，北海道，南関東，西近

畿，四国，九州では核家族志向が強く（清水 1992），西日本（特に九州）では夫婦家族制，

東北・北陸では直系家族制を望ましい家族であるとする考え方が強い（清水 1996）こと

が指摘されている．また，東北日本には三世代が同一家屋・同一世帯に居住する伝統家族

（単世帯型直系家族）が多く，西南日本には親夫婦と子夫婦が近隣に世帯を分けて居住す

る隠居制家族（複世帯型直系家族）が多いという直系家族の地域性があり，その地域パター

ンは100年近くに渡ってほとんど変わっていないことも明らかにされている（加藤 2009）．

こうした家族形態や家族規範の地域パターンが三世代同居率や親との同居率の地域差に影

響を与えていることは間違いないが，本稿ではそうした指標の相対的な高低が，どのよう

な政策的含意のある情報として考えられているのかという点に着目したい．
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図3-1 2015年の三世代世帯割合と有配偶者の親との同居率
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7）三世代世帯割合は一般世帯総数に占める三世代世帯の割合，有配偶子の親との同居率は有配偶者に占める親

と同居する者の比率である．



三世代同居あるいはその前提となる有配偶子の親との同居に対しては，学術研究のみな

らず政府や行政が公表する資料においてポジティブな言及がしばしば見られる８）．古くは

厚生白書（昭和53年版）にて，老親と子の同居が家族機能の安定に寄与するという記述と

ともに「同居は福祉の含み資産」との表現があった（厚生省 1978）．内閣府による「都市

と地方における子育て環境に関する調査」では，同居率の高い地域において親からの強い

子育て支援があり，高い出生率に繋がっていることが指摘されている（内閣府 2012）．日

本総合研究所による「全47都道府県幸福度ランキング」では，福井県が2014年度から2020

年度まで4回連続で総合ランキング1位であり（寺島 2020），福井県の広報資料でも「つ

ながりの強い福井の家族」が幸せの素として紹介され，「3世代同居率は全国トップクラ

ス，近居を含めると約8割となり，祖父母が孫の面倒をみる「孫育て世帯」も多い」と説

明されている９）．また，政策的には女性活躍と少子化対策の双方から「福井モデル」とし

て着目されている（清山 2018）．こうした三世代同居や近居による親からの支援への着目

から，少子化社会対策大綱では，子ども・子育て支援に関する施策の方向性として，三世

代同居・近居しやすい環境づくりの促進が挙げられており（内閣府 2020a），「一億総活

躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」でも「家族の支え合いにより子育てしやす

い環境を整備するため，三世代同居・近居の環境を整備する」ことが掲げられている（内

閣府 2015）．地方創生の施策として三世代同居・近居新築・リフォーム支援の助成をする

地方自治体も多く見られるようになっているし，まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018
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8）当該段落の内容は丸山（2021）をもとに執筆している．

9）『福井しあわせ巡り 幸福度ナンバーワン福井県の秘密』（文藝春秋2016年11月号掲載誌面抜き刷り），

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/furusato/koufuku/shiawasetop.html（2021年3月19日最終閲覧）

図3-2 2015年の三世代世帯割合

資料 国勢調査
※凡例は5分位数

資料 国勢調査
※凡例は5分位数

図3-3 2015年の有配偶子の親との同居率



改訂版）では，2020年までに三世代同居・近居の希望に対する実現比率を向上させること

が目標として挙げられている（内閣府 2018）10）．他にも戸室（2018）は，都道府県別の分

析から三世代同居率が子どもの貧困率を低める効果を持つことを指摘している．総じて親

子の同居率が高いことや三世代同居率が高いことは政策的にプラスに評価され，そうした

家族形態を推進する動きが地方創生や少子化対策には見られる．

図3-1～図3-3で示すように，三世代同居や親子同居の比率が相対的に高い地域がある．

そのような地域では，こうした家族形態を選択する傾向が強く，上述するプラス評価面を

多く享受している地域と見てよいだろうか．これについて第2節と同様に人口移動との関

係から考えてみたい．

2． 親との同居率と人口移動との関係

ここでは，子どもから見た親との同居率を「親との同居率」または「同居率」とする．

第2節で示した未婚率の事例と同様，任意の時点における親との同居率には，その時点ま

でに生じた人口移動による人口分布変動の影響が反映されている可能性がある．若年期に

人口が流出するが域外からの流入はないという架空の地域の出身者（同一コーホート）を

想定すると，その出身者は任意の時点で，「出身地に居住して親と同居する者（①）」，「出

身地に居住するが親とは同居しない者（②）」，「出身地から流出した者（③）」の3つに分

類される．このとき，対象となっている時点におけるこの地域の親との同居率は【①÷

（①＋②）】）であるが，仮に人口流出が起こらなかった場合，つまり同時点における出身

者の親との同居率は【①÷（①＋②＋③）】となる．これは域外への人口流出者である③

の人口規模が大きいほど，親との同居率【①÷（①＋②）】の方が高い値になる関係であ

る．このことは他地域に比べて親との同居率が高いことが，親との同居選択傾向の強さで

はなく，人口流出の激しさを表しているに過ぎない可能性があることを意味している11）．

実際には他地域からの人口流入や流出者のUターン移動などがあり，状況はより複雑だ

が，親との同居率に対して人口移動の影響はあると考えることはできる．これは移動経験

によって親との同居率が異なるという発想であり，未婚率に対する人口移動の影響の考え

方と同じである．

図3-4は都道府県別に人口移動の状況と有配偶者の親との同居率との関係を表したもの

である．2015年に40～44歳となる1971～75年コーホートを分析対象とし，横軸は同一都道

府県の40～44歳人口（2015年）を10～14歳人口（1985年）で除したコーホート人口比であ

り，これによって30年間の人口移動の影響の大きさを示している．縦軸は40～44歳時点で
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10）最新の第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2020年改訂版）」（内閣府2020b）では，当該目標の記述

がなくなっている．

11）ここでは【①÷（①＋②＋③）】として算出される出身者の同居率を以て，出身者の同居選択傾向を捉えよ

うとしているが，親と非同居である②と③の人口集団には，同居対象となる親が死亡している者，あるいは他

のきょうだいが既に親と同居しているために自分が同居できない者が含まれている点に留意する必要がある．

ただし，同一コーホートにおいて出身地による平均きょうだい数と親の死亡率の地域差が十分に小さいと仮定

できるならば，これを出身者の同居率を同居選択傾向の地域差として理解することは許されよう．



の有配偶者の親との同居率である．30年間でコーホート人口が転入超過によって増加する

（横軸の値が1以上）東京都，神奈川県，滋賀県，愛知県，埼玉県，千葉県の値に影響を

受けているとはいえ，相関係数は－0.44でやや弱い負の相関が見られる．人口移動の結果

としてコーホート人口が縮小する地域ほど有配偶者の親との同居率が高くなる傾向が，弱

いながらも確認できる．しかし，同程度のコーホート人口比である山形県と鹿児島県とで

有配偶者の親との同居率が大きく異なるように（それぞれ41.8％，5.4％），人口移動の地

域差だけで親との同居率の地域差を説明できるわけではない．図3-2と図3-3で示した家族

規範の地域差による影響があると考えられるが，親との同居状態という属性による人口移

動率の違いが，40～44歳時点での当該属性別人口分布の偏りをもたらし，それが親との同

居率の地域差に影響を及ぼしているという構造は少なからずあるように見える．

別の視点として検討したいのは，人口移動が生じた結果としての任意の時点の親との同

居率と，人口移動が生じなかったと仮定したした場合，つまり実際には移動した人口が全

員出身地にとどまっていた場合の親との同居率との間に違いがあるかどうかという点であ

る．これについて丸山（2021）は第8回人口移動調査の個票を用い，調査時点である2016

年7月1日の30～49歳有配偶者について，都道府県を分析単位として出身地別と現住地別

の親との同居率を比較している．出身地は中学卒業時の居住都道府県で把握され，出身地
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図3-4 1971～75年コーホートの人口移動と有配偶子の親との同居率との関係（都道府県）
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別同居率は人口移動が生じなかった場合の同居率，あるいは出身者の親との同居選択傾向

として扱っている．同居する親の種類12）によらず，ほとんどの都道府県で出身地別同居率

と現住地別同居率には統計的に有意な差が確認された．そして，いずれかの親との同居率

について，非大都市圏に属する県の多くで現住地別同居率の方が高くなっている．そのほ

とんどはコーホート人口が加齢とともに流出超過となる県であり，人口移動の結果として

非大都市圏では親との同居率が高くなるような人口分布変動が起こっている．最も同居率

の差が大きいのは福島県で，出身地別同居率24.2％に対して現住地別同居率36.4％で12.1

％ポイントの差であった．このように人口移動とその結果としての人口分布変動により，

とりわけ人口流出地域で親との同居率は上昇し，都道府県間差異も拡大していたが，出身

地別同居率と現住地別同居率それぞれの地域差の特徴には大きな違いが見られないことも

同時に明らかとなっている．両指標の相関係数は0.980であり，現住地別同居率が高い地

域を出身者の親との同居選択傾向が強い地域と捉えることには問題がなかった．つまり現

住地別同居率を以て，順位としての同居選択傾向の地域差は捉えられるが，その水準は人

口移動の影響を受けて拡大しているということである．

親との同居率や三世代同居率が全国値よりも高いことを以て，「家族のつながりが強い」

とアピールする場合がある13）．しかし，上記のような人口移動との関連性を念頭において

考えると，そうした指標の相対的な高さの一部は，移動による人口の流出超過によって達

成されているという，どちらかというと負の要素を含んでいることへの認識が不足してい

るといえよう．親との同居率や三世代同居率が高い地域であっても，若年層を地域内にと

どめるような進学や就業機会がないことによる人口流出の影響を受けているのだとしたら，

値の相対的な高さをプラスに評価できるとは限らない．ある地域指標を他の指標との関連

性を考慮することなく一意的に解釈することによって，地域の全体像を誤認する恐れがあ

り，そうした場合にはフィクションのストーリーによって地域の特徴が説明されることに

なってしまう．

3． 地方圏における親子同居の実態

ここまでの議論では，三世代同居や有配偶子の親との同居といった拡大家族の形成状況

に関する比率を主に考えてきた．一方で若者の離家年齢の遅れによる親元同居期間の伸長

も生じている．その背景の一つには，労働市場の悪化によって非正規雇用等で就業が不安

定になっており，親元から独立して生計を立てることが容易ではなくなっていることがあ

る．そのような状況に置かれた若者にとって家族との同居は，生活のセーフティ・ネット

として機能している面がある．所得に比べて住居費が高く，友人や他人と住宅をシェアリ

ングする環境や同棲することが社会的に承認されている文化がなく，また住宅政策が貧困

な日本では，成人期への移行期の若者にとって，親との同居が状況適応的な戦略のひとつ
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12）自分の親，配偶者の親，いずれかの親の3分類としている．

13）福井県総合政策部政策統計課（2011）「統計スポット情報 No.178元気で仲良し！福井の家族」，

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/toukei-jouhou/spot/spot22_d/fil/011.pdf（2021年3月19日最終閲覧）



とも考えられる．親にとっても，親と子が所得を持ち寄ることによって一定の生活水準を

維持できることや，親の老後の支え手として，子どもの同居が期待されている例も少なく

ない（宮本 2017,p62）．親子やきょうだいが同居することは貧困を防ぐ強力な手段であ

り（佐藤 2010），良好な仕事の機会が不足しがちな地方圏では，親（家族）との共同生活

が若者の不安定就業を補完する重要な機能を果たしている（宮本 2017,p.63）．

このような地方圏の若者の実態について，宮本（2017）は岩手県・山形県の30人の若者

への聞き取り調査14）を行っている．対象となった若者たちは収入が十分ではないものの，

そのほとんどが親の家にいることで暮らしが成り立っている．そして若者が属する家族世

帯によって状況が異なることから，家族のメンバーの就業状態と所得の組み合わせによっ

て安定就業世帯，多就業世帯（所得持ち寄り世帯），自営業を主とする世帯，その他世帯

（リスク世帯）の4つに分類している．このうち多就業世帯は，一人当たりの所得水準が

低く，就業可能メンバー全員が働いて一定の生活水準を維持している世帯である．その中

でも経済力が低い多就業世帯下層は，親の経済状況が良好とは言えず，子どもの家計補助

への期待を持つ世帯であるが，その子どもも不安定就労であり，親と子の両世代の就業悪

化が相乗的な負のスパイラルを描いている．その他世帯（リスク世帯）は，障害，借金，

ひとり親といった個人属性や負の経験によって類型され，経済的に崩壊の危機に直面して

いる．父親を亡くした，親の離婚で父親がいない，親が病気，後遺症で仕事を早期に辞め

た等の例があり，こうした家庭では子どもが親に対する責任を負う立場に立たされ，親か

ら離れることもできない状況にある．

宮本（2017）は親子関係に関する伝統的な規範は弱まっており，地方圏の高い同居率は

規範的な要因だけでは説明できないとする．そしてこれらの聞き取り調査の結果から，若

者の自立を担保する社会政策が脆弱であり，不安定就業の若者，親の諸事情により束縛さ

れる若者，疾病や障害のある若者が親からの援助に頼らずに，または親のために自由を阻

害されずに自立の道を歩む方法が少ないことを現状の課題として挙げている．

4． 行政計画における解釈と住民意識とのギャップ

親との同居率に対する人口移動の影響と地方圏における親子同居の実態を踏まえて考え

ると，地域経済の貧弱さが両者に共通した要因になり得ることに気が付く．地域内に十分

な就業機会がなく，あったとしても安定した就業条件ではなかったり，希望する職種がな

かったりする場合には，進学移動も含めて就業を目的とした人口流出が生じる．その人口

移動の結果として，任意の時点における同居率の地域差は拡大する．そして地域内に残留

する者は，地域経済の貧弱さを背景とした不安定就労となりやすく，親と同居して収入を

持ち寄らなければ必要な生活水準を維持できない．このような地域構造が存在することは

十分にあり得るだろう．かなり悲観的な解釈であり，これが親との同居率の高い地域の状

況の全てを説明できるわけではないが，親との同居率が高いことをプラスに評価するとい
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14）2005年に聞き取り調査をした19～34歳の不安定就労者48名のうち，3年後の2008年にフォローアップ調査が

できた30名が調査対象となっている．



う一意的な解釈では，このような状況を想定することができない．同居率の高さに対する

プラス評価と，人口流出の大きさと地域経済の貧弱さに対するマイナス評価を独立した評

価として統合するという方法でも，地域の状況は適切に把握されないだろう．やはり他の

指標との関連性を考えつつ，指標を多角的，客観的に解釈する姿勢がなければ，地域の状

況の解釈を誤ってしまう．

さらに問題になると思われるのは，行政計画における解釈と住民意識とのギャップであ

る．行政は自地域における親との同居率や三世代同居率が高いことを「家族のつながりの

強さ」や「親世代からの育児サポートを受けやすい」，「孫育てに参加することで生きがい

を感じられる」といったポジティブな情報として，外部に発信するし，さらに促進しよう

とする．しかし，住民は親子が同居しなければ生活できないために，このような家族形態

の選択を強いられている可能性がある．行政は同居を良いものであると言うが，住民にとっ

ては行政に改善を求めたい状況であるとしたら極めて大きな意識ギャップであり，親との

同居率の高さに対する一意的解釈が，フィクションのストーリーを作り出していることに

他ならない．

Ⅳ．フィクションのストーリーを作り出してはいないか

1． 一意的解釈によるストーリー作成とその強化

第1節で述べたように比率や割合で示される地域指標は，他地域との比較によって相対

的な高低が把握される．しかし，それは例えば全国値よりも高い，低いといった事実がわ

かるだけであり，その状況が何を意味するのかは指標の地域差に解釈を与える必要がある．

その解釈は地域差を生む要因とも言い換えることができる．それを明らかにするには，厳

密には詳細な実証分析を必要とし，その実証分析も複数の指標間の関連性を考慮して多角

的，客観的になされることが求められる．一意的解釈は，こうした実証分析や他にもあり

得る解釈の検討を経ず，分析対象となる地域指標について，それを独立した指標として最

初から解釈の方向性を決めてしまっている．それは時として「都合の良い解釈」へ容易に

転じる危険性を孕んでいる．仮に政策形成の合理的根拠として客観的統計指標を利用して

いたとしても，指標解釈の客観性が担保されないのであれば，実態は思い込みや願望を根

拠にしているのと変わらないのではないか．そして思い込みや願望から地域の特徴を説明

するフィクションのストーリーが出来上がってしまい，施策の方向性も誤ることになる．

こうした流れに対する懸念こそ，本稿で問題提起したいことである．

また，フィクションのストーリーは容易に強化されてしまう．第2節で取り上げた未婚

率を例にとると，未婚率が低い地域は出生率が高くなりやすいため，そうした地域に対し

て「結婚しやすく，出産しやすい地域」という解釈を最初に与えてしまう．これがフィク

ションのストーリーかどうかは，その時点で判断できないかもしれないが，この地域は

「結婚しやすく，出産しやすい地域」であるという認識に沿って，地域の状況を見ること

になる．そして，例えば行政の子育て支援施策があること，婚活イベントなどで男女の出
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会いの場が提供されていること，三世代同居率が高く祖父母世代からの子育て支援を受け

られること等の情報と結びつき，それらが「結婚しやすく，出産しやすい地域」という地

域特性を支える理由として十分な検討もないまま採用されてしまう．つまり，「結婚しや

すく，出産しやすい地域」というストーリーの強化であり，その強化されたストーリーが

地域のプラス面として外部に発信されることになる．行政の計画レベルでは，こうした内

容を検討する際に詳細な実証分析を伴わないことは珍しくない．そのために最初の解釈で

ある「結婚しやすく，出産しやすい地域」が結果的にフィクションのストーリーであった

場合には，そのフィクションが強化されることになり，住民意識とのギャップも拡大する

ことになる．

2． 幸福度指標の利用に対する批判的検討

住民意識とのギャップについて，幸福度指標の利用を事例として取り上げてみたい．先

にも挙げた「全47都道府県幸福度ランキング」では，福井県は2014年度から2020年度まで

4回連続で総合ランキング1位である．福井県は，他にも「子どもの幸福度」（小林

2015）や「日本でいちばん幸せな県民」（坂本・幸福度指数研究会 2011）など，複数のラ

ンキングで全国1位となっており，その県民生活の水準は高く評価されてきた．「福井県

長期ビジョン」（福井県 2020a）では「「幸福度日本一」と評価される総合力の高さは、

他県に真似のできない本県最大の強み」としているし、「第2期ふくい創生・人口減少対

策戦略」（福井県 2020b）では「現在の幸福に満足せず、将来に向かってさらに高めてい

くためには、幸福と豊かさや人口の関係を研究し、人口増加政策に生かすことが重要であ

る」とあり，幸福というキーワードが同県の政策形成の重要な柱になっている．この幸福

度の高さの背景には，女性の就業率の高さや出生率の高さがあり，「福井モデル」として

女性活躍と少子化対策の視点から政策的に着目されている（藤吉 2015）．

しかし，この幸福度1位や福井モデルに対する批判的な研究知見も得られている．『社

会政策』第10巻第2号では，「「福井モデル」を問う」が小特集として組まれ，3論文が掲

載されている．金井（2018）は，福井県の未就学子育て世帯を分析し，女性の職場での活

躍度が低く，夫の親と同居する世帯では女性の家事負担が減らないことから，三世代同居

が親の子育て支援や家事支援を促し女性の正社員就業を促すという単純な構図にはなって

いないことを指摘する．また，三世代同居を推し進める政策が掲げられているが，男女問

わず，配偶者の親と同居している者が家族関係に満足する割合が低いことを見逃してはな

らないと述べる．斎藤（2018）では，福井県の共働き世帯の家事労働について，三世代同

居と家事労働の社会化に焦点を当てて分析し，妻が家事労働に費やす時間は，核家族世帯

よりも三世代同居世帯の方が長いという結果を得ている．三世代同居世帯では食洗機の利

用率が核家族世帯に比べて著しく低く，家事労働の合理化や外部化が進んでいないこと，

家事への男性の参加がないことも明らかにされている．戸室（2018）では，子どもの貧困

率の要因分析が行われ，福井県の課題は全国40位という生活保護の捕捉率の低さにあると

する．そして，貧困率の低さに安住して必要な貧困対策が取られていないために，貧困世
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帯の子どもがより過酷な状況に置かれている恐れがあることを指摘している．これらの研

究から見えてくるものは，幸福度指標の算出には考慮されていない家庭内ジェンダー不平

等やワークライフバランス，社会政策の不十分さである．複数の算出指標を用いてはいる

ものの，全ての条件を網羅できない幸福度指標の限界ともいえるし，このような状況に置

かれている県民の主観的幸福度や生活満足度は低いと思われる．県の方針として幸福を強

く前面に打ち出している中，県民意識とのギャップが生じているのではないだろうか．

そのギャップは地元メディアが発信する議論でも確認できる．福井新聞は日立京大ラボ

との共同研究プロジェクト「未来の幸せアクションリサーチ」を実施している．その中に

『福井人の不幸せ』の特集があり，「3世代同居で共働き、嫁ヘトヘト」15），「同居や共働き

が標準...若者は苦痛」16），「福井の常識は「日本の非常識」」17）の3記事が公開されている．

他にも同紙には「福井の社会「嫁の犠牲の下に成立」」18）の記事もあり，それらに掲載され

る読者の声としては，「母親の負担が大きすぎる」，「自分らしく活躍できない」といった

性別や年齢による社会的役割の決め付け，「互いの弱さに寄り添えない」といった障害や

疾病に対する社会の無理解，「地域コミュニティーに閉塞感」といった慣習や世間体に縛

られてしまう考え方等が挙げられている．同紙はそうした「不幸せ」の共通要因として，

福井の社会が多様な生き方に不寛容であるとしており19），多様性社会の必要性を提起して

いる．

こうした意見は，「ふくい創生・人口減少対策戦略（第4版）」において，「本県の幸福

は、三世代同居・近居などによる安定した生活の基盤や高い正規雇用率に代表されるすぐ

れた雇用環境、助け合いの文化など、県民の努力の成果である。」（福井県 2018）と書か

れていることとは対照的である．幸福度ランキングが総合1位になっていることと，県民

の生活実態には乖離がある．幸福を政策の柱とする県行政の方針に対して，県民意識との

間にギャップが生じていると言えよう．

幸福に対するこれらの批判的見解があるからといって，福井県の幸福度指標の高さが直

ちに否定されるわけではない．しかし，幸福度指標によって測られる幸福とは，限られた

地域指標から算出するよう操作的に定義したものであり，それが住民の考える幸福と一致

しているとは限らないこと留意した上で，政策形成に利用するべきであろう．「全47都道

府県幸福度ランキング2020年版」でも，福井県民が幸福を実感できていないことを課題と

して認識しており，今後のランキングは次の段階となる「自らの行動による幸福実感」を
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15）「3世代同居で共働き、嫁ヘトヘト」，福井新聞2019年11月27日記事，

https://www.fukuishimbun.co.jp/articles/-/981759（2021年3月19日最終閲覧）

16）「同居や共働きが標準...若者は苦痛」，福井新聞2019年11月28日記事，

https://www.fukuishimbun.co.jp/articles/-/981896（2021年3月19日最終閲覧）

17）「福井の常識は「日本の非常識」」，福井新聞2019年11月29日記事，

https://www.fukuishimbun.co.jp/articles/-/982558（2021年3月19日最終閲覧）

18）「福井の社会「嫁の犠牲の下に成立」幸せ実感へ「不幸せ」に向き合う」，福井新聞2019年8月11日記事，

https://www.fukuishimbun.co.jp/articles/-/912759（2021年3月19日最終閲覧）

19）「福井人の「不幸せ」に共通要因」，福井新聞2019年12月7日記事，

https://www.fukuishimbun.co.jp/articles/-/988235（2021年3月19日最終閲覧）



目指すと明記されている．しかし，住民の幸福実感を表す主観的幸福度と幸福度ランキン

グのような地域指標の組み合わせによる客観的幸福度が一致していないという状況は，現

状の客観的幸福度の地域差が主観的幸福度の地域差を適切に表現できていないという課題

があるようにも思う20）．その課題の要因になっているのは，地域指標の高低に対する一意

的解釈であり，他の指標との関係性に基づく地域の実態把握への考慮の乏しさではないだ

ろうか．人口移動の影響なども含め，地域の状況を示す各種地域指標への客観的解釈を欠

いたことによって現実との乖離が起きていると考えられる．

操作的定義に基づく幸福度が総合1位となったことを以て，「日本で最も幸福な県」で

あるというストーリーが出来上がっている．これがフィクションであると断定はできない

が，そのストーリーに基づいて地域が解釈された結果として，「日本で最も幸福な県」と

いうストーリーは強化されていき，幸福とは感じていない県民の意見を置き去りにして意

識面のギャップを拡大させているように思われる．

Ⅴ．考察と展望

1． 問題意識と検討内容

任意の指標の地域差を解釈する際，その値が相対的に高いことをプラスに評価し，低い

ことをマイナスに評価するといった一意的解釈がなされている場合がある．その一意的解

釈が地域にとって正しい見方であればいいのだが，そうであるかを実証分析から明らかに

するわけではなく，また他の解釈が可能であるにも関わらずその是非を検討しないという

ことも実際には起こっているようである．そうした場合，政策形成の合理的根拠であるは

ずの地域指標の解釈の客観性は担保されないことになり，合理的であるように見えて地域

の実態とは異なるフィクションのストーリーを作り出す恐れがある．その結果として，地

域政策が方向性を誤るという懸念を問題提起することが本稿の目的であった．そして属性

別の人口移動率の違いによって当該属性別の人口分布が変動する効果が，任意の時点での

指標の地域差にどのような影響を与えているのかという観点から指標の地域差の解釈のあ

り方を検討した．

第2節では未婚率を取り上げた．未婚率が相対的に低い地域について，居住者の初婚確

率の地域差への着目から，「未婚率の低い地域は，結婚しやすい地域である」とプラスに

評価する解釈がある．これに対し，移動者と非移動者の結婚行動の違いとその地域差への

着目から，「未婚率が低い地域とは，若者の進学・就職ニーズに応える機会を提供できず，

将来に地域を担う潜在的な高学歴者，高度人材を流出によって失っている地域」というマ

イナスに評価する解釈があり得ることを示した．どちらかの解釈のみが正しいということ

はないが，未婚率の低さは必ずしもプラスに評価できるわけではない．しかしながら，現

状では未婚率の低さを結婚のしやすさと結びつける解釈が多いように思われ，その要因は
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いと見ることもできるかもしれない．



未婚率の地域差に対し，「未婚率の低い地域とは，結婚しやすい地域である」という一意

的解釈が暗黙の前提として最初から用意されており，その結果としてフィクションのストー

リーが形成されてしまっていると推察された．

第3節では三世代同居を含む親との同居を取り上げた．有配偶子の親との同居率を使っ

て拡大家族の形成状況の地域差を見る場合，親との同居を選択する者が多いほど値は高く

なるが，親と非同居となる者が流出することによっても値が高くなる構造があり，やはり

人口移動の影響があり得る．また，良好な仕事の機会が不足しがちな地方圏では，不安定

就業の若者にとって親との同居が生活のセーフティ・ネットとして機能している面があり，

状況適応的な戦略のひとつになっている．親にとっても，親と子が所得を持ち寄よること

で一定の生活水準を維持できることや，老後の支え手として，子どもとの同居が期待され

ている例も少なくない．中には障害，借金，親の離婚等により，子どもが親に対する責任

を負う立場に立たされ，親と同居せざるを得ない状況もある．政策的に見れば，親子の同

居率が高いことはプラスに評価され，地方創生や少子化対策では三世代同居・近居を促進

する動きもある．しかし，同居率の高さが地域経済の貧弱さに起因する人口流出の激しさ

や生活のセーフティ・ネットとしての同居選択の結果であるならば，行政と住民との間に

は極めて大きな意識ギャップがあることになる．このような状況は親との同居率の高さを

プラスに評価する一意的解釈が，地域の状況を説明するフィクションのストーリーを作り

出していることに他ならない．

第4節では一意的解釈から作られるフィクションのストーリーが，その地域を見る視点

を最初に与えてしまうことにより，他の地域情報を取り込んで容易に強化され，住民意識

とのギャップも拡大してしまうことを述べた．住民意識とのギャップについて，幸福度指

標を取り上げた．各種客観的幸福度のランキングが高い福井県は，県民生活の水準が高く

評価され，「福井モデル」として女性活躍と少子化対策の視点から政策的に注目されてい

る．福井県としては幸福を政策の柱としているが，幸福度指標の算出では考慮されていな

い家庭内ジェンダー不平等やワークライフバランス，社会政策の不十分さ等が実証分析か

ら明らかにされており，加えて福井新聞の特集では読者の声に基づき，福井の社会が多様

な生き方に不寛容であることも指摘されている．操作的定義に基づく幸福度が総合1位と

なったことを以て，「日本で最も幸福な県」であるというストーリーが出来上がっており，

これがフィクションであると断定はできないものの，そのストーリーに基づいて地域が解

釈された結果として，「日本で最も幸福な県」というストーリーは強化され，幸福とは感

じられない県民の意見を置き去りにして意識面のギャップを拡大させていると考えられた．

2． 一意的解釈が採用される背景

本稿で示したように，任意の地域指標の相対的な高低が意味するものは一つではなく，

複数の解釈を想定するべきであり，一意的解釈によるストーリー作成は大きな問題を持ち

得ると考えられる．しかし，実際には行政が公表する情報を始めとして，一意的解釈がな

されているケースは多い．そのような状況となる背景として，以下の3つの視点を挙げて
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みたい．

1つ目の要因は，地方自治体の行政担当者が，公的な組織や権威ある団体にオーソライ

ズされた方法を採用しがちという点である．例えば各地方自治体が作成した地方人口ビジョ

ンと地方版総合戦略は，その多くが，まち・ひと・しごと創生本部の提供する「地方人口

ビジョンの策定のための手引き」や「地方版総合戦略の策定・効果検証のための手引」に

基づいて作成されている．それは全体の構成だけではなく，分析対象とする指標の選択や

分析対象の解釈の方法も手引きに倣っており，結果として一意的解釈が採用されていると

推察される．もし，こうした手引きにはない内容を行政独自の視点から含めるとしたら，

それを取り上げる理由を説明しなければならないという事情もあるため，国が提示する手

引きに沿って進めることは理解できる．しかし，このやり方は地域の事情を最もよく理解

しているはずの地方自治体が，自分たちの地域を評価するのに適したアプローチを検討し

た結果ではないため，政策形成における思考停止ともいえる．今後の地域政策を考える上

では，マニュアルに沿って進めることだけではなく，各地方自治体の能動的な分析視角の

提起や獲得が必要となろう．それは地方創生のみならず地方自治の推進においても寄与す

るはずである．

2つ目の視点は，地方創生の方針である．第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

が2019年12月に閣議決定され，この戦略に基づいて「まち・ひと・しごと創生長期ビジョ

ン」で示される長期ビジョンの達成を目指す政策体系が提示されている21）．そこでは，総

合戦略の基本方針である「地方とのつながりを築き，地方への新しいひとの流れをつくる」

や「ひとが集う，安心して暮らすことができる魅力的な地域を作る」が，長期ビジョンで

掲げられる「地方に住みたい希望の実現」や「東京圏への一極集中の是正」といった目指

すべき将来に結びつく関係が読み取れる．これを地方自治体の側から考えると，将来の目

標達成のため，地方創生のために地方が魅力的であるように見せなければならない状況に

置かれているとも考えられる．地域の課題発見と解決だけではなく，新しい居住者の転入

を促すアピールのも同時に行わなければならず，そうした中で行政職員が苦心した結果と

いえるのかもしれない．こうした視点からのポジティブな地域情報の発信が全て悪である

とは思わないが，地域の実態に対する客観的な評価が別途検討されていなければ，不都合

な真実から目を背けるフィクションのストーリーを作り出し，地域が置かれている状況を

都合よく解釈してしまう恐れがある．

3つ目の視点は，地域指標を用いた地域実態の適切な捉え方を学術研究の側が十分に示

せていない点である．本稿では指標の地域差に対して人口移動の結果である人口分布変動

が影響を及ぼしている可能性を指摘したが，こうした解釈が検討されているケースは少な

い．この理由は，指標の全国値の時系列変化の考え方を任意の時点の地域差の解釈に当て

はめてしまっていることが原因ではないだろうか．例えば日本全体の20～39歳の未婚率は
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21）「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）及び第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

（概要）」，https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/info/pdf/r1-12-20-gaiyou.pdf（2021年3月19日最終

閲覧）



時系列的に上昇しているが，国際人口移動の影響は軽微であるため，その状況を以て新し

い世代ほど結婚していないという初婚確率の変化として解釈することは差し支えない．し

かし，その解釈を同一時点の20～39歳未婚率の国内地域差の解釈に適応すると，未婚率の

高い県は初婚確率の低い県であるという一意的な解釈になってしまう．それを問題だと感

じられないのは，それ以外の解釈の可能性が示されていないという背景があると思われる．

つまり，人口移動が各地域の状況を変化させる関係を捉える分析枠組みの不在であり，人

口研究や地域研究が時代に合ったよりよい案を提示しなければならないと筆者は考える．

例えば合計出生率であれば，その値が高く，全国の人口置換水準である2.07に近いほど

地域人口の持続可能性が高いと解釈される．しかし，合計出生率を始めとする人口の再生

産指標は，人口移動が生じない封鎖人口を想定して計算されており，地域内で生じる人口

の社会増加の影響が考慮されていない．廣嶋（2011）は地域人口の再生産に対し，出生，

死亡に加えて移動がどのように働いているかを明らかにする方法として，通常の純再生産

率の算出で生残率が使われているところ，仮説コーホートによる累積残存率を用いた地域

人口再生産率を提起している．2010年から2015年にかけての累積残存率で算出した地域人

口再生産率から，人口移動の影響を考慮した人口置換水準を算出すると，転入超過となる

東京都では1.17，人口移動が均衡状態に近い広島県では1.98，転出超過となる福井県では

2.55となる22）．これは家族形成期である20～39歳の人口が流出によって失われる地域では，

2.07よりも高い出生率であらかじめ多くの女児が生まれていなければ，地域人口の規模を

維持できないことを意味している．つまり，人口の持続可能性を示すという意味における

人口置換水準2.07は，あくまでも全国値（あるいは封鎖人口を想定した場合の値）であり，

各地域のそれは人口移動の地域差を反映して，地域によって異なる値になるということで

ある．ここで示す人口移動の影響を考慮した人口置換水準は，出生，死亡，移動という人

口動態の地域差の関係性への着目から見出されるものであり，それぞれを独立に扱った結

果ではない．合計出生率が高いことをプラスに評価し，転出超過になっていることをマイ

ナスに評価し，それらの合計としてプラスマイナスゼロの評価になるという指標の解釈で

はなく，指標間の関連性から地域人口の持続可能性が低いという1つの解釈を導き出す方

が，地域の実態に対する適切な評価となるはずである．このような視点での研究知見を蓄

積し，人口減少時代における地域政策のための指標の扱い方を提示することは，学術研究

に求められる喫緊の要請であろう．

最後に，筆者は地域人口の研究者として，地方自治体の担当者から相談を受ける機会や，

行政職員向けの研修や勉強会などで講演をさせていただく機会がある．その際，本稿の内

容を伝えることがあり，それを聞いた行政職員から「これまで，地方創生に関する計画な

どを見て何かがおかしいような気がしていたが，“フィクションのストーリー”という言
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22）「少子化を解消するのに必要な出生率は日本のどこでも2.07なのか」，

https://news.yahoo.co.jp/articles/164390228c3d719539ed14e977fc24d0dd37b71d（2021年3月19日最終閲覧）．

記事内の図3が該当する．2015年の東京都の合計出生率は1.24と低いが，転入超過による将来の母親人口の増

加があるため，この時点では地域人口を十分に持続できる状況にある．その一方，福井県の合計出生率は1.62

で高いが，転出超過で将来の母親人口が減少するため，人口の持続可能性は東京都と比べてかなり低くなる．



葉で，その理由が少しわかったような気がする」といった旨のコメントをいただくことが

しばしばあった．本稿の内容は試論的であり，フィクションのストーリーや一意的解釈と

いった言葉の定義が十分ではないという課題は残されているものの，こうした視点は今後

の地域政策を考えていくにあたり，効果的な分析枠組みになり得るのではないかと感じて

いる．
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ObjectiveInterpretationofRegionalPopulationIndices
-FocusingontheRelationshipBetweenPopulationMigrationand

HouseholdFormation-

MARUYAMAYohei

Withadecliningbirthrateandanageingpopulation,Japanwillbefacingashrinking

populationthiscentury,andithasbeenrecognizedthatsuchkindofpopulation-relatedphenomena

willoccurwithregionaldifferences.Localgovernmentsareusingvariousregionalpopulation

indicesinanattempttolocatethecharacteristicsofeachregionsothattheycandevelopeffective

regionalpolicies.Thepurposeofthispaperistoraisetheconcernthattherecouldbeariskthat

policyisbeingmisdirected,becausealternativeinterpretationsofregionaldifferencesbasedon

theseindicesarenottakenintoconsideration,creatingfictitiousnarrativesthatdeviatefromthe

actualregionalrealities.Inanygivenregion,thelowerthenever-marriedrateandthehigherthe

rateofadultslivingwiththeirparents,themorelikelyittendstoberegardedasapositivesign.

However,takingintoaccounttheeffectsofpastpopulationmigrationthathavecausedfluctuations

inpopulationdistribution,thiscanalsobeinterpretedasanegativesign.Thisshowsthatevenif

objectivestatisticaldataisusedasarationalbasisforpolicyformation,itdoesnotnecessarily

meanthattheinterpretationoftheseindiceswillbeobjective,inwhichcaseitwouldbeno

differentfromformulatingpoliciesbasedonpersonalbeliefsorindividualdesires.
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特集Ⅰ：第24回厚生政策セミナー「人口減少時代における地域政策の諸課題と今後の方向性」

人口減少局面の土地利用政策

長谷川 普 一＊

Ⅰ．土地利用政策

1． 都市部における土地利用制度

都市部における土地利用は，無秩序な市街地拡大を抑制し，計画的な開発推進を目的と

して都市計画法により制度化されている．都市計画法では，都市化を進める市街化区域と

抑制すべき市街化調整区域の二つに切り分ける区域区分制度が定められており，具体的な

運用は，国から地方自治体へ都市計画運用指針が示されている．この指針では，市街化区

域面積の算出根拠として人口総数を位置づけ，区域区分は人口フレーム方式を基本とすべ

きと記されている．

2． 人口フレーム方式と前提条件

人口フレーム方式によるフレーム（市街化区域）面積の計算方法は，運用自治体により

多少異なるが，概ね（Ⅰ－1）式～（Ⅰ－3）式の計算工程を経て算出する．

（Ⅰ－1）式により，将来推計人口と現況フレームの収納可能人口を比較し，収納でき

ない超過人口dPt・kを算出する．超過人口dPt・kを収納する拡大フレーム区域が複数の場

合，（Ⅰ―2）式により，それぞれの区域へ収納可能な人口を案分する．t・k年の拡大フ

レーム面積dSSt・kは，（Ⅰ－3）式のとおり，それら拡大フレーム区域の総和により算

出する．
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蒲原平野に位置する新潟市は，総面積の96％，699�が可住地であり，そのうち232�は都市的利

用され80万人が居住する．平成30年住宅・土地統計調査等によると，戸建持ち家の割合は70％，代

表交通手段を自動車とする割合も約70％である．新潟市の住宅事情は，広い可住地と自家用車の移

動を背景として，戸建持ち家の選好度が高い特徴を持つ．

新潟市では，このような地形条件や住環境志向等をふまえ，公的統計や行政情報等の詳細な分析

による政策展開を企図し，その取組のひとつに，人，住宅，土地の関連性に注目して，住民基本台

帳と都市計画基礎調査のミクロデータを用いた地域特性の検出作業を行っている．本稿では，作業

により明らかとなった居住者年齢と住宅築年数の関係，土地再利用の需給側面について定量的に示

し，空き家発生の背景や人口減少局面の土地利用政策について論考する．

*新潟市都市政策部GISセンター



� 現況フレームに収納できない超過人口

（Ⅰ－1）式は，コーホート要因法などにより推計した想定年t・k年における現況フ

レーム内の人口Pt・kから，右辺第二項の現況フレーム収納可能人口を引いて超過人口

dPt・kを算出する．現況フレーム収納可能人口は，都市化の状態などで切り分けた区域i

別に，面積St,i，設定人口密度Dt,i，世帯人員低下率ht,iにより算出した収納可能人口の総

和である．

計算で用いた設定人口密度Dt,iは，将来の施策効果を期待して実際の人口密度以上とさ

れ，世帯人員低下率ht,iは，平均世帯人員数の推移を反映させた補正係数である．ただし

書き中，Pt,iはt年で区域iの実測人口であり，その総和が現況フレーム内の人口である．

dPt・k・Pt・k・・
i
・St,i・Dt,i・ht,i・ （Ⅰ－1）

ただし，

Dt,i・Pt,i・St,i,0・ht,i

（Ⅰ－1）式で算出した超過人口dPt・kが正の値の場合，（Ⅰ－2）式へ進み，負の値で

あった場合，フレーム拡大を必要としないため政策運用上は計算を終了する．

ここで，人口減少局面の場合を一般化し下記条件とすると，

Pt・k・Pt・0,Pt・k・Pt・ht,min・ht,i

（Ⅰ－1）式は，

dPt・k・Pt・k・・
i
・St,i・Dt,i・ht,i・

・Pt・k・ht,min・・
i
・St,i・Dt,i・

・・Pt・k・ht,min・Pt・・0

となり，常に拡大フレームを必要としない．

� 拡大フレームへの超過人口案分

第二の計算工程は，フレーム拡大を計画する区域jに（Ⅰ－2）式を満たす人口dPt・k,j

を割り振る．St・k,jは区域jの面積，Dt・k,jは区域jの設定人口密度で計画基準値（40,60,

80人/ha）のいずれかである．

dPt・k・・
j

dPt・k,j・・
j
・St・k,j・Dt・k,j・ （Ⅰ－2）

� 拡大フレーム面積

（1－2）式により，計画された区域j別の面積St・k,jの総和がt・k年の拡大フレー
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ム面積dSSt・kとなる．

dSSt・k・・
j

St・k,j （Ⅰ－3）

� 拡大フレーム面積を算出する現状の計算手法（人口フレームモデル）の前提条件

超過人口dPt・kを算出する（Ⅰ―1）式が成立するためには前提条件が必要である．人

口総数の増加，維持，減少，何れの場合でも死亡・転出によって生じた空隙へ，t・k年

までに出生・転入による置換を要する．例えば，一人世帯の居住者が死亡・転出した住宅

や土地へ，設定期間内で他の世帯の入居を条件とする．このような置換は全ての場合に成

立するとは限らない．そうであれば，拡大フレーム面積の計算手法は，現状で考慮されて

いない局所的な居住の循環や土地利用動向を組み込むことが必要であろう．

次章からは，新潟市を対象地域として，ミクロデータにより，人，住宅，土地の関係を

計測し，人口減少局面の土地利用政策について論考する．

Ⅱ．ミクロデータから概観する人と住宅の定量的関係 ―新潟市の事例―

1． 市街化編入区域とまちなかの分譲マンションの居住者特性

2011年，新潟市は区域区分の改定を行い，住居系市街化区域を9箇所，計70.2ha編入

した．図1は2010年現在の市街化区域と2011年改定の編入区域を示している．

図2は2011年に市街化区域に編入した新潟市東区西野中野山の編入前（2011年）と編入

後（2017年）の航空写真である．2011年時点では，小学校が立地する以外，都市的未利用

地となっている．市街化区域編入後は，宅地開発により戸建住宅が連なっている．
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図１ 2010年の市街化区域と2011年の編入区域



図3は2011年に市街化編入した西野中野山地区ほか計四つの区域，および同時期に建設

された，まちなかの分譲マンションの居住者数について，各歳別に集計したグラフである．

集計対象の居住者は，2015年現在の居住者のうち，2011年以降の転入者とした．色の濃い

棒グラフは編入区域，薄い色の棒グラフは，まちなかの分譲マンションである．なお，グ

ラフの年齢は，編入区域の場合，宅地開発以前の2011年現在，分譲マンションは建築年現

在を用いたため，その後に出生した者はマイナス年齢となっている．

編入区域の居住者は，未就学児と20歳代後半から30歳代が大半であり，図2の航空写真

と合わせて考えると，居住者の多くは戸建住宅で出産・子育てを望む世帯と推認される．

他方，まちなかの分譲マンションは，編入区域と比較して40歳代後半から60歳代が多い．

このように年代層により住宅に対する居住傾向が異なる特徴があり，出産・子育て世代

は戸建住宅を望み，まちなかの分譲マンションは，子育てを終えるなどした年代層に選好

されている．

次に人と住宅の関係についてミクロレベルで概観する．
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図２ 住居系市街化編入区域の比較写真

図３ 市街化編入区域とまちなかの分譲マンションの居住者特性
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2． 人と住宅の定量的関係

� 年齢・築年数別居住特化係数

行政目的により作成される異種のミクロデータは，各々が独立した業務統計として集計，

利用されている．それらが位置情報を有する場合，GISを用いた空間結合により属性情

報を結び付け，次元を拡張させた新たな情報の取得を可能とする．

図4は2011年現在の住民基本台帳と都市計画基礎調査の建物台帳とをGISにより空間

結合（図4a）し，年齢・築年数別居住者数をクロス集計（図4b）した後，標準化処理

（図4c）により出生数や築年別棟数の偏りを除却した居住特化係数（図4d）を表してい

る．

居住特化係数＞1の場合，居住者数＞期待度数であることから，この係数により年齢・

築年数別の純粋な居住プレゼンスの抽出が可能である．なお，81歳以上，または，築66年

目（西暦1946年）以上の領域では，集計量が少ないため，標準化処理の安定性に欠ける結

果となっている．

� マトリックスから概観した住宅と人口再生産の関係

データは調査時間面でのスナップショットであるが，仮にパネルデータとみなせば，図

4dは，新築住宅と人口再生産の関係を可視化している．並走する二本の帯から，新築住

宅の居住者が親と子からなる出産・子育て世帯を主体とし，子供は適齢になると親元を離

れ，新たな住宅で次の出産・子育て世帯となる世代循環を確認できる．親世代を示す上段
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図４ 年齢・築年数別居住特化係数マトリックス
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資料：新潟市「住民基本台帳」2011年9月30日現在，「都市計画基礎調査」2012年1月1日現在，N=717,561人



の帯は，新築住宅への居住開始時から80歳代以上まで連続しており，出産・子育て世帯と

新築住宅の関係は，50年以上前から継続していることを示唆している．

3． 戸建住宅の残存率

新築された戸建住宅は，時間を経て居住世帯の死亡・転出によって空き家となり，中古

住宅，或いは建物除却後の跡地が市場供給される．このような世代循環により市場供給さ

れる住宅用地について，建築年別戸建住宅残存率を計測し，その時期や量を検証する．

� 残存率算定に用いたデータ及び推計手法

t年に建築された戸建住宅残存率SRtを求めるにあたり，t年建築の戸建住宅残存棟数

Rtは，都市計画基礎調査（2012年1月1日現在）から情報収集できる．しかし，分母に

あたる戸建住宅着工棟数は，行政情報として保存されていない．このため，戸建住宅の定

義は異なるが資料収集可能な新潟市統計書に記載される1965年から2011年までの各年住宅

着工棟数Ntを用いた．その他，国土交通省の建築着工統計調査報告からは1951年から

1964年の全国住宅着工棟数Ztを取得できる．そこで，（Ⅱ－1）式に示すとおり，直近の

1965年から1974年，10年間の全国値と新潟市の値により，1951年から1964年の着工棟数を

推計し代替値として用いた．なお，1951年から2011年の対象期間中，新潟市は2001年と

2005年に市町村合併があったため，各期間の新潟市域で残存棟数を空間集計し，その影響

を除却した．

SRt・Rt・Nt

ただし，t=1951～1964年の場合，

Nt・

・
1974

k・1965

Nk

・
1974

k・1965

Zk

・Zt （Ⅱ－1）

� 残存率の推移

（Ⅱ－1）式による推計値も加えた建築年別戸建住宅残存率の計測結果を図5に示す．

分子と分母で異なる定義を持つデータのため，直近建築年であっても残存率が100％と

はならないが，グラフからは築年数と残存率の関係を確認できる．

2011年から1980年の新築後30年間について，残存率は70～90％のボックスを形成する．

おそらく，着工棟数と殆ど変わらない残存状況であろう．築30年を超えると線形で減少し，

築60年前後では，20％を割り込んでいる．30年間で約80%から20％への減少は，割合にし

て75％減，年間2.5％の減少率となる．

1950年以前については，都市計画基礎調査で一定程度の残存棟数を確認できる．この

ため，残存率は下げ止まる可能性がある．
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4． 建物と住宅用地の市場性

� 戸建住宅の建築年別変化

前節では築30年を超えると戸建住宅の残存率低下が始まることを確認した．その背景に

は，建物の耐用年数や中古住宅市場からの評価があると考えられる．この点について，残

存する戸建住宅の特徴を築年別で定量的に切り分け，中古住宅の市場性を検証する．

都市計画基礎調査（2012）を用いて図6aに示す建築面積，接道距離，道路幅員の三つ

の指標を計測し，建築年別平均値の推移を表したグラフが図6b～dである．いずれの指

標にも経年変化が認められる．図6bの建築面積は1980年以降，継続して減少し，図6c

の接道距離は1990年以降，道路境界から離れる傾向がある．新潟市内都市交通特性調査

（2011～2016）によれば約70％が代表交通手段を自動車（自家用車）としている．自家用

車は居住地での駐車場を必要とするため，住宅敷地の道路側を活用し，それにより建築面

積の圧縮が生じているのであろう．図6dの前面道路の幅員にも反映されており，1980年

以降，5.5～6mの道路が選好されている．図7の1960年代から2010年代の戸建住宅の写真

からは，自家用車の保有台数増加に伴い，門扉，塀，庭などが縮小，あるいは消失し，住

宅の表層に大きな違いが観られる．

築後30年以上を経た中古住宅は，現在の生活様式と整合しないため，その結果，市場性

に乏しい建物は除却され，残存率に表出していると考えられる．
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図５ 建築年別戸建住宅残存率
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図６ 戸建住宅の建築面積，接道距離，道路幅員，建築年別平均値

資料：新潟市「都市計画基礎調査」2012年1月1日現在

図７ 1960年代から2010年代の戸建住宅外観比較



� 住宅用地の需給比較と空き家発生の背景

建物除却後の住宅用地についての需給関係はどうであろうか．

居住者の死亡・転出を要因とした世代循環により供給が期待される住宅用地について，

2012年から2021年の10年間を想定し，その市場性を検証した．

世代循環による供給は，建築年別戸建住宅残存率から推定し（Ⅱ－2）式により算出し

た．（Ⅱ－2）式では，同じ建築年の場合，空間属性cが異なっていたとしても除却率は

一様と仮定した．

・
k

Lt・k,c・・
k
・
m
・Rt・k・m・1,c・a・・m1・ （Ⅱ－2）

ただし

rt・m・1,c・Rt・m・1,c・
・・・1・a・・m・b・・・m1・u・・m2

・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・

m・b の場合 ・・m1,・m2・・・0,0・

b・m・d の場合 ・・m1,・m2・・・1,0・

m・d の場合 ・・m1,・m2・・・0,1・

ここで，Lt・k,c：t・k年に市場供給が期待される空間属性 cの住宅用地件数，

Rt・k・m・1,c：t・k年で築m年目（新築＝1年目）の空間属性cであるt・k・m・1年建

築の戸建住宅棟数，rt・m・1,c：t年で築m年目の空間属性cであるt・m・1年建築の戸建

住宅残存棟数の実測値，a：年間除却率，b：着工棟数が維持される築年数，u：除却率の

下限値，d：除却率が下限値に達する築年数，・m1，・m2：条件分岐係数である．

設定値は，t：2011年，k：1,2,…,10年，c：住宅用地面積100㎡刻みの5区分（最大区分

400㎡以上），m：1,2,…,60年，a：0.025，b：30年，u：0.75，d：60年とした．

これにより算出された住宅用地面積別件数を供給量とし，需要量は2011年の新築件数が

10年間継続すると仮定して，同件数を10倍した値を用いて需給関係を比較した．

その需給量比較が図8である．住宅用地面積は，都市計画基礎調査の建物現況図と土地

利用現況図から幾何学的最近接領域をGISにより計測した．その値を100㎡刻みで集計し

ヒストグラムとした．

図8のとおり，100㎡未満の狭小土地は供給過多（868件），100㎡以上の土地は供給不足

（計9,072件）となる．この比較結果により，100㎡以上の土地は市場性を有しており再利

用が期待できる．他方で，供給過多となった100㎡未満の狭小土地は，市場性確保のため

に合筆が条件となる．しかし，権利調整等の手間，時間，費用を考えれば，土地の合筆に

よる再利用には困難が伴う．加えて，用途変更による商工農用地との競合，土地形状や接

続道路の幅員等の諸条件も狭小土地の再利用をより難しくする．市場性に乏しいのであれ

ば，所有者（多くは相続人）は資産税の減免措置を考慮して，建物を除却せず空き家とし

て放置することは経済合理的帰結であろう．
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なお，供給を想定した狭小土地のうち，空き家が一定程度含まれるのであれば，全供給

件数に占める狭小土地の割合8％を上限として，100㎡以上の土地供給量は押し上げられ

ていると考えられる．

Ⅲ．人，住宅，土地の関係と動的人口フレームモデル

1． 動的人口フレームモデル

現状の人口フレームモデルは，人口総数を根拠として全体のフレーム面積を算出する．

人口を静態として捉えれば，このモデルは妥当であろう．ただし，人口は人格の異なる者

の入れ替えによる結果であり，死亡・転出により発生する空き家，空き地への置換を含め

て，人が居住するための空間について，どの程度が確保可能なのかを考慮しなければなら

ない．

市場が望む住宅・土地に対して，現況フレーム内からの供給が不十分であれば，人口総

数の増加，維持，減少，何れの場合でもフレーム拡大を必要とする．

人口を動的に捉えた場合，人口フレームモデルは，人口総数により全体のフレーム面積

を算出し，居住空間の需給関係により拡大フレーム面積を算出する．さらに，それらの差

によって，縮退面積，あるいは未利用地の規模を算出する．これは，拡大と縮退によりフ

レームを移動させて居住空間を確保する動的人口フレームモデルである．

この動的人口フレームモデルについて（Ⅲ－1）式に示す．t・k年のフレーム面積

St・kは，t年の現況フレーム面積Stから，面積dSEt・kを拡大し，面積dSRt・kを縮退さ

せ算出する．

St・k・St・dSEt・k・dSRt・k （Ⅲ－1）

ただし

dSEt,dSRt・0
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図８ 敷地面積別の需要供給件数比較
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資料：新潟市「都市計画基礎調査」2012年1月1日現在



� 出産・子育て世帯に特化した拡大フレーム面積の計算

ミクロデータで確認したとおり，拡大フレームは居住者の殆どが出産・子育て世帯であ

り，戸建住宅用地として利用されていた．そのことをふまえ，（Ⅲ－2）式は戸建住宅用

地の需要が全て出産・子育て世帯と仮定し，その他の世帯と切り分けて拡大フレーム面積

dSEt・kを算出する．

（Ⅲ－2）式の右辺第一項dSt・k,CHは，出産・子育て世帯，右辺第二項dSt・k,otherは，

その他の世帯の需給関係を示す．両項についてモデルの細部では，出産・子育て世帯の強

い需要でも消化し得ない住宅用地は，その他の世帯の供給量となることを仮定する．

dSt・k,CHは出産・子育て世帯の需給関係で供給不足となる面積を算出する．dSt・k,other

は，dSt・k,CHで供給過多となった面積を含む供給量と，その他の世帯の需要量を比較し供

給不足であればフレーム拡大を必要とし，供給過多であれば拡大不要なので0の値を返す．

なお，切り捨てた供給過多の値は，縮退面積，或いは，t・k年以降の供給ストックを意

味する．

dSEt・k・dSt・k,CH・dSt・k,other （Ⅲ－2）

（Ⅲ－2）式右辺第一項dSt・k,CHは，（Ⅲ－3）式により算出する．（Ⅲ－3）式中，

dSt・k,CH,cは，出産・子育て世帯が希望する空間属性cで切り分けた住宅用地の需要から

供給を引いた面積である．正の値の場合・c・1，負の場合・c・0となる係数を乗じ，空間

属性c別に現況フレーム内からの供給不足面積を算出し，それらの面積の総和が出産・子

育て世帯が必要とする拡大フレーム面積dSt・k,CHとなる．

dSt・k,CH・・
c
・dSt・k,CH,c・・c・ （Ⅲ－3）

（Ⅲ－3）式シグマ内の面積dSt・k,CH,cは，（Ⅲ－4）式により算出する．（Ⅲ－4）式

は，出産・子育て世帯数CHt・k,cを需要量とし，想定期間内で世代循環により供給が期待

される住宅用地件数Lt・k,cと未利用の戸建住宅用地件数STt,cを供給量として，その差分

の件数へ空間属性cの平均需要面積avgScを乗じて算出する．

計算に用いたCHt・k,c，Lt・k,c，STt,c，avgScは，国勢調査，都市計画基礎調査などの公

的統計や行政情報のミクロデータにより子細に調査・計測し設定する．

dSt・k,CH,c・・・
k

CHt・k,c・・
k

Lt・k,c・STt,c・・avgSc （Ⅲ－4）

ここで，dSt・k,CH,c：t・1年からt・k年までの出産・子育て世帯が希望する空間属性c

の土地需要と供給の差（面積），c：空間属性，CHt・k,c：t・k年で空間属性cの土地を希

望する出産・子育て世帯数，Lt・k,c：t・k年に世代循環により市場供給が期待される空間

属性cの住宅用地件数，STt,c：t年で空間属性cの未利用地件数，avgSc：道路など公共

空間を加えた空間属性cの1件あたりの需要面積である．
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次に（Ⅲ－2）式の右辺第二項，その他の世帯の需給関係dSt・k,otherの計算式ついて

（Ⅲ－5）式に示す．その他の世帯の需給関係dSt・k,otherは，（Ⅰ－3）式で将来人口と現

況フレーム収納人口の差により算出する拡大面積dSSt・kから，出産・子育て世帯の戸建

住宅用地として別に計算される供給不足dSt・k,CH,c・0となる空間属性cの需給関係分を

差し引いた面積である．

dSt・k,other・・dSSt・k・・
c
・dSt・k,CH,c・・c・・・・1 （Ⅲ－5）

拡大面積算出にあたり，dSt・k,otherは正の値のみ考慮されるので，右辺カッコ内が0以

上の場合，・1・1,0より小さい場合，・1・0を乗じて求める．なお，・1・0の場合に切り

捨てられた値は，現況フレーム内で疎らに出現する市場性に乏しい未利用地等の合計面積

を意味する．この未利用地等はt・k年以降，需要に応じた空間属性への整備により，次

世代での土地利用が期待される．

以上，（Ⅲ－2）式の出産・子育て世帯に特化した拡大フレーム面積dSEt・kは，（Ⅲ－

3）式と（Ⅲ－5）式より，（Ⅲ－6）式となる．

dSEt・k・・
c
・dSt・k,CH,c・・c・・・dSSt・k・・

c
・dSt・k,CH,c・・c・・・・1 （Ⅲ－6）

� 縮退面積の計算

縮退面積dSRt・kは，t・k年の需給関係で供給過多となった未利用地等の面積から，次

の世代（計算時間）へ供給される未利用地を引いた値であり，その算出式を（Ⅲ－7）式

に示す．

（Ⅲ－7）式の右辺第一項は，供給過多となっている市場性に乏しい未利用地等の面積，

第二項は次の世代（計算時間）へ供給される未利用地面積である．

dSRt・k・・dSSt・k・・
c
・dSt・k,CH,c・・c・・・・・1・1・・・

c

STt・k,c （Ⅲ－7）

ただし，

・dSSt・k・・
c
・dSt・k,CH,c・・c・・・・・1・1・・・

c

STt・k,c・0

2． 現状の人口フレームモデルと動的人口フレームモデルの比較

� 人口減少局面における拡大フレーム抑制の影響

第Ⅰ章に記した人口減少局面の場合，現状の人口フレームモデルは，拡大フレームが不

要と算出される．

他方，動的人口フレームモデルの（Ⅲ－6）式による拡大フレーム面積の計算結果は，
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dSEt・k・・
c
・dSt・k,CH,c・・c・ （Ⅲ－8）

となり，出産・子育て世帯が望む戸建住宅用地の供給不足相当について拡大を要する．

現状の人口フレームモデルによりフレーム拡大が不要と算出された場合，（Ⅲ－8）式

の右辺と（Ⅲ－4）式より，（Ⅲ－9）で計算される出産・子育て世帯数の出現が抑制さ

れる．

・
c・・・kCHt・k,c・・

k

Lt・k,c・STt,c・・・c・ （Ⅲ－9）

さらに，人口増加局面であっても

0・dSSt・k・・
c
・dSt・k,CH,c・・c・ （Ⅲ－10）

の場合，

・
c
・dSt・k,CH,c・・c・・dSSt・k

により算出される面積が不足し，それにより出産・子育て世帯の出現も抑制される．

以上，まとめると，人口減少局面の場合，現状の人口フレームモデルによりフレーム拡

大が不要と算出されると，出産・子育て世帯が望む住宅用地は，（Ⅲ－8）の面積が供給

不足となる．それにより，出産・子育て世帯の出現が抑制され，最大で（Ⅲ－9）の世帯

数が減少する．これは現況フレーム内における人口を下振れさせるだけでなく，出生数，

出生率といった人口再生産指標にも影響を与える．また，人口増加が減速し（Ⅲ－10）の

状態になった場合，既に影響が生じている．

� 人口増加局面での挙動

（Ⅲ－10）の場合を除く人口増加局面では，現状の人口フレームモデルと動的人口フレー

ムのモデルは，同量の拡大フレーム面積が算出される．

ただし，人口増加局面であるにもかかわらず，拡大フレームの余地がない大都市圏のよ

うな場合，（Ⅲ－9）の出産・子育て世帯数の出現が抑制されるか，或いはフレーム外へ

の転出が生じる．人口再生産への負の影響を収めるには，空間領域の物理的拡大や（Ⅲ－

9）カッコ内が示す空間属性別の需給計算をふまえて，需要に応じた住宅・土地への質的

変換作業を速やかに進める必要がある．

� 現状の人口フレームモデルと動的人口フレームモデルの比較図

超過人口dPt・kと拡大フレーム面積dSt・kを二軸として，模式的に二つのモデルを示し

たグラフが図9である．人口増加局面の場合，二つのモデルは同じ軌跡をたどる．ただし，

超過人口dPt・kが減少し，人口減少局面に近づくと徐々に乖離し，人口減少が顕在化した
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場合，乖離幅は（Ⅲ－8）式で算出される面積となる．

図9で条件（Ⅲ－11）式のDは人口密度であり，フレーム拡大を計画する区域jで設

定される人口密度の最小値と最大値の間にある値である．

3． 2011年，新潟市の区域区分改定を対象とした動的人口フレームモデルの簡易計算

2011年，新潟市の区域区分改定は，現況のフレーム（市街化区域面積約12,500ha）にお

ける2015年の人口増加を前提として，70.2haの住居系市街化区域を編入した．その後，

2015年には，目標年次2020年とする改定の機会はあったがフレーム拡大は行われなかった．

したがって，2011年の拡大フレームは，実質2011～2020年までの10年間を想定したもので

あった．前節で記したように（Ⅲ－10）の条件を除く人口増加局面では，現状の人口フレー

ムモデルと動的人口フレームモデルは同量の拡大面積を算出する．

ただし，動的人口フレームモデルは，出産・子育て世帯に特化した戸建住宅用地や空間

属性別の需給関係を組み込んでおり，細分化された計算工程のなかで地域課題の検出が期

待できる．そこで，2011年の改定時を想定し，動的人口フレームモデルにより拡大フレー

ム面積を簡易計算し，工程上に作成される中間生成物などの政策的有益性を検証した．

� 各設定値と中間計算結果

計算に用いた各設定値及び中間計算結果は表1のとおりである．各設定値は簡易な条件

の値を含んでおり，その点について三つの主な設定値である戸建住宅用地の需要量，世代

循環により供給が期待される戸建住宅用地と未利用地の供給量について詳細を記す．

戸建住宅用地の需要は，出産・子育て世帯数の将来推計値とすべきであるが，簡易計算

では都市計画基礎調査（2017）から取得した2013年の戸建住宅建築棟数×10倍を用いた．

2013年は市街化区域の改定から2年後であり，編入区域の造成が進み，住宅供給が質，量

ともに充実した時期にあたる．出産・子育て世帯には，望ましい市場環境であったと考え

られるため当該年を代替値とした．
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図９ 現状の人口フレームモデルと動的人口フレームモデルの模式図
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世代循環により供給が期待される住宅用地は，（Ⅱ－2）式を用いて，各設定値を，t：

2010年，k：1,2,…,10年，c：土地面積100㎡刻みの5区分（最大区分400㎡以上），m：1,2,…,

60年，a：0.025，b：30年，u：0.75，d：60年として求めた．

未利用地は，都市計画基礎調査（2012）土地利用現況図の「その他の空地」を用いた．

「その他の空地」は平面駐車場やゴルフ場などを含み，厳密には未利用地ではない．こ

のため実際の供給量より過剰な値が設定されている．この他，調査時点が2012年のため，

2011年建築の戸建住宅用地を2010年の未利用地として加えた．

� 簡易計算結果及び政策的留意事項の検出

土地面積属性別に計算した戸建住宅の需要関係は，いずれも供給不足とはならない．こ

のため，最終的な計算結果は，現状の人口フレームモデルと同量の拡大面積となる．ただ

し，土地面積属性別にみた場合，政策的留意事項として，土地属性100～200㎡の供給不足

と土地属性100㎡未満の需要不足が懸念される．
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表１ 動的人口フレームの簡易計算

面積
100㎡
未満

100～
200㎡

200～
300㎡

300～
400㎡

400㎡
以上

備 考

①戸建住宅用地の需要 660 17,260 6,400 1,300 8702013年戸建住宅×10倍

②世代循環による新規供給 756 9,633 5,761 1,616 1,382（Ⅱ－2）式より

③小計（①－②） -96 7,627 639 -316 -512世代循環との需給差

④未利用地供給 1,647 6,064 4,391 1,985 4,495
土地利用現況図（2012）「その他
の空地」，2011年建築の戸建用地

⑤小計（③－④） -1,743 1,563 -3,752 -2,301 -5,007
世代循環と未利用地を加えた需
給差

⑥公共用地加算分 0 0 0 0 0面積比較のみ該当

⑦住居系拡大フレーム 0 2,080 0 0 0
住居系拡大フレーム面積/属性
別平均面積×住宅用地占有率
（46％）

⑧需給差（⑤＋⑥－⑦） -1,743 -517 -3,752 -2,301 -5,007単位：件

面積
100㎡
未満

100～
200㎡

200～
300㎡

300～
400㎡

400㎡
以上

備 考

①戸建住宅用地の需要 5.7 265.3 151.5 44.1 47.72013年戸建住宅×10倍

②世代循環による新規供給 12.7 148.0 138.4 55.2 79.3（Ⅱ－2）式より

③小計（①－②） -6.9 117.3 13.2 -11.1 -31.6世代循環との需給差

④未利用地供給 6.0 94.2 106.6 68.5 450.9
土地利用現況図（2012）「その他
の空地」，2011年建築の戸建用地

⑤小計（③－④） -12.9 23.0 -93.4 -79.7 -482.4
世代循環と未利用地を加えた需
給差

⑥公共用地加算分 0.0 27.6 0.0 0.0 0.0
単位面積あたり公共用地加算分
（+120％）

⑦住居系拡大フレーム 0.0 70.2 0.0 0.0 0.0市街化区域改定（2011）

⑧需給差（⑤＋⑥－⑦） -12.9 -19.6 -93.4 -79.7 -482.4単位：ヘクタール

資料：新潟市「都市計画基礎調査」2012年１月1日現在



土地属性100～200㎡は，需要が17,260件と最も多く，それに対して世代循環による住宅

用地供給が9,633件，未利用地からの供給が6,064件の計15,697件に留まり，1,536件の供給

不足となる．計算上，この供給不足はフレーム拡大により解消する．

しかし，供給量に含めた未利用地の「その他の空地」は，駐車場など，一定の都市的機

能を持つ土地が含まれる．実際には未利用地6,064件の全てが市場へ供給されることは期

待できないため，想定期間内で供給不足となる恐れがあり留意を要する．

土地属性100㎡未満の狭小土地は，出産・子育て世帯の需要に対して供給過多となるた

め，その他の世帯による土地利用の置換が前提となる．狭小土地は，どの程度の市場性を

有して置換可能となるのか注視する必要がある．

動的人口フレームモデルは，現状の人口フレームモデルと異なった解像度の高さを持つ．

それにより，土地利用の動態に関わる詳細な政策課題や留意事項を検出し得る．その他，

人口減少局面を想定した場合，土地利用政策による人口再生産への定量的効果測定なども

可能とする．

4． 動的人口フレームの課題と拡張の可能性

動的人口フレームモデルの拡大面積を算出する（Ⅲ－6）式の右辺第二項は，人格の異

なる者の入れ替えを想定していない．これは現状の人口フレームモデルへ提起した課題と

同様であり，解決していない．動的人口フレームモデルは，戸建住宅への選好度が高い出

産・子育て世帯に特化した需給計算を組み込んでいるが，これを拡張させて，需給面で競

合しない，その他の集団の切り分けが必要であろう．可能であれば需給面が輻輳する計算

モデルが望ましい．

ただし，詳細な計算モデルは，質と量において充分な観測データの取得が条件となり，

それが課題となる．

Ⅳ．人，住宅，土地の関係と政策的含意

2011年改定により編入した市街化区域の居住者は，殆どが戸建住宅で出産・子育てを望

む世帯であった．年齢・築年数別居住特化係数からは，出産・子育て世代が過去50年以上

にわたり新築住宅を選好しており，人口再生産と住宅・土地の継続した結びつきが認めら

れた．

人口減少局面の場合，現状の人口フレームモデルにより，フレーム拡大は不要と算出さ

れる．

その場合，戸建住宅を望む出産・子育て世帯への代替供給手段として，現況フレーム内

でのマンション開発や住宅用地供給が考えられる．しかし，まちなかの分譲マンションの

居住者は，中高年齢層を主体として，出産・子育て世帯が小数であることや，世代循環に

より供給される住宅用地は，30年以上経過して市場供給される土地が大半であり，需給間

に質的不整合が存在することをミクロデータは明らかにしている．これらのことから，フ
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レーム拡大抑制の代替手段としては，いずれも効果は限定的であろう．

フレーム拡大を抑制し，現況フレーム内からも充分な住宅用地の供給がなければ，出産・

子育て世帯の望む住宅需要には応えることができない．その場合，人口再生産への影響が

懸念される．

人口減少局面ではフレーム規模を縮退させるコンパクトシティ化と世代を紡ぐためのフ

レーム拡大という二律背反のような対応が必要となる．これは現況フレームを固定化させ

るのではなく，フレームを動的に捉えることにより実現し得る．その案のひとつとして，

本稿では動的人口フレームモデルを記した．モデルは出産・子育て世帯に特化した住宅・

土地市場を考慮して拡大フレーム面積を算出する．また，このモデルは土地利用の側面か

らは，市場性に乏しい土地への政策的介入効果を測定し，人口再生産について解けば，土

地利用政策による人口動態への影響を推計し得る．

データから検出した，人，住宅，土地の定量的関係をふまえれば，人口減少局面での政

策とは，フレーム拡大の抑制ではなく，継続して疎らに出現する未利用地への対応や動的

フレームの彷徨を制御することであり，しかるべき場所へフレームを導くことを示してい

る．

※事実情報を踏まえた論考は筆者個人の見解であり，所属組織を代表するものではない．
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LandUsePolicyunderPopulationDeclining

HASEGAWAHirokazu

Populationframemethodisamethodtocalculatetheurbanizedareasonthebasisofthetotal

population.Itisderivedfromthepopulationframemethodthattheexpansionoftheurbanizedarea

isnotrequiredunderthepopulationdeclining.Thisschemeneedssuchprerequisitethatbirthsand

in-migrantsoccupytheopenspacevacatedbythedeathsandout-migrants.Itisconfirmedthatit

isdifficulttofulfillthisconditionbyindividualmicrodataconcerningtherelationshipamong

inhabitants,dwellingandlanduse.Consequently,theexpansionoftheurbanizedareaisnecessary

inordertoacceptbirthsandin-migrants.



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）77－2（2021.6）pp.171～184

特集Ⅰ：第24回厚生政策セミナー「人口減少時代における地域政策の諸課題と今後の方向性」

人口減少と公共施設の再編

瀬 田 史 彦＊

Ⅰ．人口増減と公共施設の再編

本稿では，都市・地域の人口減少局面において最も早く影響が表れる現象の一つとして，

公共施設，とりわけその中でも公益的施設（いわゆるハコモノ）の再編問題について論じ

たい．自治体では10年ほど前からFM（ファシリティマネジメント，またはエフエム）と

も呼ばれている取組である．

本稿ではまず，人口減少局面のまちづくりにおいて，公共施設の再編がとりわけ注目に

値する課題である理由について述べる．次に，公共施設の再編が人口動態との関係からど

のように変化しているかについて現在の状況を概説する．また筆者が関係した具体的な事

例を交えて，公共施設再編の取組の課題について論述する．最後に，デジタル化，コロナ

禍など近年の動きに対して，公共施設再編が近未来，どのような方向に進んでいくのか，

その予想と期待について述べる．

1． 人口増加と公共施設整備

かつて，人口増加と都市化が進んだ時代には，政府や自治体が様々な公共サービスを提

供する必要に迫られ，その拠点として公共施設を整備するようになった．日本の場合，近

代化に沿って行われた小学校の整備からはじまり，都市化が進むと下水道をはじめとした
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本稿では，人口減少局面の問題の一つである，公共施設再編，とりわけその中でも公益的施設

（いわゆるハコモノ）の再編を論じる．まず人口減少局面のまちづくりにおいて，公益的施設の再

編がとりわけ注目に値する課題である理由を述べる．次に，公共施設の再編と人口動態との関係に

ついて現在の状況を概説するとともに，実際に公共施設再編を進めた伊賀市（三重県）の事例から，

公共施設再編の取組を進めるうえでの課題について論述する．最後に，デジタル化，コロナ禍など

近年の動きに対して，公共施設再編が近未来，どのような方向に進んでいくのか，その予想と期待

について述べる．

自治体の公共施設等総合管理計画の策定状況を見ると，公共施設の再編は人口減少のペースに比

べると十分に進んでおらず，具体的な目標を示せない自治体も多い状況となっている．今後は，災

害対応，技術革新，公共施設の役割の変化といった様々な新たな動きに対応しながら，人口減少に

応じた公共施設の再編を進めていく必要がある．

*東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻



供給処理施設が大都市を中心に整備され，それが戦前から戦後にかけて中小都市にも広がっ

ていった．特に戦後から高度成長期にかけては，各地で急速な都市化が進んだ時期でもあ

り，様々な社会基盤，とりわけ人々の生活に直結する交通施設や供給処理施設が整備され，

政府も補助金などによって整備を支援した．また経済成長とともに人々の生活が豊かにな

ると，単に生活に必要な社会基盤だけでなく，生活をより豊かにするために，公民館，図

書館，文化ホール，スポーツ施設といった公益的施設が多く整備されるようになる．こう

した社会基盤や公益的施設の整備は，シビルミニマムの達成，農山漁村における生活改善，

大都市圏への人口集中の抑制といった，国家的，国土的な視点からも正当化された．

他方，日本全体で人口が増加する時期でも過疎化が止まらなかった農山漁村では，十分

に使われない公益的施設がいわゆるハコモノ問題として，また費用対便益の低い社会基盤

が公共投資のばらまきの問題として次第にクローズアップされる．とりわけ1990年初頭の

バブル崩壊以降，政府は特に衰退が進む地方圏での地域経済浮揚のために各地で公共事業

による社会基盤整備を進めたものの，その効果が疑問視され，公共投資の不効率性も強く

批判されることとなった．長引く不況によって税収も低下して財政がひっ迫する中，財政

に限らず行政全体の改革が叫ばれ，いわゆる改革派知事・市長が多く誕生し，地方分権が

強く推し進められることにもつながった．

2． 人口減少と公共施設再編

しかし今日，公共施設再編が求められる本質的な原因はこうしたことではないと筆者は

考える．なぜなら不況や財政難といった状況は高度成長期にも見られ，行財政改革や地方

分権も，レベルの違いはあれ，それぞれの時代で少しずつ進められた．その中で公共施設

は，不効率性などが問われるとしても公共サービスの拠点としての位置づけは大きく変わ

らず，人口増加が見込め，公共サービスの高度化が求められるのであれば，その充実化を

担う拠点である公共施設の整備は，本来否定されないはずだ．

公共施設の再編が求められる理由は，むしろ人口減少，そしてその反転の見込みが極め

て低いという認識が次第に広まっていったことによるものだろう．合計特殊出生率は1970

年代後半以降，人口を回復する水準を下回り続け，同時に不況下でも東京などの大都市圏

への人口の流出も続いた．人口が減少するなら，公共サービスの質はともかく，量は少な

くする必要がある．そのためには，整備だけでなく維持にも固定費用がかかる公共施設の

再編が検討されるのは，自然な流れであると考えられる．

ただ，民間のサービスが人口減少と市場縮小に応じて概して自然に淘汰され減少するの

に対して，公のサービスは簡単には減少しない．法律でサービスの供給が義務付けられて

いる場合や，そうでなくても住民の強い要望やそれを背景にした政治的な要求から存続す

る場合も多くみられる．効率性や財政的な持続可能性とは切り離されて公共施設が維持さ

れ，人口の反転と需要の回復が見込めない場合は不効率な運営が継続されて，生産年齢人

口の減少による税収減の影響で収支の悪化が続けば，中長期的に深刻な問題となるリスク

をはらむ．
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3． 物理的な施設であることの問題

また，公共施設が物理的な施設によるサービスということも，継続的な人口減少との関

連から深刻化する問題と捉えられる．

まず建設費をはじめとした初期費用が，物理的な施設を要しないサービスに比べて非常

に大きくかかり，費用と便益をバランスさせるのには数十年という時間がかかる場合が多

い．人口が継続的に減少する場合，需要も次第に減少して費用に見合うだけの便益が得ら

れずさらにバランスが崩れる．

また物理的な施設は，継続的なサービス供給のために維持管理コストがかかるのに対し，

施設の建設が一時点での政治的な決定に委ねられていることは，特に将来世代に対するモ

ラルハザードを生みやすい．公共施設の建設を促す政府の補助金や地方債に対する公的資

金の充当などの支援の多くがもっぱら建設費などの初期費用に対するものであることも，

このモラルハザードを助長している．

4． 注目すべき公益的施設（ハコモノ）

そして人口減少との関係から，今，注目すべき取組は，公共施設の中でも公益的施設

（いわゆるハコモノ）の再編であると筆者は考えている．

広義の公共施設は，保有・運営する主体が公か民間かに関わらず，社会資本やインフラ

を広く含む言葉である．しかし，人口減少局面の都市政策を論じる際に，議論の主な対象

となる公共施設とは，主に公が所有・維持して各種の公共サービスを提供するための物理

的な施設である．道路・橋梁・トンネル・公園などの社会基盤・インフラや，公立小中学

校，図書館，文化ホールを代表とする公益的施設である．こうした一連の公共施設等の費

用と便益の関係，また効率性は，人口動態に強く関係し，人口が減少すると効率性が下が

るため，再編が必要である．しかしその再編のあり方は少し異なる．

筆者は以前，別稿（瀬田史彦，2016）で，人口減少局面において，これまで拡大に対応

して様々なサービスを提供してきた都市の構成要素が再編を求められるが，特に点的な要

素である公共施設が，線・ネットワーク的な性質を有するインフラや，面的に広がる市街

地に比べると，再編が早く検討されることを指摘した．ネットワークとして初めて機能し

市民生活に直結するインフラや，多くが私有財産である市街地（土地）と比べると，公共

の財産であり代替的なサービスの選択肢が必ずしもないわけではない公益的施設（ハコモ

ノ）は，比較的再編しやすい．

公益的施設の再編に注目することは，人口減少に応じたこれまでと異なるまちづくりの

考え方が，自治体や市民に果たして受け入れられるのかを占う試金石になる．人口減少の

度合いに応じて公益的施設も再編できないようでは，さらに難しいインフラや市街地の再

編はほとんど不可能と予想されるだろう．他方，公益的施設だけが再編されると，まちの

バランスが崩れ，縁辺部へのサービスが滞って取り残される人々が出てくるといった問題

も起きるだろう．人口減少局面のまちづくり・都市計画を考えるとき，公益的施設のあり

方を考えると，見えてくるものが大きいというのが筆者の想定である．
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このような背景から，本稿では，総務省が自治体に策定を促す公共施設等総合管理計画

における「公共施設等」の定義よりも狭い，公益的施設（ハコモノ）を中心とした再編に

注目している．各自治体で公共施設再編といった場合は，公益的施設のみの場合と，イン

フラを含める場合があるが，ここでは断りのない限り，公共施設再編といった場合は，公

益的施設（ハコモノ）を中心とした再編を指すことにする．本質的には，インフラを含め

ても議論は大きくわからないが，現状ではインフラは維持管理の効率化と長寿命化が主要

であり，廃止などを含めた再編が検討されることはないわけではないものの稀であること

から，主に公益的施設の再編に絞って議論したい．

Ⅱ．公共施設再編の取組の変遷

1． 公共施設再編のいくつかの節目

公共施設再編は，前述の行財政改革の流れに乗って改革を進めようとした自治体，とり

わけ都道府県や政令市をはじめ，多くの公共施設を保有する比較的大きな地方公共団体が，

公共施設の更新・有効利用の手段として2000年代前半に検討したのが始まりである．この

頃の公共施設再編は多くの場合，自治体という組織が保有する施設・ファシリティの効率

化をどのように進めるか，という視点が中心であり，民間企業の経営改革に準じた考え方

で進められたと考えられる．逆に言えば，人口が継続的に減少し需要が減退することへの

対応という視点や，市民が利用する施設を市民の理解を得ながら再編するという視点は，

なかったとまでは言えないが，それほど大きな論点ではなかったと考えられる．

次に，2000年代後半の人口減少問題の顕在化と夕張市の財政破綻に端を発する財政再建

の要請に沿って，問題意識の高い一部の自治体，それも市町村を中心として2008年頃から

公共施設再編の取組が進められるようになった．市町村は，都道府県と比べて，市民・住
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図１ 人口減少による都市の要素の縮減

v

出所：瀬田史彦（2016）「公共施設再編のその先」『計画行政』39（2），pp.33-38



民が日常から利用する多くの公共施設を保有し運営している．そして，民間企業のように

不採算という理由だけで公共サービスをやめることは難しい．人口減少による需要の減退

や不効率化という厳然たる状況を，自治体の組織内だけでなく，利用者，非利用者を含め

た市民の理解を得たうえで進めなければならないという，非常に困難な課題に立ち向かう

ことになった．

筆者が当時，調査を続けていて感じた感覚から述べると，この頃の公共施設再編は，ま

ずは人口減少による問題の深刻さに気付いた政策担当者が個人のレベルで問題に取り組み，

それが首長をはじめとした政策決定者の理解を経て，自治体全体としての合意形成に至っ

た場合には大きく進展し，そうでない場合は中途半端なまま終わるという状況だった．ま

たそれに対する市民の反応としては，直接の受益者である個々の公共施設の利用者が再編

に反対の意見を強く主張したのに対し，マジョリティである非利用者は特に大きな関心を

持たず，自治体自体が強い意志を持って進めない限り公共施設再編は進展しなかった．

また当時先進的とされた自治体の多く，例えば神奈川県秦野市・藤沢市，千葉県佐倉市・

習志野市といった自治体が，日本全国からみると人口減少がそれほど深刻ではない関東圏

にあったこともこの問題の難しさを反映していると考えられた．問題が深刻であればある

ほど，本来は取り組まなければならないはずが，見ようとしない，あるいは取り組もうと

しても様々な障壁に阻まれる，という長期的な人口減少による問題の本質が大きく表れて

いたと感じられた．

しかし，その状況を少なからず変えたのが，2012年12月の中央自動車道，笹子トンネル

の天井版落下事故であった．首都圏の市民が観光や遠足などで利用することも多い中央道

の主要なトンネルの天井が突然崩れて9名の命が突然奪われるという事故は，これまで公

共施設の再編に反対，または無関心でいた多くの人々の意識を変化させた．この事故自体

は，利用者の多い高速道路の維持管理が不十分であったという，人口減少とは直接の関係

を持たないものであったが，このような重要な施設ですら維持管理ができていない現状と，

これまで建設してきた膨大な公共施設をすべて維持することが，人口が減少する将来にお

いて不可能でありまた不要であるということが，一般市民にも強く認識された．この事故

を境に市民の反応が明らかに大きく変化したことは，公共施設再編に取り組む担当者から

の声として，筆者の個別事例の調査からも多く聞かれるようになった．

そしてこの事故も契機として，国でも公共施設やインフラの老朽化の問題が大きく取り

上げられ，2014年からの総務省による「公共施設等総合管理計画」の作成促進の動きにつ

ながる．2014年は，人口減少に対応した国と自治体の政策の大きな転機となった年といっ

てよい．民間シンクタンクによる「消滅可能性都市」が発表され，のちの地方創生政策に

つながるのはこの年だ．また同年に改正された都市再生特別措置法には，立地適正化計画

の制度が新しく規定され，これまで郊外化が進んでいた都市の市街地を人口の減少に合わ

せて集約・高密度化し，集客施設を都市の中心部や拠点に集約してコンパクトシティを目

指す取り組みが進められることとなった．
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2． 公共施設再編の進捗

2014年以降，上に述べたいくつかの節目に公共施設再編の具体的な計画を策定した自治

体を含め，すべての自治体に対して，総務省が公共施設等総合管理計画の策定を促した．

「公共施設等総合管理計画策定取組状況等に関する調査（令和2年3月31日時点の結果）」

を見ると，同日現在で99.9％の自治体が，公共施設再編の総論となる公共施設等総合管理

計画を策定済みとなっている．

各自治体の取組は，すでに総論としての同計画の策定から，その計画を実行するための

「個別施設計画」と呼ばれる，主に分野別の計画の策定に移っている．上述のように，人

口減少局面では，総論として公共施設やサービスの総量を減少させることには大きな異論

がないが，個別にどの施設・サービスを再編するかという段階で，はるかに大きな困難に

直面することが予想される．

2018年に総務省は「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」を改訂し，個別

施設計画を「個別施設ごとの長寿命化計画」と定義して，全体計画である総合管理計画と

整合させながら，長期的な視点をもって，更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うこ

とにより，財政負担を軽減・平準化するとともに，公共施設等の最適な配置を実現するこ

とを目指している．

個別の事例を調査する中で筆者は，より具体的な再編のあり方を示すことが求められる

個別施設計画の策定は，総論である総合管理計画の策定よりもかなり大きな困難を抱え，

策定はそう簡単に進まないと推察していた．しかし，昨年，公共施設・インフラを所管す

る複数省庁が参加した会議の資料（内閣官房，2021）によれば，2019年から2020年の1年

間で，例えば公立学校施設が全自治体の15％から39％，文化会館等が19％から35％など，

一定の進捗がみられるようである．総務省職員の見込みによれば，2020年度末には，ほと

んどの施設類型で個別施設計画の策定率が8割を超えるとされる（臼井，2021）．

3． 公共施設再編と人口動態

公共施設等総合管理計画や個別施設計画が策定されても，実際に公共施設が更新・長寿

命化，または再編されるのは，計画が策定されてからかなり後であると考えられる．ただ，

すでにほとんどの自治体で人口が減少している現時点で，どのような計画が策定され，ま

た実際に公共施設の床面積がどのように変化しているのか，端的に検証してみよう．

総務省は上述のウェブサイトの中で，「公共施設等総合管理計画の主たる記載内容等を

とりまとめた一覧表（令和2年3月31日現在）」を公開しており，都道府県，（政令）指定

都市，市区町村（指定都市を除く）別に，公共施設等総合管理計画の記載内容を整理して

詳細にデータ化している．

このうち市区町村のデータを見ると，この表の集計時点で，公共施設等総合管理計画に

数値目標を掲げているのは，指定都市以外の市区町村のうち936市町村（54.3％）であり，

未だに明確な目標を掲げていない自治体も半数近くあることがわかる（表1）．人口減少

に応じて更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うためには，明確な全体目標があった
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ほうが進めやすいと推察されるが，現状では必ずしもそのような計画づくりができていな

いことがわかる．

また同じ表では，取組状況等として過去4年度の人口（住民基本台帳人口）と公共施設

保有量（㎡）の調査結果を掲載している．この表から最も長い3年間での推移が把握でき

る，平成27年度と平成30年度の公共施設保有量が記載されている986市町村のうち，デー

タに明らかな異常がみられると思われる3自治体（データ上の公共施設保有量増減率が

400％以上となっている自治体）を除く983自治体を分析すると，以下のことがわかる．

公共施設の床面積は，ほぼ半数（49.7％）の自治体において，この3年間で増加してい

る．このうち人口が増加しているのは114自治体（23.3％）であり，375自治体（76.7％）

では，人口は減少しているが公共施設床面積は増加していることになる．

また公共施設の総量の増減率が人口の増減率よりも小さい，つまり一人当たり公共施設

床面積が小さくなっている自治体は21.1％に過ぎず，大半の自治体ではいまだに公共施設

を増強している傾向があるといえる．また人口が減少している自治体811自治体のうち，

半分近い375自治体（46.2％）では公共施設床面積が増加している．

個々の自治体にはそれぞれの事情があり，その時々の人口の増減に従って必ず公共施設

も増減させなければならないというわけではない．しかし日本の大半の自治体で人口が減

少している状況下で，公共施設床面積の減少のペースが全体として鈍いことは，人口減少

に対応する公共施設再編が難しいことを示唆している．
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表１ 市区町村（指定都市を除く）の公共施設等総合管理計画における

数値目標の記載状況

自治体数
策定自治体に対
する割合

数値目標がある
自治体における

割合

総計 1,725 100.0% －

数値目標なし 789 45.7% －

数値目標あり 936 54.3% 100.0%

①公共施設の数 105 6.1% 11.2%

②延床面積等に関する目標 772 44.8% 82.5%

③ト－タルコストの縮減 337 19.5% 36.0%

④平準化等に関する目標 123 7.1% 13.1%

出所 総務省「公共施設等総合管理計画の主たる記載内容等をとりまとめた一覧表
（令和2年3月31日現在）」より筆者集計



4． 再編の具体例からの考察：公共施設は実際にどのように減るのか．

このように，公共施設再編のための計画づくりは，総論から個別の各論に向けて順次進

められる傾向にある一方，実際に人口減少に対応した形で公共施設の再編が行われるのは

簡単ではないと想像される．ここでは，総務省の政策に先んじて，比較的早くから公共施

設再編を進めている自治体の事例から，課題となる要因を簡単に考察してみたい．この1
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図２ 市町村における人口と公共施設保有量の関係
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つの事例を全国の自治体に一般化することは必ずしもできないかもしれないが，人口減少

との関係から公共施設再編がどのような課題を抱えるのかがわかりやすくなると思われる．

伊賀市（三重県）は，2004年11月の6市町村の合併で創設され，合併後は継続して人口

減少が進む地方都市である．合併により多くの公共施設が重複し，一人当たり床面積も三

重県の平均に比べて多い状況が続いている．2010年代前半より公共施設再編の政策を具体

的に進めはじめ，2013年6月に公共施設白書を公表し，2014年3月に総論を示す公共施設

最適化方針を策定した．その後2015年1月に，個別の施設の再編の方針を明確に示した公

共施設最適化計画を策定し，同年3月では議会でも可決された．この計画の策定過程には，

筆者も検討委員会の委員長としてかかわり，FMの実務者を招いたシンポジウム・セミナー

や，市民によるワークショップなどの開催を市役所や他の委員と共同で企画した．筆者は，

計画策定後はこの取組にはかかわらず，市から情報やデータの提供を受けながら専ら研究

者としてその後の公共施設の再編の様子を観察してきた．

伊賀市は，個別の施設の再編の方針を定めた公共施設最適化計画を策定した後，実際の

再編を順次進めてきた．2020年3月には同計画策定から5年が経過し，計画の全体の進捗，

個別の施設の再編の度合い，また再編にあたっての課題が見え始めてきた．詳しい背景や

量的な再編動向も含めた具体的な状況は拙稿（瀬田他，2021）に示しているが，定性的，

個別的な状況も含めると，以下のようなことがわかる．
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図３ 伊賀市（三重県）の公共施設の建設年代別の再編状況（2015年4月からの5年間）
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1）全体でみると，5年間で合計97施設，74,958㎡，床面積ベースで約15％の縮減であっ

た．床面積の削減量は，第Ⅰ～Ⅱ期の10年間での目標の約65％にあたり，半分の5年間で

の進捗として十分とみなせる．また直近の国勢調査ベースの伊賀市の人口減少割合（2015

年末から2020年末の住民基本台帳人口で5.2％減）に比べても大きく，合併自治体として

当初の公共施設総量が過大であったことを差し引いても成果が認められる．

2）実際に政策の意図通りに公共施設が減ったかについてみてみると，「5年間のうちに

今後のあり方を検討する施設」（図3の左側）における再編の割合が高いものの，そうで

ないものでも縮減されているものがある．他方で，老朽化が進みあり方を検討したものの，

再編が進まなかった施設もある（こうしたものの中には大規模な公共施設も多い）．つま

り，総量としての削減ペースは順調だが，内訳についてはその後の様々な要因から計画当

初のものをかなり変更して臨機応変に対応してきたことになる．

3）高度成長期に人口増加とともに建設されたと思われる1970年代の施設がまだ多く残っ

ており，少なくともこの5年ではほとんど再編されていない．これらの施設の再編を今後，

ペースを速めて進めていく必要がある．

これまでの継続的な調査を踏まえて感じられることは，総論として人口減少や需要減退

に応じた再編の全体目標を定めそれに向かって取組を進めていくことは重要であるが，他

方で個別の計画はうまく進む場合と進まない場合があり，また想定していなかった施設で

進む場合もあるため，臨機応変に再編の取組を更新しながら，全体目標に向かって進んで

いくことが求められるということである．そのためには，具体的な計画は固定的ではなく，

様々な条件の変化に対応できる計画である必要があるだろう．

実際に，公共施設最適化計画で縮減が明記され，議会の承認も得たと思われた施設が，

再編に必要な条例の改正で否決の憂き目にあったり，計画策定当時はワークショップなど

を開催しても顕在化しなかった反対運動が巻き起こって再編が滞った施設などがみられた．

Ⅲ．公共施設再編の近未来の課題

1． 人口減少局面での公共施設再編の課題

今後の公共施設再編の焦点として，筆者は別稿（瀬田史彦，2018）で，（1）再編を実行

できるかが重要になる，（2）空間的な配慮が求められる，（3）広域連携が不可避となる，の

3点を挙げた．本稿で上述した制度との対応関係でみると，（1）は公共施設等総合管理計

画を踏まえた公共施設の再編であり，（2）は立地適正化計画による市街地の集約である．

そして（3）は，人口減少が進んだ場合に1自治体ではすべての公共施設の維持が難しくな

り，将来的に広域連携が必要になるという主張するものである．現在のところ，まだ公共

施設再編において多数の取組は見られないものの，総務省の主要な広域連携施策である定

住自立圏構想および連携中枢都市圏構想が該当する．公共施設再編における定住自立圏構

想に基づく広域連携を目指す事例として，天理市などの取組などがある（瀬田史彦，2020）．
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公共施設再編に関与する方々の中には，これら以外に特に民間活用が大きな可能性を持

つと考える人も多いだろう．たしかに直営による公共サービスの運営を指定管理者制度に

よって様々な主体に委ねたり，施設包括管理によってコスト削減と質の向上を同時にもた

らそうとしたり，その他，様々な取組が先進的な自治体によってすでに実行され，個別に

賛否はあるものの全体として一定の成果を上げていると考えてよいだろう．

ただ，人口減少によって迫られる公共施設再編という課題にとって，民間活用は，それ

が可能ならば進めるべきではあるが，再編実行の決定打にはなりえずむしろ周辺的な手段

に過ぎないと筆者は考える．人口減少とともに縮小する市場において，魅力的な公共施設，

公共サービスは限られ，それを請け負う民間企業も概して益々少なくなっていくと考える

のが自然だからだ．公共施設によるサービスをやめ，民間が提供できなければサービス自

体の消滅もやむなしと決め込むのであれば別だが，これまで市民に提供してきた公共施設

によるサービスを保つためには，やはり上記の（1）～（3）が必須となるだろう．

他方，これまで公共施設再編の専門家や実務者から多く論じられてきた，経営・運営の

方法や整備主体とは別の観点から，公共施設再編のパラダイムの変化を促すいくつかの要

素がある．いずれも，人口減少による需要の縮小によって公共施設の再編が必要，という

基本的な論理を複雑化する要素をはらんでいる．

2． 近未来，再編に影響を及ぼす要因

まずは，災害対応である．筆者が調査を行ったり，上述の伊賀市などでワークショップ

に参加する過程で，住民から聞かれる意見として災害対応との関係が最も大きな課題の一

つとして強く感じられた．比較的大型の公共施設を中心に，市が避難所を指定しているこ

とが通例であり，公共施設を再編することは，避難所のあり方を含めた防災・減災体制を

考え直す必要性に直結する．折しも地震災害や水害などが毎年のように頻発，また激甚化

しており，それにしたがって避難所の重要性も増すばかりとなっている．これまでの公共

施設再編は，主に平時の費用対便益や効率性を議論の対象としてきたが，緊急時の議論が

これまでよりもさらに必要となっており，市民の意識もその点で以前よりもはるかに高く

なっている．

さらに2020年以降のコロナ禍によって，平時，緊急時ともに公共施設で密を避けること

が求められるようになり，公共施設でこれまでより多くの床面積が必要になるという，そ

れまでの再編の取組と真逆のことも求められている．

実際に災害が発生した場合，必要なのは公共施設のハードだけではなくそれを常に運営・

管理する人員も必要となるため，上述のような理由でより多くの床面積が求められても，

実際にはハード以外の面から供給が難しいケースも多いと思われる．したがって，再編計

画は，単純な床面積の需給だけでなく，その公共施設で行われるサービスのためのコスト

や人員などのリソースも含めて，平時・緊急時について検討する必要があるだろう．

次に，新たな技術やサービスとの関係である．発展した宅配サービスやIOT技術の応

用と普及によって，現在，公共施設が提供しているサービスの多くは原理的に代替可能で
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あると思われる．例えば書籍の貸出は図書館で行われているが，公共施設である図書館が

なくても，様々な方法がある．図書やDVD等のレンタルやオンラインによる配信は，民

間企業を中心に有料のサービスとしては一般的となっており，また電子図書館サービスを

民間企業に委託して開始する自治体も143に上っている（電子出版制作・流通協議会，

2021）．公共施設は，文化活動，スポーツ，集い，といった様々な活動の場所を提供する

物理的な施設であり，上述のようにそのことが固定費用につながって再編が求められてき

たが，宅配やIOTを中心とした新技術によって物理的な施設が不要となれば，公共施設

再編に対する考え方は大きく変わってくるだろう．

今のところ図書館でも，例えば政令指定都市であれば，中央図書館だけで年間百万冊以

上の貸出数があるのに対し，電子書籍の貸出件数は多くて数万冊程度となっており（植村

八潮他編，2019），すぐに公共施設である図書館を新技術が代替するとは思えない．文化

ホールで行われるイベントや，コミュニティセンターでの集いなども，オンラインでかな

り可能性が広がったといってもまだ公共施設でのサービスを代替するほどではないだろう．

しかし，こうした変化は今後，技術革新と人々の適応度の変化とともに，突然進む可能性

があり，公共施設再編の中長期の戦略もそうした変化を見据えながら適宜，見直していく

必要があると考えられる．

またIOTなどの新技術の利用状況も，コロナ禍とそれに対応したオンラインによるサー

ビスの開始や拡大によって変化する．感染が心配される間は，感染を警戒する市民を中心

に，公共施設には寄らずに同種・類似のサービスを受けたいというニーズが出てきている

はずだ．また感染が収まった後も，オンラインでの利便性が高ければ，公共施設を必要と

しない公共サービスがより多く求められるかもしれない．今後，どのような変化が起こる

か予測が難しいため，その意味でも戦略を適宜見直していく必要があるだろう．

最後に，公共施設が提供するサービス，公共施設の役割の変化にも気を付ける必要があ

る．通常，公共施設は，図書館ならば書籍等を貸し出す機能，文化ホールは大人数のイベ

ントを行う機能，といった機能で分類され，その機能を主に果たすことが求められ，費用

対効果や効率性もその機能の充足度合いが主に評価されてきた．しかし近年は，このよう

な公共施設の本来の機能の他に，高齢者が多い地域ならば一人でも気軽に来られる居場所

を提供する，地方都市であれば様々な人々が過ごしてまちなかにも賑わいをもたらす，市

民活動が活発な地域であればそれをさらに促す利用しやすい場所を提供する，といった目

的が求められるようになってきている．図書館や文化ホールだけでなく，市役所ですらそ

のような例に枚挙にいとまがない．

こうした，公共施設再編においてこれまであまり気にかけてこなかった機能は，人口減

少によって本来の機能の需要が縮小することと別に考える必要があるだろう．他方で，屋

外プールが典型的であるが，民営施設の供給が質量ともに充実してきたため，公営施設が

各地で廃止されるといった状況も見られるようになっている．単純な人口動態とは別に，

公共施設によって必要な機能・サービスを改めて見直す必要が出てくる．

このように考えると公共施設再編は，人口減少に対応させるだけでも大変だが，さらに
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ここで述べたような様々な複雑な要素を，地域の実情を十分考慮しながら解きほぐして決

めていく必要があり，難易度の高い課題であるといえるだろう．ただ，人口減少という課

題一辺倒でひたすら縮小することが求められるという前提で対策を練るよりは，選択肢が

広がり，より建設的な意見にもつながりやすい面もあるのではないだろうか．

筆者も，これまでは調査によって現状を分析することが研究活動の中心であったが，こ

ういう重い課題に対してどのような解答がありうるか，今後，考えてみたい．
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DepopulationandRestructuringofPublicFacilities

SETAFumihiko

Thepaperdiscussesrestructuringofpublicfacilitiesandinfrastructuresownedbymunicipali-

ties,whichisoneofthebiggesttasksrelatedtodepopulation,andfocusesespeciallyoncommon

publicfacilities(so-called"Hakomono").First,Iexplainwhyrestructuringofpublicfacilitiesis

oneofparticularlynoteworthyissuesinurbanandregionalplanninginthephaseofdepopulation.

Next,Ioutlinethecurrentsituationregardingrestructuringofpublicfacilitiesinproportionto

demographictransitioninJapanesemunicipalitiesbyusingsomeexistingsurveysandstatistics,

andintroducesthecaseofIgaCity(MiePrefecture),whichactuallypromotedrestructuring.

Finally,Idescribesanticipationsandexpectationsofcommonpublicfacilitiesinthenearfuture,in

responsetorecenttrendssuchasdigitizationandcoronastagnation.

Restructuringofpublicfacilitiesisregardedasatouchstoneforclarifyingwhetheranewand

differentwayofurbanplanningunderdepopulationwillbeacceptedbylocalgovernmentsand

citizens.Ifpublicfacilitiescannotbereorganizedcorrespondingtothepaceofdepopulation,itis

seriouslyconcernedthattaskslikerestructuringinfrastructuresandreorganizingbuilt-upareaswill

beevenmoredifficultandalmostimpossible.

However,aggregatingthepresentstatusofformulationofcomprehensivemanagementplans

forpublicfacilitiesoflocalgovernments,promotedbyMinistryofInternalAffairsand

Communicationsfrom 2014,restructuringofpublicfacilitieshasnotprogressedsufficiently,

comparedtothepaceofdepopulation,andmanylocalgovernmentscannotsetspecificgoalsfor

restructuring.Totalfloorareaofpublicfacilitieshasincreasedinthelastthreeyearsinalmosthalf

(49.7%)ofmunicipalities.Only114localgovernments(23.3%)amongthosehaveincreasedtheir

population,while375localgovernments(76.7%)havedecreasedpopulationbutincreasedfloor

areaofpublicfacilities.Only21.1%ofmunicipalitieshavesmallerfloorareasofpublicfacilities

percapitainthreeyears,whichmeansmostmunicipalitiesstilltendtoreinforcepublicfacilities.

FromthecaseofIgaCity,itcanbesaidtobeimportanttosetanoverallgoalofrestructuring

inresponsetodepopulationanddemanddeclineasageneralrule,andtrytoproceedwithefforts

towardit.Ontheotherhand,individualplanstorestructurepublicfacilitiesareoftenaskedtobe

modifiedbyseveralreasons,soitseemstobenecessarytoupgraderestructuringefforttoadjust

thechangeofthecircumstance.

Inthefuture,itwillbenecessarytocarefullyadjustthereorganizationofpublicfacilitiesin

responsetovariousnewmovementssuchasdisasterresponse,technologicalinnovation,and

changesintheroleofpublicfacilities.
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特 集 Ⅱ

特集Ⅱ：性的指向と性自認の人口学―日本における研究基盤の構築（その３）

大阪市における性的マイノリティの空間分布

山 内 昌 和１）

Ⅰ．はじめに

人口規模の小さい小人口集団の空間分布の特徴を把握することは容易ではない．このこ

とは，いわゆる性的マイノリティ２）と呼ばれる人々についても同様である．

性的マイノリティのうち，ゲイ３）やレズビアンの人々の空間分布については，欧米で実

証的に検討されてきた．全国スケールの研究では，ゲイやレズビアンの人々は大都市に集

中する傾向が明らかにされてきた（Blacketal.2000，Andersonetal.2006，Duncan

andSmith2006，Gates2013，Wimarkand�Osth2014）．例えば，Blacketal.（2000）

は1990年に行われたアメリカのセンサスの結果を利用し，男性カップル世帯の多い上位20
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本稿では，「働き方と暮らしの多様性と共生」研究チーム（研究代表者：釜野さおり）が大阪市

の協力のもとで2019年1月に実施した「大阪市民の働き方と暮らしの多様性にかんするアンケート」

（以下，大阪市民調査）の個票データを利用して，ゲイ，レズビアン，バイセクシュアル，トラン

スジェンダーの人々を含む性的マイノリティの大阪市内での空間分布について検討した．その結果，

性的マイノリティと非性的マイノリティとでは空間分布に違いがみられた．しかし，回帰モデルを

適用して人口学的および社会経済的な属性を統制すると，その様な違いは統計的に有意なものとは

ならなかった．これらの結果を踏まえ，大阪市における性的マイノリティは特定の区に集中する傾

向はあるものの，それらの区には性的マイノリティの人々と似たような人口学的および社会経済的

な属性をもつ非性的マイノリティの人々も集中する傾向にあると考えられたことから，性的マイノ

リティの空間分布に特有の地理的要因が存在する可能性は低いと結論づけた．

キーワード：性的マイノリティ，空間分布，小人口集団，大阪市

1）早稲田大学教育・総合科学学術院

2）本稿では，異性愛指向以外の人々を性的マイノリティとするが，直接の調査対象としたのは後述のようにゲ

イ，レズビアン，バイセクシュアル，トランスジェンダーの人々である．用語の詳細は釜野他（2019）と釜野

（2020）に準じている．

3）英語のgayには男女にかかわらず同性愛者との意味で使われることもあるが，本稿ではゲイを男性の同性

愛者の意味で用いる．



都市に当該世帯数の59％，女性カップル世帯の多い上位20都市に当該世帯数の45％が分布

するのに対し４），それら20都市の人口は全人口のそれぞれ26％と25％であることを示した．

また，Wimarkand�Osth（2014）は，同性愛者の多くが利用しているインターネットサ

イトの登録情報を利用して，スウェーデンにおける単身およびカップルのゲイとレズビア

ンの人々の空間分布を検討した．その結果，ゲイとレズビアンの人々は大都市に集中する

傾向があることに加え，地域の人口規模に応じて分布する傾向や，カップルよりも単身の

場合に大都市に集中しやすい傾向があることも明らかになった．

都市内スケールの研究では，ゲイやレズビアンの人々は都市内部の特定の地区に集中し

て分布する傾向が明らかにされてきた（AnackerandMorrow-Jones2005，Goldie

2018）．例えば，オーストラリアのメルボルンとシドニーを事例としたGoldie（2018）は，

男性カップル世帯と女性カップル世帯は都市の中心部の地区に集中して分布していたが，

両世帯の集中する地区はいくらか異なっていることを明らかにした．また，ゲイやレズビ

アンの人々が集中している地区，いわゆる集住地区の詳細についても研究がなされている

（Schroeder2014，KanaiandKenttamaa-Squires2015，SmartandWhittemore

2017）．例えば，アメリカのテキサス州ダラスではゲイやレズビアンの人々の集住地区は

若干の空間的拡大をみせながらも大きく変化していないのに対し （Smartand

Whittemore2017），アメリカのフロリダ州サウスビーチ地区では観光向けの商業化の進

展などによってゲイ地区としての性格が変化していた（KanaiandKenttamaa-Squires

2015）．サウスビーチ地区で再開発が起こり，住居費用の高騰によって一部のゲイの人々

の流出を含む住民構成の変化が生じ，近接する他の地区にゲイの人々の集住地区がみられ

るようになったのである．

ゲイやレズビアンの人々が集住地区を形成する背後には，BlankandRosen-Zvi（2012）

によれば3つの要因がある．1つ目は，人々が自らのアイデンティティを何の恐れもなく

表現したり共有できたりする人々とコミュニティを形成するためである．2つ目は，人々

が心地良く暮らすための飲食店や文化施設，清潔で健康的な環境などの様々なアメニティ

を求めるからである．3つ目は法制度に関わるものであり，集住することによって自分た

ちの代表者を地方政府の議会などに送り出し，政治的な影響力を高めて望ましい生活を送

りやすくするためである．ただし，ゲイやレズビアン以外の性的マイノリティの空間分布

の検討はそれほど進んでいないように見受けられる．

以上のように明らかにされてきたゲイやレズビアンの人々が都市の内部に集住地区を形

成するという現象は，実は欧米に特有のものである可能性がある．集住地区の空間範囲は，

アメリカの研究では近隣（neighborhood）と呼ばれるようなミクロな空間単位が想定さ

れ，統計資料を用いる場合にはセンサストラクト（censustract）という空間単位などが

用いられるが，それを日本の文脈に置き換えるならば，国勢調査の小地域統計に含まれる
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4）原文での表記はsamesexcoupleであり，分かりやすさを考慮して男性カップル世帯と女性カップル世帯と

した．



町丁・字等ないしはそれよりもミクロな空間単位ということになるだろう５）．

YueandLeung（2017）は，同性愛が法的に認められておらず，異性愛と家族を重視

する伝統的な儒教思想が根強いシンガポールと香港を例に，都市の性的マイノリティにつ

いて論じた．その中で，両都市にゲイやレズビアンの人々のための消費の場，すなわち飲

食や交流のための各種施設が集積する地区は形成されるものの，居住の場としての集住地

区がみられないことを指摘した．

日本も，シンガポールや香港と同様の状況にある可能性がある．日本の都市にはゲイバー

の多く立地する地区が存在し，その中の一つである東京都の新宿二丁目はゲイの人々が訪

れる場になっていることは明らかになっているが（砂川 2015，三橋 2018，須崎 2019a，

2019b）６），住民のほとんどは異性愛者であるという（砂川 2015）．また，神谷・中澤

（2018）は，「日本の都市には同性愛者が集住する地区は存在しない」（p.78）と指摘する．

これらを踏まえるならば，日本では欧米と異なり，ゲイやレズビアンの人々の集住地区は

存在しないのかもしれない．

しかしながら日本では，ゲイやレズビアンの人々を含めて性的マイノリティの空間分布

に関する実証研究は，管見の限り実施されていない．その一因は，欧米のような性的マイ

ノリティの集住地区の景観がみられないことや，空間分布を論じることができるような性

的指向や性自認に関する質問項目を含む社会調査７）が実施されていないことがあるだろう．

釜野（2018）が示すように，社会調査を用いたセクシャリティに関連する研究は日本でも

少しずつ蓄積されているが，性的指向や性自認と地理情報とを関連付けるような試みは不

十分だったのである８）．その意味では，都市の内部で性的マイノリティの空間分布がどの

ようになっているのか，まずは実態を解明していく必要があるだろう．

以上を踏まえ，本稿では，24の区で構成される大阪市を事例として，性的マイノリティ

が特定の区に集中する傾向はあるのかどうか，もし特定の区に集中する傾向がある場合に

は性的マイノリティの空間分布に特有の地理的要因があるのかどうか，について検討する

ことを目的とする．検討に際しては，性的マイノリティのケースが少ない標本調査のデー
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5）外国籍の人々（以下，外国人）の集住地区の空間範囲を論じた福本（2010）は，国勢調査の小地域統計に含

まれる町丁・字等を単位として集住地区を定義した．また，町丁・字等という概念が導入される以前の国勢調

査を利用して外国人の集住地区について論じた福本（2018a）は，国勢調査の国勢統計区を単位として集住地

区を定義した．

6）新宿二丁目には多様な飲食店が集積しており，ゲイ以外の性的マイノリティや異性愛者が集う場にもなって

いる（砂川 2015）．

7）本稿での社会調査とは，とくに断りのない限り量的なデータを収集するための質問紙等を用いた大規模なも

のを念頭においている．

8）一定の研究蓄積がある欧米でも，性的指向や性自認に関する質問項目を含む社会調査が必ずしも十分に実施

されているわけではなく，研究者らは様々な工夫を凝らしながら研究を進めてきた．例えばアメリカでは，ゲ

イやレズビアンの当事者たちの運動もあって1990年のセンサスから同性カップルの世帯を特定できるようになっ

たが（Festy2007），センサスには性的指向に関する質問項目は含まれていないため，Blacketal.（2000）や

CarpenterandGates（2008）のようにセンサスの結果の妥当性を慎重に検討することで研究が実施されてい

る．また，センサス以外では，インターネットサイトの登録情報を利用したり（Wimarkand�Osth2014），

ゲイやレズビアン向けの雑誌に掲載された不動産物件の情報を利用したり（SmartandWhittemore2017）

といった工夫がみられる他，既に存在が明らかなゲイやレズビアンの人々の集住地区を事例にする場合にはイ

ンタビューなどの質的な情報が多く活用される（Schroeder2014）．



タを利用することから，外国人のケースに対しても同じ分析を実施し，その結果を併記す

ることにした．外国人を取り上げたのは，性的マイノリティと同様に外国人も小人口集団

とみなせることや，後に示すように外国人についての統計資料や研究蓄積がそれなりに存

在するからである．こうした試みを通じて，検討の進んでいなかった日本での性的マイノ

リティの空間分布に関する知見を提示するとともに，標本調査の結果を用いて小人口集団

の空間分布を把握する可能性を論じることが本稿の具体的な課題である．

以下，Ⅱでデータと方法について述べ，Ⅲで分析結果を示す．Ⅳでは本稿で用いる分析

手法の妥当性ならびに大阪市における性的マイノリティの空間分布について考察し，Ⅴで

全体のまとめと今後の課題について整理する．

Ⅱ．データと方法

1． データ

本稿で用いるデータは，筆者を含む「働き方と暮らしの多様性と共生」研究チーム（研

究代表者：釜野さおり）が大阪市の協力のもとに2019年1月に実施した「大阪市民の働き

方と暮らしの多様性にかんするアンケート」（以下，大阪市民調査）の個票データである．

大阪市民調査は，性自認と性的指向の違いが生活実態とどのように関連しているのかを

検討するための無作為抽出による社会調査である（釜野他 2019）．そのため，性自認と性

的指向に加えて，対象者や同居世帯員の様々な属性，意識，過去の経験等に加え，地理情

報として現在居住している区についての質問項目を含む調査票が用いられた．同調査の対

象者は，2018年10月1日時点の大阪市住民基本台帳に登録されている18歳から59歳の住民

から無作為に抽出した15,000人（住民の約1％）である．対象者の抽出とその名簿の管理

は大阪市が担当した．

実査は，対象者に調査関係資料一式を郵送し，自身で調査票に回答した結果を郵送する

か，個別IDとパスワードを用いてウェブで回答するかを選択できる同時混合方式で行わ

れた．また，対象者が外国人の場合を想定して，郵送した調査関係資料には日本語以外の

6種類の外国語で記した案内を含め，それら外国語で回答できるウェブを準備した．対象

者への調査関係資料の発送は大阪市が担当した．対象者のうち宛先不明で返送されてきた

162人を除いた14,838人に調査関係資料一式が届けられたと考えられ，そのうち有効な調

査票が回収できたのは4,285人分であった．このため，返送分を除いた有効回収率は28.9

％であった．

なお，大阪市民調査の詳細については，公表済みの報告書（釜野他 2019）を参考にさ

れたい．

2．方法

本稿では3つの分析を実施する．最初の分析では，大阪市民調査の結果を補正するため

のウェイトを作成し，単純集計の結果とウェイトを利用したウェイトバック集計の結果を
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母集団人口と比較することでウェイトを用いることの有用性を検討する．このような検討

を実施するのは，標本調査を利用して性的マイノリティのような小人口集団の特性を検討

する場合，対象となる小人口集団のケースの数が少ないために分析結果が不安定になりや

すいからである．

ウェイトは，大阪市民調査の調査票に含まれる出生時の性別（問44），調査時点の年齢

（問25），居住している区（問54）の回答結果を利用して，母集団人口である2018年10月1

日現在の住民基本台帳人口の分布（性・年齢・区）に合致するように作成した．具体的に

は，年齢・男女・区別に作成した（1）式を該当するケースに用いた．

Wi,se・,age,ku・
・se・・age・kupse・,age,ku

・se・・age・kuPse・,age,ku

・
Pse・,age,ku

pse・,age,ku

・・・（1）

W：ウェイト，P：母集団人口，p：大阪市民調査の回答者，

i：ケース，age：年齢，se・：男女，ku：区

ウェイトの作成に必要な質問項目に回答していない回答者は除いたほか，年齢については

原則として5歳別に区分し，最も若い年齢区分についてのみ18-24歳とした．また，対象

者を抽出した時期と実査の時期の違いによる年齢のズレは無視したが，60歳の回答者につ

いては55-59歳に含めた．結果として分析の対象になったのは，個票に含まれる4,285ケー

スの96.3％に相当する4,128ケースである．

単純集計の結果とウェイトバック集計の結果については，母集団人口に相当すると考え

られる直近の国勢調査の結果と比較する．比較する項目は，年齢，男女，配偶関係，国籍，

世帯人員，学歴，仕事の有無，職業，居住する区であり，学歴についてのみ2010年，それ

以外は2015年の国勢調査の20-59歳の集計結果を用いた９）．大阪市民調査と国勢調査の実

施時期が異なる点についてはやむを得ないものとみなし，特段の補正等は実施しなかった．

比較に用いるのは，各項目別の回答分布と，それらの情報を集約した（2）式の非類似係数

（dissimilarityindex）である．

Ds・1・2・r・As,r・Bs,r・・・・（2）

Ds：項目sについての非類似係数，As,r：大阪市民調査の項目sのうち選択肢rを選んだ回

答者の割合（％），Bs,r：国勢調査の項目sのうち選択肢rを選んだ回答者の割合（％）

非類似係数の算出に際して，各項目の回答に含まれる無回答などの欠損は除いた．非類似

係数は，大阪市民調査と国勢調査の結果が完全に一致していれば0，完全に乖離していれ

ば100となる指標であり，両調査の結果の乖離が小さいほど0に近い値をとる．ただし，

非類似係数の値それ自体は各項目のカテゴリ数の違いにも影響されるため，異なる項目間
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9）学歴のみ2010年の国勢調査と比較したのは，2015年の国勢調査では学歴についての調査が実施されていない

ためである．



での比較には注意が必要である．

以上に加えて，国籍については，大阪市民調査の区別の集計結果（単純集計とウェイト

バック集計）と母集団である2018年10月1日現在の住民基本台帳の国籍別人口と比較する．

これは，外国人も性的マイノリティと同様に小人口集団とみなせるため，性的マイノリティ

の空間分布を検討する際の参考になると考えられるからである．比較には，地図による分

布の違いの確認と上記の非類似係数を用いた．

続いて実施する2つ目と3つ目の分析では，性的マイノリティの大阪市内における空間

分布について検討する．特定の人口集団の空間分布を検討する際の考え方には，福本

（2018b）が指摘するように，単独の人口集団が空間的に凝集しているかどうかを探るも

のと，2つの集団間での空間的分布の不均衡を探るものが存在するが，本稿は後者の考え

方を採用する．その理由は，大阪市民調査では性的マイノリティのケースが少なく，単独

の人口集団の空間的な凝集性を直接分析するのは困難であると判断したからである．

2つ目の分析では，大阪市内の区を単位として性的マイノリティの空間分布が非性的マ

イノリティとどのように異なっているのかを検討する．そのため，あらかじめ釜野他

（2019）で示された手順に従って，ゲイ，レズビアン，バイセクシュアル，トランスジェ

ンダーのケースを特定し，それらケースを一括して性的マイノリティ，それ以外を非性的

マイノリティに区分する．使用した大阪市民調査の調査票の質問項目は，出生時の性別

（問44），現在の自認する性別（問45），性的指向（問46）である．このようにさまざまな

性的指向や性自認の人々を性的マイノリティとして一括りにしたのは，該当するケースの

数が少なかったからである．これに関してはやむを得ない判断ではあったものの，欧米の

研究でもゲイとレズビアンの人々の集住地区は大きく乖離しているわけではないことや

（Goldie2018），日本のゲイバーの多く立地する地区にはゲイ以外の性的マイノリティ向

けのバー等もあることは（砂川 2015），本稿の判断にもいくらかの合理性があることを示

すものであろう．

その上で，（3）式で示すオッズ比を各区について検討する．

ORku・pku・1・qku・・qku・1・pku・・・・（3）

ORku：区kuのオッズ比，pku：大阪市の性的マイノリティに占める区kuの性的マイノリティ

の割合，qku：大阪市の非性的マイノリティに占める区kuの非性的マイノリティの割合

このオッズ比は，大阪市全体の人口に占める性的マイノリティの割合と対象となった区の

人口に占める性的マイノリティの割合が等しければ1となり，前者よりも後者が大きけれ

ば1を超え，逆に後者よりも前者が大きければ1を下回ることになる．この値を確認し，

オッズ比が1.5以上と0.5以下の区が存在する場合には，性的マイノリティの分布は均等で

はなく，1.5以上の区に集中する傾向があると考えることにした．

また参考として，大阪市民調査の国籍の情報を利用して，外国人が特定の区に集中する

傾向があるのかどうかについても確認し，2018年10月1日現在の住民基本台帳の国籍別人
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口を用いて同様の分析を行った結果と比較することで，大阪市民調査の結果の妥当性を検

討する．

3つ目の分析では，性的マイノリティであるかどうかを推定する回帰モデルを使って，

性的マイノリティの特定の区への集中傾向が性的マイノリティの空間分布に特有の地理的

要因と関連しているのかどうかについて検討する．具体的には，性的マイノリティである

場合を1，そうでない場合を0とするダミー変数を被説明変数とするロジスティック回帰

モデルを適用し，さまざまな統制変数を考慮しても説明変数である地域変数が統計的に有

意な効果を示すのであれば当該の区に特有の何らかの地理的要因が存在する可能性がある

と考えるのである．地域変数として用いたのは，性的マイノリティの集中可能性の高い区

を1，低い区を0とするダミー変数である．このダミー変数は，2つ目の分析で検討した

オッズ比が1.5よりも高い区を1，それ以外の区を0とするものである．

このような手法は，人口集団の空間分布に関するこれまでの研究では珍しいものと推察

されるが10），さまざまな変数を統制した上でも特定の地域で性的マイノリティの出現確率

が高くなる場合というのは，当該地域の住民属性の影響を意味する構成効果（composi-

tionaleffect）を統制したときに文脈効果（contextualeffect），すなわち社会経済，文化，

歴史，自然といった諸々を含むような地理的要因が存在することを表している11）．したがっ

て，文脈効果が確認された場合には，性的マイノリティの空間分布に特有の地理的要因が

存在するのに対し，文脈効果が確認されない場合には，性的マイノリティと同じような人

口学的および社会経済的な属性を有する非性的マイノリティの空間分布と性的マイノリティ

の空間分布は似ていると考えられ，性的マイノリティの空間分布に特有の地理的要因は存

在しないと解釈できるのである．

統制変数には出生時の性別，年齢，世帯人員，学歴，職種，居住期間の各変数を用いた．

各変数の概要は次の通りである．出生時の性別については，男性と女性を表すダミー変数

とし，男性を基準カテゴリとした（以下，男性，女性と記す）．年齢については，10歳ご

とのダミー変数とし，50-59歳を基準カテゴリとした（以下，20-29歳，30-39歳，40-49歳，

50-59歳と記す）．世帯人員については1人と2人以上を表すダミー変数とし，2人以上を

基準カテゴリとした（以下，1人，2人以上と記す）．学歴については，中学または高校

卒業を基準カテゴリとするダミー変数とし，専門学校または高等専門学校または短期大学

卒業，大学または大学院卒業の各カテゴリを作成した（以下，中学・高校，専門・高専・

短大，大学・大学院と記す）．職種については，無職を基準カテゴリとするダミー変数と

し，ホワイトカラー，グレーカラー，ブルーカラーの各カテゴリを作成した（以下，ホワ

イトカラー，グレーカラー，ブルーカラー，無職と記す）．居住期間については，10年以

下と11年以上を表すダミー変数とし，11年以上を基準カテゴリとした（以下，10年以下，

11年以上と記す）．
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10）本稿のような2つの人口集団間での空間的分布の不均衡を探る場合には，非類似係数がよく使われる（ノッ

クス・ピンチ 2013）．なお，同書では非類似尺度と表現されているが，同じ指標である．

11）構成効果と文脈効果の考え方については山内（2016）や山内他（2020）で示されている．



ロジスティック回帰モデルの適用は，以下の3つのモデルの順に行う．

モデル1 ・i・・1・・1・EVi・ e1i

モデル2 ・i・・2・・2・EVi・・3・CVi・ e2i

モデル3 ・i・・3・・4・EVi・・5・CVi・・6・EVi・CVi・ e3i

・：被説明変数，EV：説明変数，CV：統制変数，・：切片，・：係数，e：誤差，i：ケース

このうちモデル1は説明変数のみを投入したモデル，モデル2はモデル1に統制変数を加

えたモデル，モデル3はモデル2に説明変数と統制変数の交互作用を加えたモデルである．

最終的な判断には原則としてモデル3の結果を用いる．なお，いずれのモデルでも1つ目

の分析で作成したウェイトを考慮したものとし，使用する変数に欠損のあるケースを除い

た3,992ケース（個票全体の93.2％に相当）で分析を実施した．

モデルの推定には統計ソフトウェアRversion3.6.1を用いた．また，通常の最尤推定

では推定量が一意に定まらない完全分離ないし準完全分離の状態が起こるため，それを回

避する罰則付きの最尤推定（penalizedmaximumlikelihood）（Firth1993，Heinzeand

Schemper2002）を適用した12）．

Ⅲ．結果

1． 単純集計とウェイトバック集計の比較

大阪市民調査の単純集計とウェイトバック集計を国勢調査と比較したのが表1であり，

非類似係数を用いた比較の結果が表2である．ウェイト作成に利用した年齢と出生時の性，

居住する区については，単純集計に比べてウェイトバック集計の方が国勢調査に近い結果

となった．ウェイトバック集計と国勢調査が完全に一致しないのは，ウェイト作成に利用

した住民基本台帳は登録人口の情報であるのに対して国勢調査は現住人口の情報であるこ

とや，ウェイト作成に利用した住民基本台帳が2018年10月1日現在の情報であるのに対し

て国勢調査はその3年前の2015年10月1日現在の情報であることの影響であろう．

それ以外の項目のうち配偶関係や国籍については単純集計よりもウェイトバック集計の

方が国勢調査に近く，しかも乖離も小さかった．例えば配偶関係については，非類似係数

をみると単純集計の場合は7.8に対してウェイトバック集計の場合は1.8であり，単純集計

に比べてウェイトバック集計では有配偶や離別，死別の割合が低く，未婚の割合は高かっ

た．

その一方で，非類似係数の値が相対的に大きく，ウェイトバック集計が必ずしも国勢調

査との乖離の縮小につながっていない項目もある．世帯人員，学歴，仕事の有無，職業が

それであり，なかでも世帯人員と学歴については単純集計の方がウェイトバック集計に比

べて非類似係数がわずかに上回っていた．
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12）Rのlogistfパッケージを利用した．
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表１ 大阪市民調査の項目別にみた単純集計とウェイトバック集計の結果と対応する国勢調査の結果

項目 カテゴリ 単純集計
ウェイト
バック
集計

国勢
調査

項目 カテゴリ 単純集計
ウェイト
バック
集計

国勢
調査

n % % % n % % %
年齢 20-24歳 240 5.9 11.1 9.9 職業 ホワイトカラー 2,013 59.5 56.8 45.8

25-29歳 371 9.1 12.3 12.3 グレーカラー 995 29.4 31.0 32.8

30-34歳 471 11.5 12.7 13.1 ブルーカラー 377 11.1 12.2 21.4

35-39歳 550 13.5 12.6 13.4 計 3,385 100.0 100.0 100.0

40-44歳 576 14.1 13.9 15.4 居住する区 北区 227 5.7 5.4 5.3

45-49歳 653 16.0 15.0 13.7 都島区 160 4.0 3.9 3.9

50-54歳 614 15.1 12.6 12.0 福島区 126 3.1 3.1 3.0

55-59歳 603 14.8 9.7 10.1 此花区 96 2.4 2.4 2.4

計 4,078 100.0 100.0 100.0 中央区 194 4.8 4.5 4.4

出生時の性 男性 1,681 41.3 50.1 49.6 西区 182 4.5 4.2 4.1

女性 2,390 58.7 49.9 50.4 港区 114 2.8 2.9 2.9

計 4,071 100.0 100.0 100.0 大正区 68 1.7 2.2 2.2

配偶関係 未婚 1,283 31.6 37.7 39.3 天王寺区 140 3.5 3.0 3.0

有配偶 2,405 59.3 54.6 54.2 浪速区 81 2.0 3.1 3.1

離別 345 8.5 7.2 5.8 西淀川区 113 2.8 3.6 3.5

死別 25 0.6 0.5 0.7 淀川区 299 7.5 7.0 7.0

計 4,058 100.0 100.0 100.0 東淀川区 249 6.2 6.3 6.7

国籍 日本 3,952 97.1 96.5 96.3 東成区 130 3.2 3.2 3.0

外国 120 2.9 3.5 3.7 生野区 160 4.0 4.4 4.4

計 4,072 100.0 100.0 100.0 旭区 104 2.6 3.1 3.2

世帯人員 1人 808 19.8 19.3 26.3 城東区 277 6.9 6.0 6.0

2人以上 3,264 80.2 80.7 73.7 鶴見区 195 4.9 4.0 4.1

計 4,072 100.0 100.0 100.0 阿倍野区 183 4.6 3.8 3.9

学歴 中学・高校 863 28.4 27.7 50.1 住之江区 152 3.8 4.2 4.2

専門・高専・短大 895 29.4 27.8 21.6 住吉区 225 5.6 5.3 5.5

大学・大学院 1,284 42.2 44.5 28.4 東住吉区 192 4.8 4.5 4.3

計 3,042 100.0 100.0 100.0 平野区 254 6.3 6.7 6.8

仕事の有無 有り 3,407 85.4 85.4 78.5 西成区 88 2.2 3.3 3.2

無し 584 14.6 14.6 21.5 計 4,009 100.0 100.0 100.0

計 3,991 100.0 100.0 100.0

資料：大阪市民調査，国勢調査
注1：いずれも20-59歳について集計したものであり，欠損等は除いた．
注2：国勢調査は2015年の結果だが，学歴のみ2010年の結果である．

表２ 非類似係数の比較

項目
単純集計と
国勢調査

ウェイトバック集計
と国勢調査

年齢 10.1 3.1

出生時の性 8.3 0.5

配偶関係 7.8 1.8

国籍 0.8 0.3

世帯人員 6.4 7.0

学歴 21.7 22.3

仕事の有無 6.9 6.9

職業 13.7 11.0

居住する区 5.6 1.0

資料：大阪市民調査，国勢調査



続いて図1に示したのは，国籍に関する大阪市民調査の単純集計とウェイトバック集計，

ならびに2018年10月1日現在の住民基本台帳の集計である．日本国籍の人々（以下，日本

人と記す）に関しては，それほどの違いはないものの，単純集計に比べてウェイトバック

集計の方が住民基本台帳に近い．非類似係数を確認したところ，単純集計では4.7に対し

てウェイトバック集計では1.5となった．外国人については，単純集計とウェイトバック

集計のいずれも住民基本台帳との違いは少なくないが，単純集計の場合は極端な地域差が

みられるのに対し，ウェイトバック集計の方が住民基本台帳の集計でみられる地域差に近

いように見受けられる．非類似係数を確認したところ，単純集計の24.4に対してウェイト

バック集計は23.5であった．
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図１ 大阪市民調査と住民基本台帳による大阪市の日本人と外国人の区別割合

資料：大阪市民調査，住民基本台帳
注：図中の文字は区名を表す．



2． 区別の性的マイノリティの分布

表3は，区別のオッズ比の結果を示したものである．同表によれば，性的マイノリティ

のオッズ比が高いのは浪速区の3.82，北区の2.33，西区の1.67，生野区の1.49，此花区の

1.34の順であり，低いのは大正区の0.27，住之江区の0.28，天王寺区と東淀川区の0.32，

住吉区の0.44の順となっており，オッズ比にはバラツキがみられた．

外国人については，大阪市民調査と住民基本台帳を比較すると，オッズ比の値には多少

の差はみられた．なかには中央区や天王寺区のように大阪市民調査では1.0を下回るのに

対して住民基本台帳の結果は1.0を超える場合や，都島区や淀川区のようにその逆の場合

もみられた．しかしながら，オッズ比が高い区と低い区といった緩やかな括りであれば，

2つの結果はおおむね整合的であるといえるだろう．実際，次節の分析で用いるオッズ比

の基準値1.5以上と1.5未満の区に分けてみると，24の区のうち大阪市民調査と住民基本台

帳の結果が一致する区は21，異なる区は中央区と淀川区と東成区の3であった．
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表３ 性的マイノリティおよび外国人のオッズ比

区
大阪市民調査 住民基本台帳

性的マイノリティ 外国人 外国人

北区 2.33 0.74 0.78

都島区 0.91 1.04 0.59

福島区 0.71 0.16 0.36

此花区 1.34 0.00 0.63

中央区 0.99 0.99 1.70

西区 1.67 0.80 0.90

港区 0.78 0.92 0.78

大正区 0.27 0.00 0.50

天王寺区 0.32 0.11 1.19

浪速区 3.82 2.17 2.86

西淀川区 0.51 0.11 0.79

淀川区 1.30 1.72 0.74

東淀川区 0.32 0.89 0.82

東成区 0.70 1.17 1.65

生野区 1.49 7.49 5.62

旭区 0.62 0.99 0.50

城東区 0.80 0.94 0.61

鶴見区 0.85 0.70 0.31

阿倍野区 1.21 0.12 0.60

住之江区 0.28 0.55 0.62

住吉区 0.44 0.22 0.61

東住吉区 1.24 0.95 0.56

平野区 1.00 0.14 0.80

西成区 0.68 3.43 2.12

資料：大阪市民調査，住民基本台帳



3． 回帰分析の結果

回帰分析に用いる変数の基本統計量を整理したのが表4である．性的マイノリティの割

合は，全体で3.2％，集中可能性の高い区で7.2％，低い区で2.6％であった．変数ごとにみ

た性的マイノリティの割合の特徴は次のようになる．性的マイノリティの割合が高いのは，

年齢では20-29歳や30-39歳，世帯人員では1人，職種では無職，居住期間では10年以内で

ある．出生時の性別間や学歴間での性的マイノリティの割合の差は小さいものの，男性や

専門・高専・短大でやや高い値であった．
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表４ 基本統計量

属性
ケース数
（％）

性的マイノリティ

平均 標準偏差

集中可能性

高い区 12.7 0.072 0.259

低い区 87.3 0.026 0.161

出生時の性別

男性 49.9 0.036 0.185

女性 50.1 0.029 0.168

年齢

20-29歳 25.3 0.062 0.241

30-39歳 24.9 0.043 0.203

40-49歳 28.2 0.011 0.103

50-59歳 21.5 0.013 0.115

世帯人員

1人 19.0 0.061 0.240

2人以上 81.0 0.025 0.158

学歴

中学・高校 32.1 0.029 0.169

専門・高専・短大 26.0 0.038 0.191

大学・大学院 41.9 0.031 0.174

職種

ホワイトカラー 46.7 0.027 0.163

グレーカラー 25.7 0.030 0.170

ブルーカラー 10.1 0.034 0.183

無職 17.6 0.048 0.214

居住期間

10年以内 29.8 0.048 0.213

11年以上 70.2 0.026 0.158

全体 100.0 0.032 0.177

注：分析対象のケース数は3,992であり，ウェイトを考慮した集計
結果である．



性的マイノリティの回帰分析の結果を示したのが表5である．説明変数のみのモデル1

と説明変数に統制変数を加えたモデル2では，いずれも説明変数のオッズ比は1.0を超え

て統計的に有意であった．ところが交互作用を加えたモデル3では，モデル2に比べてオッ

ズ比の値自体は大きくなるものの統計的には有意ではなかった．これは，モデル3ではモ

デル1やモデル2に比べて説明変数のオッズ比の95％信頼区間にかなりの幅が生じたため

であった．

統制変数に関しては，モデル2とモデル3で比較的似た傾向を示していた．モデル3に

ついてみると，オッズ比が1.0を超えて統計的に有意であったのは年齢が20-29歳と世帯人

員が1人であり，オッズ比が1.0を下回って統計的に有意であったのは職業のホワイトカ

ラーとグレーカラーであった．
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表５ ロジスティック回帰分析の結果

モデル1 モデル2 モデル3

オッズ比 （95％CI） オッズ比 （95％CI） オッズ比 （95％CI）

集中可能性（Ref.低い区）

高い区 18.44***（5.00-71.34） 2.38***（1.56-3.57） 3.36 （0.40-19.31）

出生時の性別（Ref.男性）

女性 0.73 （0.50-1.06） 0.87 （0.56-1.34）

年齢（Ref.50-59歳）

20-29歳 4.6***（2.47-9.23） 4.39***（2.26-9.35）

30-39歳 3.24***（1.71-6.61） 1.73 （0.80-3.96）

40-49歳 0.85 （0.38-1.92） 0.92 （0.39-2.19）

世帯人員（Ref.2人以上）

1人 2.15***（1.43-3.19） 1.68* （1.00-2.74）

教育（Ref.中学・高校）

専門・高専・短大 1.14 （0.70-1.83） 1.17 （0.67-2.05）

大学・大学院 0.69 （0.44-1.10） 0.75 （0.44-1.28）

職種（Ref.無職）

ホワイトカラー 0.58* （0.36-0.93） 0.56* （0.32-0.96）

グレーカラー 0.53* （0.32-0.88） 0.55* （0.30-0.98）

ブルーカラー 0.74 （0.37-1.41） 0.85 （0.40-1.71）

居住歴（Ref.11年以上）

10年以下 1.16 （0.78-1.72） 1.54 （0.96-2.47）

交互作用

女性×高い区 0.56 （0.24-1.30）

20-29歳×高い区 0.87 （0.18-6.35）

30-39歳×高い区 4.64 （0.99-33.23）

40-49歳×高い区 0.47 （0.04-4.95）

1人×高い区 1.77 （0.75-4.32）

専門・高専・短大×高い区 0.62 （0.20-1.90）

大学・大学院×高い区 0.67 （0.23-1.98）

ホワイトカラー×高い区 0.88 （0.29-2.79）

グレーカラー×高い区 0.83 （0.25-2.85）

ブルーカラー×高い区 0.72 （0.10-4.12）

10年以下×高い区 0.53 （0.21-1.33）

定数 0.01 0.02 0.02

ケース数 3992 3992 3992

尤度比 184.2*** 107.86*** 135.96***

自由度 1 12 23

*p<0.05,**p<0.01,***p<0.001



Ⅳ．考察

1． 分析手法の妥当性

大阪市の性的マイノリティの空間分布を論じる前に，あらかじめ分析手法の妥当性につ

いて整理しておきたい．標本調査を使って性的マイノリティの特性を把握することの難し

さについては既に指摘されてきた（Andersonetal.2006）．これは空間分布についても

同様であり，分析対象として十分なケースが得られないことが主たる理由であった．そこ

で本稿は，ウェイトの利用ならびに統計資料や研究蓄積のある外国人との比較という工夫

を試みた．

ウェイトを利用することについては，それによって様々な項目の属性分布の歪みを補正

する効果がみられた．そのため，一定の効果があったと考えることができるだろう．しか

しながら，十分に補正されない面があったことも事実であった．実際，ウェイトを利用し

ても属性分布の歪みを改善できない項目もあった．その理由として考えられるのは，年齢

や出生時の性，居住する区にかかわらず，大阪市民調査で回収が十分でなかった属性を有

する対象者が存在することである．具体的には，世帯人員が1人，学歴が中学・高校，仕

事の有無が無し，職業がブルーカラーの対象者の回収が相対的に過小である反面，世帯人

員が2人以上，学歴が大学・大学院，仕事の有無が有り，職業がホワイトカラーの対象者

の回収が相対的に過大である可能性が考えられるのである．

区別の人口分布の結果については，表3の外国人の結果をみる限り，大阪市民調査と住

民基本台帳はおおむね整合的な結果であった．したがって大阪市民調査の結果を使って，

区別の分布にばらつきがあるのかどうかを検討することは可能であろう．ただし，各区の

値が大阪市民調査と住民基本台帳で異なっていたことや，一部の区では大阪市民調査と住

民基本台帳の結果が明確に不整合となってしまう場合もみられたことを考えると，地理情

報として24の区の値をそのまま利用するよりも，小人口集団の割合が高い区と低い区といっ

た程度にとどめて利用する方が良さそうである．

このようにみてくると，標本調査である大阪市民調査を利用して小人口集団の空間分布

を明らかにするために採用した本稿の分析手法は，限界はあるものの妥当性を有している

と考えられる．このことは，空間分布以外の小人口集団の諸特性にも敷衍することができ，

標本調査に含まれるケースの数が少ない小人口集団の場合であっても，標本調査でその特

性を把握できる可能性を示していると考えられよう．

2． 大阪市における性的マイノリティの空間分布

表3の結果に示されたように，性的マイノリティのオッズ比が1.5以上の区と0.5以下の

区がみられた．したがって，性的マイノリティが特定の区に集中しやすい傾向があるとい

えるだろう．しかしながら，表5のモデル3で示したように，回帰分析における説明変数

のオッズ比は1.0を超えていたものの，統計的に有意ではなかった．したがって大阪市で
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は，性的マイノリティが特定の区に集中する傾向はみられるものの，それらの区には性的

マイノリティの人々と似たような人口学的および社会経済的な属性をもつ非性的マイノリ

ティの人々も集中する傾向にあると考えられ，性的マイノリティの空間分布に特有の地理

的要因が存在する可能性は低いだろう．ただし，このような結果は，本稿で用いたデータ並

びにウェイトを利用した分析手法に基づいたものであって，オッズ比の95％信頼区間がか

なりの幅を示したことについては，推定結果の頑健性という点に課題を残すものであった．

参考までに，外国人についても性的マイノリティと同様の回帰分析を実施したところ

（参考表1，参考表2），説明変数のみのモデル1と説明変数に統制変数を加えたモデル2，

さらに交互作用を加えたモデル3のいずれも説明変数のオッズ比は1.0を超えて統計的に

有意であった．モデル3ではモデル1やモデル2に比べて説明変数のオッズ比の95％信頼

区間にかなりの幅が生じていたものの，外国人の場合には，性的マイノリティとは異なり，

特定の区に集中するような地理的要因が存在すると考えられる．

本稿は区を空間単位とした分析であり，その結果は性的マイノリティが集中するような

地理的要因の存在に対して否定的なものであったが，アイデンティティを共有できる場の

存在が性的マイノリティの居住地選択に影響した可能性があることまでを否定するもので

はない．表3のなかでオッズ比の特に高い浪速区や北区には，大阪市内でゲイバーの集積

するエリアが存在する．欧米で展開されたゲイの人々の集住地区の発達モデルによると

（例えばCollinsandDrinkwater2017），性的マイノリティ向けのサービス産業の集積が

集住地区の形成の契機になることが示されている．したがって大阪市でも，類似の現象の

萌芽的な状況，例えば，欧米に比べればごく小規模な空間単位ではあるが，性的マイノリ

ティの集住する地区があるといった状況は存在するのかもしれない．ただし，この発達モ

デルは非欧米社会であるアジアや日本では当てはまらない可能性が指摘されている（Yue

andLeung2017，須崎 2019b）．本稿では浪速区や北区の状況を十分に掘り下げている

わけではないためこれ以上の言及はできないが，質的な調査も含めて現状理解を進めるこ

とができれば，特定の区に集中するメカニズムやその背景事情，さらには区よりもミクロ

な単位での空間分布についても検討できるようになるだろう．

また，性的マイノリティの空間分布は人口移動とも関連する可能性のある現象であるが，

表5のモデル3で居住期間が10年以下の変数は統計的に有意となっておらず，参考として

実施した外国人の分析結果（参考表2）とは対照的であった．この結果は，人口移動を通

じて他地域から大阪市に集まってくる傾向には性的マイノリティと非性的マイノリティと

の間で差がみられないことを示唆する．ゲイやレズビアンの人々の人口移動に関する研究

では，若い時期に自らの性的アイデンティティを模索する過程で大都市に向かう人口移動

は存在するものの，それ以外にもライフコースと関連した多様な人口移動とその要因の存

在が明らかにされてきている（CookeandRapino2007，Lewis2014）．大阪市民調査の

調査票には人口移動についての質問項目がないためこれ以上の言及はできないが，性的マ

イノリティの空間分布と人口移動との関連性については今後検討していく必要があるだろ

う．
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Ⅴ．おわりに

本稿では，「働き方と暮らしの多様性と共生」研究チーム（研究代表者：釜野さおり）

が大阪市の協力を得て2019年1月に実施した「大阪市民の働き方と暮らしの多様性にかん

するアンケート」（以下，大阪市民調査）の個票データを利用して，ゲイ，レズビアン，

バイセクシュアル，トランスジェンダーの人々を含む性的マイノリティの大阪市内での空

間分布について検討した．

検討に際して，標本調査である大阪市民調査に含まれる性的マイノリティのケースが少

ないことを考慮して，作成したウェイトの利用ならびに統計資料や研究蓄積のある外国人

との比較といった工夫を取り入れ，分析手法の妥当性についても議論した．

その結果，本稿で採用した分析手法には一定の妥当性が確認され，標本調査を使って小

人口集団の空間分布を検討できることが明らかになった．性的マイノリティの大阪市内で

の空間分布については，性的マイノリティと非性的マイノリティとでは空間分布に違いが

みられた．しかし，回帰モデルを適用して人口学的および社会経済的な属性を統制すると，

その様な違いは統計的に有意なものとはならなかった．これらの結果を踏まえ，大阪市に

おける性的マイノリティは特定の区に集中する傾向はあるものの，それらの区には性的マ

イノリティの人々と似たような人口学的および社会経済的な属性をもつ非性的マイノリティ

の人々も集中する傾向にあると考えられたことから，性的マイノリティの空間分布に特有

の地理的要因が存在する可能性は低いと結論づけた．ただし，この結論は，本稿で用いた

データ並びにウェイトを利用した分析手法に基づいたものであって，オッズ比の95％信頼

区間がかなりの幅を示したことについては，推定結果の頑健性という点に課題を残すもの

であった．

最後に今後の課題について3点指摘したい．1点目は研究手法についてである．本稿で

は，標本調査の結果を利用して量的な分析を実施したことによって性的マイノリティの空

間分布の現状理解を進めることができた．しかしながら，小人口集団である性的マイノリ

ティのケースが少ないために限界があったことも事実である．例えば，性的マイノリティ

としてゲイやレズビアン，バイセクシュアル，トランスジェンダーの人々を一括して分析

したことや，回帰モデルの推定結果に不安定な点がみられたことは改善の余地がある．標

本調査には，小人口集団の特性を他の人口集団と比較しながら統計的に明らかにできると

いう利点があることを考えると，今後とも標本調査で小人口集団の特性を分析するための

手法の検討が必要であろう．

2点目は，他の調査手法を併用して多角的に検証を進めることである．上述のように標

本調査を利用することの利点があることは確かであり，それに関連する手法を洗練させて

いく努力は必要であるが，標本調査で十分に検討できないことも多い．その意味では，従

来から実施されてきた当事者へのインタビューを中心とする質的調査や，新聞や雑誌，イ

ンターネットサイトの情報，地図といった資料調査も併せて実施する必要があるだろう．

―200―



本稿では標本調査以外の資料はほぼ利用できていないが，本稿の結果を他の調査手法で検

証することも必要である．

3点目は，性的マイノリティの空間分布についてのさらなる検討である．本稿では，空

間分布を論じるための地理情報として大阪市の区を用いたが，全国や京阪神大都市圏の市

区町村別の検討であったり，大阪市内で町丁レベルの住所情報を用いた検討であったりと

いったように様々な空間スケールで議論する余地は残されている．日本では性的マイノリ

ティの空間分布についての実証的な知見が乏しいが，検討を重ねてアジアや欧米の性的マ

イノリティ，あるいは外国人などの他の小人口集団の空間分布と比較することができれば，

日本の性的マイノリティの現状理解や小人口集団の空間分布を規定するメカニズムの解明，

さらには他国・地域と比べた日本社会の特徴の理解につながるだろう．

（2021年4月20日査読修了）
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参考表１ 基本統計量（外国人）

属性
ケース数
（％）

外国人

平均 標準偏差

集中可能性

高い区 17.4 0.094 0.292

低い区 82.6 0.022 0.146

出生時の性別

男性 49.9 0.038 0.190

女性 50.1 0.031 0.173

年齢

20-29歳 25.3 0.065 0.246

30-39歳 24.9 0.031 0.173

40-49歳 28.2 0.020 0.141

50-59歳 21.5 0.021 0.144

世帯人員

1人 19.0 0.051 0.220

2人以上 81.0 0.030 0.172

学歴

中学・高校 32.1 0.028 0.164

専門・高専・短大 26.0 0.032 0.175

大学・大学院 41.9 0.041 0.198

職種

ホワイトカラー 46.7 0.025 0.157

グレーカラー 25.7 0.034 0.182

ブルーカラー 10.1 0.055 0.229

無職 17.6 0.047 0.211

居住期間

10年以内 29.8 0.071 0.258

11年以上 70.2 0.019 0.135

全体 100.0 0.034 0.182

注：分析対象のケース数は3,992であり，ウェイトを考慮し
た集計結果である．
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参考表２ ロジスティック回帰分析の結果（外国人）

モデル1 モデル2 モデル3

オッズ比 （95％CI） オッズ比 （95％CI） オッズ比 （95％CI）

集中可能性（Ref.低い区）

高い区 4.65***（3.29-6.56) 4.02***（2.81-5.75） 18.44***（5.00-71.34）

出生時の性別（Ref.男性）

女性 0.81 （0.56-1.17） 0.79 （0.48-1.29）

年齢（Ref.50-59歳）

20-29歳 1.78* （1.03-3.20） 2.24* （1.01-5.65）

30-39歳 0.82 （0.44-1.58） 1.02 （0.41-2.74）

40-49歳 0.78 （0.41-1.49） 1.24 （0.51-3.28）

世帯人員（Ref.2人以上）

1人 0.96 （0.62-1.45） 1.73* （1.00-2.93）

教育（Ref.中学・高校）

専門・高専・短大 1.09 （0.65-1.81） 1.72 （0.82-3.71）

大学・大学院 1.22 （0.78-1.94） 1.84 （0.94-3.82）

職種（Ref.無職）

ホワイトカラー 0.52** （0.32-0.84） 0.43* （0.23-0.83）

グレーカラー 0.65 （0.39-1.08） 0.49* （0.24-0.98）

ブルーカラー 1.19 （0.65-2.14） 1.46 （0.62-3.29）

居住歴（Ref.11年以上）

10年以下 3.72***（2.50-5.56） 4.62***（2.69-8.1）

交互作用

女性×高い区 0.93 （0.44-1.96）

20-29歳×高い区 0.67 （0.20-2.07）

30-39歳×高い区 0.68 （0.18-2.42）

40-49歳×高い区 0.4 （0.11-1.45）

1人×高い区 0.29** （0.12-0.66）

専門・高専・短大×高い区 0.42 （0.14-1.18）

大学・大学院×高い区 0.48 （0.18-1.21）

ホワイトカラー×高い区 1.25 （0.47-3.29）

グレーカラー×高い区 1.56 （0.57-4.33）

ブルーカラー×高い区 0.71 （0.22-2.34）

10年以下×高い区 0.64 （0.28-1.42）

定数 0.02 0.02 0.01

ケース数 3992 3992 3992

尤度比 69.52*** 159.22*** 184.2***

自由度 1 12 23

*p<0.05,**p<0.01,***p<0.001



付記

研究を進めるにあたって「働き方と暮らしの多様性と共生」研究チームならびに国立社会保障・

人口問題研究所の鎌田健司室長と中川雅貴室長，匿名の査読者からは有益なご指摘と励ましをいた

だいた．この場を借りて御礼申し上げたい．本研究は，平成28年度～令和2年度科学研究費助成事

業（科学研究費補助金）（一般・基盤研究（B））「性的指向と性自認の人口学―日本における研究基

盤の構築（研究代表者：釜野さおり）」（課題番号16H03709），および平成29年度～令和3年度科学

研究費助成事業（科学研究費補助金）（一般・基盤研究（A））「地理的マルチレベル現象の解明に向

けた基盤的データの構築（研究代表者：埴淵知哉」（課題番号17H00947）による助成を受けた．大

阪市民調査の実施にあたっては，国立社会保障・人口問題研究所の倫理審査委員会の承認を得た

（承認番号IPSS-IBRA #18003）．
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SpatialDistributionofLGBTsinOsakaCity,Japan

YAMAUCHIMasakazu

Considerableresearchonthespatialpatternsofsexualandgenderminorities(gay,lesbian,

bisexual,andtransgenderpeople;abbreviatedas"LGBTs")andenclavescreatedbytheminlarge

citieshavebeenexaminedwithinNorthAmericanandEuropeancontexts.However,thespatial

distributionofLGBTsinJapanesecitieshasnotbeenstudied.Thispaperpresentsaquantitative

studyofwhetherLGBTswereunevenlydistributedspatiallyinOsakaCity,thethirdlargestcity

inJapan,usingmicrodatafromtherandomsamplingsurveyonsexualandgenderminoritiesin

OsakaCity,titledthe"SurveyonDiversityofWorkandLife,andCoexistenceamongthe

ResidentsofOsakaCity",conductedin2019.ItwasfoundthatLGBTsaredistributedunevenlyin

relationtonon-LGBTs.However,whenwecontrolledrespondents'demographicandsocioeco-

nomicvariables,includingage,gender,education,numberofhouseholdmembers,occupation,and

yearsofresidenceinOsakaCity,logisticregressionmodelsshowednosignificantassociation

betweentheoccurrenceofLGBTsamongrespondentsandthedistinctregionwhereLGBTswere

foundtobeconcentrated.Therefore,weconcludedthatunevendistributionofLGBTsinOsaka

CitymaynotreflectthegeographicalcontextofLGBTsconcentrationbutmirrorvariationin

populationcomposition.

keywords:LGBT,spatialpatternofpopulation,minoritypopulation,OsakaCity
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特集Ⅱ：性的指向と性自認の人口学―日本における研究基盤の構築（その３）

日本におけるアロマンティック／アセクシュアル・

スペクトラムの人口学的多様性

―「Aro/Ace調査2020」の分析結果から１）―

三宅大二郎i）・平森大規ii）

Ⅰ．はじめに

近年，レズビアン，ゲイ，バイセクシュアル，トランスジェンダー（LGBT）を含む性

的マイノリティの可視化とともに，性的指向におけるマイノリティの1グループとして

「他者に性的に惹かれないこと」（デッカー 2019:20）を意味する「アセクシュアル／ア

セクシュアリティ（asexual/asexuality）２）」が日本においても雑誌記事やウェブニュー

スなどを通して少しずつ社会に認知され（例えば，大川 2018,山本 2018），学術的にも

注目を集めはじめている（例えば，松浦 2020,吉岡 2019）．諸外国では，人口学の領域
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欧米諸国では，無作為抽出調査や当事者調査を用いた研究によりアセクシュアル人口の規模やそ

の多様性が明らかになりつつある．一方，日本では無作為抽出調査を用いた研究が少数あるのみで，

アセクシュアル人口の詳細な実態は検討されていない．そこで本論文では，Aro/Ace調査実行委

員会が実施したウェブ調査「アロマンティック／アセクシュアル・スペクトラム調査2020」を分析

した．回答者はシスジェンダー女性，若年層，南関東居住者が多い傾向であった．アロマンティッ

クとアセクシュアルを自認する人が多かったが，他のAro/Aceアイデンティティを自認している

人も確認された．日本独自の区分である「ノンセクシュアル」の分析も行った．自慰行為と性欲に

ついてはアセクシュアルでも一定数みられたのに対し，他者と性行為をしようと思う割合は特にア

セクシュアルで少なかった．他者との性行為が自認に重要な意味を持つことが示唆された．

キーワード：アセクシュアル，アロマンティック，LGBT，性的マイノリティ，性的指向・恋愛的

指向

i）中央大学ダイバーシティセンター嘱託職員

ii）ワシントン大学大学院社会学研究科（DepartmentofSociology,UniversityofWashington）

1）本研究は，JSPS科研費JP16H03709「性的指向と性自認の人口学―日本における研究基盤の構築」の助成

を受け，科研プロジェクトの研究として行ったものである．「アロマンティック／アセクシュアル・スペクト

ラム調査2020」データの二次利用にあたっては，Aro/Ace調査実行委員会の許可を得た．英文要旨の作成に

あたっては，カリフォルニア州立大学サンバーナーディノ校社会学部のMeganCarroll氏による助言を受け

た．ここに記して感謝申し上げたい．

2）セクシュアル（sexual）に否定を表す接頭辞「a」が付いた言葉である．英語圏では「a」を「エィ」と発

音することが多い一方，日本では「ア」と発音されることが多く，「アセクシュアル」と表記することが多い．

しかし，日本でも「エィセクシュアル」と発音されることがある．その他，「Aセクシュアル」という表記も

ある．



でも『セクシュアリティ人口学に関する国際ハンドブック（InternationalHandbookon

theDemographyofSexuality）』（Baumleed.2013）において「アセクシュアリティ

の人口学（TheDemographyofAsexuality）」（Bogaert2013）という章が設けられる

など，アセクシュアル人口を対象とする研究が数少ないものの蓄積されつつある．また，

社会学をはじめとする隣接領域では，アセクシュアルの回答者数が少なくなりがちな無作

為抽出調査のみならず，アセクシュアルを主な対象とするアセクシュアル当事者団体によ

るオープン型ウェブ調査を利用した分析も行われている（Carroll2020）．日本に目を向

けると，大阪市（釜野他 2019）や埼玉県（埼玉県 2021）における代表性のある無作為抽

出調査でアセクシュアルを選択肢の1つとして含んだ性的指向の設問がたずねられており，

アセクシュアルを分析の射程に含んだ人口学研究も行われている（Hiramoriand

Kamano2020a,2020b）．

しかしながら，これらの研究はアセクシュアルに関する貴重な人口学研究である一方で，

2つの欠点を抱えている．1つ目の欠点は，大半の研究がイギリスやアメリカをはじめと

する欧米諸国を対象とした研究であることである（ただし，上記で挙げた日本における研

究以外にも中国を対象とした研究（ZhengandSu2018）など，少数ながら例外もある）．

後述するように，そもそも「アセクシュアル」の意味が日本語と英語で異なる場合がある

など，アセクシュアルをとりまく社会的・文化的背景は日本と英語圏で大きく異なる．し

たがって，欧米社会を対象とした研究における知見を日本社会にそのままあてはめること

は必ずしもできない可能性が高い． 2つ目の欠点は，HiramoriandKamano（2020a,

2020b）で示されているような出生時に割り当てられた性別（以下，出生時性別）や年齢

階級別にみたアセクシュアルの分布をはじめとする基礎的な人口学的特徴以外については，

日本におけるアセクシュアル人口の詳細な実態が把握できていないことである．日本で行

われている数少ないアセクシュアリティの人口学研究では一般人口を対象とする無作為抽

出調査が用いられているため，アセクシュアルに焦点を絞った分析を行うのが調査手法上，

困難になっている．

そこで本論文では，日本において初めてアセクシュアルを主な対象としたオープン型ウェ

ブ調査である「アロマンティック／アセクシュアル・スペクトラム調査2020」（以下，

「Aro/Ace調査2020」）を用いて（Aro/Ace調査実行委員会 2020），日本におけるアロマ

ンティック／アセクシュアル・スペクトラムの人口学的多様性を記述する．次章では，第

1にアセクシュアルの概念的側面について検討し，アセクシュアルや関連する概念の整理

をするとともに，アセクシュアルをとりまく日本特有の文脈についても解説する．第2に，

人口学領域を中心にこれまで行われてきたアセクシュアルに関する研究動向を概観し，日

本におけるアセクシュアル研究の課題を指摘する．
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Ⅱ．背景

1． アセクシュアルに関連する概念

� アセクシュアルの定義

アセクシュアル研究において，アセクシュアルは性的惹かれ（sexualattraction）の

欠如として捉えるのが一般的である（Chasin2011）．性的惹かれとは，他者によって性

的欲望（sexualdesire）や性的興奮（sexualarousal）をかき立てられ，その人に強い関

心を抱くことである（Mardell2016）．なお，性的惹かれは性的欲望や性行動，身体的な

興奮，恋愛感情（romanticinclination）から独立した別の要素であり（Bogaert2015），

性的欲望や性行動などその他の要素を必ずしも伴うものではないという点に留意する必要

がある．

一方で，アセクシュアルは性的欲望の障害など性機能不全として捉えられ病理化され

た上で，医学的研究の対象にもされてきた（Scherrer2008）．例えば，アメリカ精神

医学会が発行する「精神疾患の診断・統計マニュアル第 4版（DSM-IV）」は，苦痛

（distress）や対人関係の困難を伴う性的欲望の欠如を「性的欲望低下障害（Hypoactive

SexualDesireDisorder,HSDD）」と定義している（AmericanPsychiatricAssociation

2000）．ブレイン（2006:35）によると，「精神分析ではセクシュアリティを主観性を形成

する中心的な力であると見なすが，この立場からするとアセクシュアリティは抑圧や生化

学や器官の「異常」にその原因があると説明される」３）．アセクシュアルは「性的に惹か

れないこと」であり，性的欲望の欠如によって診断されるHSDDとは区別されるという

見方がある一方で（Bogaert2006），性的惹かれと性的欲望によってアセクシュアルと

HSDDを区別することは混乱を呼ぶとも指摘されている（Chasin2014）．実際に，アセ

クシュアルを自認する人は他のセクシュアリティの人と比べて性的欲望が低いと報告され

ており（PrauseandGraham 2007），アセクシュアルを自認する人がHSDDと診断され

る可能性は否定できない．Hinderliter（2013）はアセクシュアルとHSDDの区別につい

て，定義以上に各概念の歴史とその目的に注目すべきであると述べ，アセクシュアルは当

事者が共通の経験をもとにコミュニティをつくるための概念である一方，HSDDは医療

者が問題を描き出し，治療するために構築された概念であると指摘している．これはアセ

クシュアルを自認する人がHSDDと診断された場合，治療という形で自身のあり方に介

入される可能性を示唆している．DSM-IVの改訂版であるDSM-5では，アセクシュアル

を自認する人には性的欲望の障害４）の診断を下さないという基準が追加されたため

（AmericanPsychiatricAssociation2013），アセクシュアルを性的欲望の障害と捉える
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3）フロイトによる精神分析理論をアセクシュアル研究の観点から批判的に考察した論考として松浦（2020）が

ある．

4）HSDDはDSM-5で「男性の性的欲望低下障害（MaleHypoactiveSexualDesireDisorder）」と「女性の

性的関心・興奮障害（FemaleSexualInterest/ArousalDisorder）」に変更された．これは性的欲望と興奮

の困難さが，女性の場合はしばしば同時に起こり，男性では別々に起こることを考慮した結果だと説明されて

いる（AmericanPsychiatricAssociation2013）．



見方は一般的ではなくなるかもしれない．しかし，性機能不全とセクシュアリティにおけ

る「通常のバリエーション（normalvariation）」の区別にはあいまいさが依然として残

り（Hinderliter2015），アセクシュアルの病理化は今後も注視すべき論点である．そし

てこれは現代の欧米社会において人々は性的であるべきである，または性的なことが健康

であるという前提と関連しており（GazzolaandMorrison2011），欧米社会以外の文脈

において性的であることが健康や病理といかに関連付けられているかを検討する必要性を

示唆している．

その一方で，このように性的惹かれや性的欲望の欠如が否定的に捉えられるようになっ

たのは比較的最近のことであり，それまでは多くの宗教でむしろ肯定的に捉えられてきた

といわれている（Bogaert2006）．現代においても，例えばキリスト教のコミュニティで

は性的でないことが推奨され，アセクシュアルであることは問題とならない５）ことが多い

（Tori2018）．このようなアセクシュアルと宗教的価値観との親和性が，以下のような混

同を生むことがある．エヴァンズ（2006）によれば，セリバシー（celibacy）は「性的関

係を持たないこと」，貞節の純潔さを表し，さまざまな理由で禁欲することであるが，そ

のセリバシーが（誤って）アセクシュアリティを意味する言葉として用いられるという．

つまり，アセクシュアルであることが，宗教的な理由などで禁欲していることだと誤解さ

れることがある．しかしながら，アセクシュアルの文脈ではセリバシーは明確に区別され

ており，アセクシュアルは本人の意思によって「性的関係を持たないこと」や禁欲するこ

とではないとされている（Hinderliter2013）．以上の議論から，アセクシュアルを性的

欲望や性行動の欠如ではなく，性的惹かれの欠如として捉えることがより適切であると推

察される．

アセクシュアルを定義する上で，性的惹かれに加えてもう1つの重要な論点としてアセ

クシュアルの自認（アイデンティティ）が挙げられる．2000年前後から性的指向の1つと

して概念化されたアセクシュアルはアイデンティティとして，そして1つのムーブメント

として表出したため（Hinderliter2013），近年の研究はアセクシュアルを性的指向の1

つ，ないしはその欠如として捉えてきた（Chasin2011）．アセクシュアルが性的指向の

カテゴリーとして理解されることは，レズビアンやゲイなど他のカテゴリーと同様に，あ

る人々がアセクシュアルという自認を持っていると研究者が推定するようになることを意

味する（Chasin2011）．アセクシュアル自認をどのように把握するかについては調査に

よりさまざまな手法があるが（Brottoetal.2010,Greavesetal.2017,Prauseand

Graham 2007），アセクシュアルを定義する手法の1つとして，性的惹かれの他にアセク

シュアルの自認が用いられていることがわかる．

しかしながら，性的惹かれや自認のみをもとにアセクシュアルであるか否かを測定する

ことの妥当性に関しては，しばしば議論の対象となってきた．例えば，アセクシュアルと

自認している人のみを対象にすることで，自認していないアセクシュアルな人の存在を隠
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5）キリスト教のコミュニティにおいても，結婚をすることや子を産み育てることが期待される点で必ずしもア

セクシュアルが肯定されているとは言えない点に留意する必要がある（Tori2018）．



し，アセクシュアルに関する理解を偏らせるという指摘（BrottoandYule2011）や，

性的惹かれや自認など性的指向に関するさまざまな質問を問うと回答が一致しないなど性

的指向のあり方は多面的であるという指摘（Brottoetal.2010,PrauseandGraham

2007）がある．このような指摘に呼応して，Chasin（2011）は，ある個人がアセクシュ

アルであるか否かを性的惹かれや自認に関する設問を用いて一義的に測定できるという発

想は，アセクシュアルが性的指向に基づく同質性の高い集団であるという捉え方を前提に

していると主張する．Chasin（2011）によると，アセクシュアルは惹かれや欲望の有無，

程度，質などの要素で構成されている複雑な現象であり，単に「性的に惹かれることがな

い」というわけではない．アセクシュアルの意味は自認している各人により異なり，性的

惹かれだけではなく性的欲望や性行動によって自認することもあるという Scherrer

（2008）の調査結果は，この主張を裏付けるものである．したがって，アセクシュアルと

いう自認には多義性があり，アセクシュアルを自認することが，そのままある特定の性質

を表すわけではないということが示唆される．

それでは，性的惹かれ，性的欲望や性行動に関して多様な人々がアセクシュアルという

共通の自認を持つのはなぜなのだろうか．Chasin（2014）によると，アセクシュアルと

はある特定の性質を表すカテゴリーではなく，社会における強制的性愛（compulsory

sexuality）の可視化に有用な政治的な性的指向カテゴリー（politicalsexualorientation

category）である．強制的性愛とは，性行為やセクシュアリティを特別なものであると

位置づけ，身体の健康や自己形成，親密な関係と紐づける考え方や規範である（Przybylo

2016）．すなわち，アセクシュアルという自認を持つことで，この規範を可視化させ，相

対化させるのに寄与することが可能になると考えられる．セクシュアリティは生得的，本

質的なものであると捉えることでアイデンティティを正当化しやすくなると言われている

が（Scherrer2008），この傾向がアセクシュアルを自認する人々にもあると指摘されて

いる（Pacho2013）．加えて，アセクシュアルとしてのアイデンティティ形成がアセクシュ

アル当事者のコミュニティ形成にも貢献している点など，他の周縁化された性的指向に関

わるアイデンティティを持つ集団と類似の社会心理的プロセスがアセクシュアルにもみら

れる（Scherrer2008）．さらに，アイデンティティ形成の機能の一例として，アセクシュ

アルを性的指向の1つとして位置づけることで，他の非異性愛の性的指向と同じように人々

にアセクシュアルを理解し，尊重し，病理として扱わず，性的指向を変えようとしないよ

う促す働きが挙げられる（Hinderliter2013）．これらの議論はアセクシュアル概念の意

味内容だけでなく，アセクシュアルというアイデンティティが持つ機能について検討する

必要性を認識させる．

自認と同様に性的惹かれについても，それをもとにアセクシュアルであるか否かを判断

することの妥当性を問う議論がある一方で，性的惹かれという概念の有用性も指摘されて

いる．アセクシュアルの中心的要素と捉えられてきた性的惹かれ概念は，自慰行為など性

的とされることも多い行動をする個人を包括し（当事者コミュニティにおいて自慰行為は

「他者に向かない性欲（undirectedsexdrives）」として概念化され，アセクシュアルと矛
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盾しないとされる），性行動を基準とする考え方（セリバシーとの混同，性行為をするア

セクシュアルを排除すべきとする立場）と距離を取ることが可能になる点で有用性がある

（Hinderliter2013）．性的に惹かれたことがない人は，経験したことのない性的惹かれに

ついてたずねられても理解できないはずであり，その点で定義として矛盾があるという指

摘（Hinderliter2009）も，上述の有用性ならびに，アセクシュアルというアイデンティ

ティの多義性と機能を鑑みれば，定義として不適切であるとまでは言えないのかもしれな

い．これらから，アセクシュアルにはさまざまな定義の仕方があり，人口学研究において

アセクシュアルか否かをどのような指標を用いて測定するかについては，研究目的との整

合性を踏まえた上で慎重に検討する必要があることがわかった．

� アセクシュアルに関連する概念と当事者の多様性

本項では，アイデンティティを共有する当事者コミュニティで用いられる概念を整理す

る．特に，アセクシュアルのコミュニティで性的次元と恋愛的次元が区別される傾向につ

いて記述し，当事者の多様性について述べる．

当事者コミュニティとして最も有名なのは，2001年に設立されたAsexualVisibility

andEducationNetwork（AVEN）６）である．当事者を対象にした数多くの調査（例えば，

Bogaert2012,Brottoetal.2010,BrottoandYule2011,PrauseandGraham 2007,

Scherrer2008,Yuleetal.2014）がAVENのサイトを通して協力者を集めている．

AVENはアセクシュアルのコミュニティがそのニーズや経験において非常に多様性があ

ると述べており７），その多様性についてはコミュニティ内で用いられるアセクシュアル以

外のアイデンティティ・カテゴリーの多さからもうかがうことができる．例えば，「グレ

イアセクシュアル／グレイセクシュアル（gray-asexual/gray-sexual）」および「デミセ

クシュアル（demisexual）」はその代表例である．前者は「アセクシュアルとセクシュア

ルの間のある位置で自認している人」８），後者は「情緒的な繋がりができてからのみ性的

惹かれを感じる人」９）という意味で用いられる．なお，前者のようなカテゴリーが成立す

るのは，アセクシュアル・コミュニティにおいてアセクシュアルとセクシュアルが連続し

ていると考える「性的指向の連続スペクトラムモデル（thecontinuousspectrum models

ofsexualorientation）」が採用されているためである（Chasin2011）．その他，「性的

な感情を返されることや他者との行為を必要としない形で性的に惹かれる」という意味の

「リスセクシュアル（lithsexual）」10）など，アセクシュアルのコミュニティには実に様々

なアイデンティティのラベルが存在する．

さらに，コミュニティ内で頻繁に語られる重要な概念として「アロマンティック
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6）https://www.asexuality.org/（2021年2月25日最終アクセス）

AVENはアセクシュアルを「性的惹かれを経験しない人（apersonwhodoesnotexperiencesexual

attraction）」と定義する．

7）https://www.asexuality.org/?q=overview.html（2021年2月25日最終アクセス）

8）http://wiki.asexuality.org/Gray-A/Grey-A（2021年2月25日最終アクセス）

9）http://wiki.asexuality.org/Demisexual（2021年2月25日最終アクセス）

10）https://rainbowpedia.wikia.org/wiki/Lithsexuality（2021年2月25日最終アクセス）



（aromantic）」が挙げられる．アロマンティックは「恋愛的に惹かれない，またはほと

んど惹かれない」11）という意味で，「恋愛的指向（romanticorientation）」の1つとされ，

性的指向の1つとされるアセクシュアルとは別次元の概念として紹介される．恋愛的指向

とは恋愛的に惹かれることの有無や対象の性別に関する概念であり（Antonsenetal.

2020），アセクシュアルの性的指向に関する議論の中で性的指向と恋愛的指向が区別され

るようになったと言われている（Chu2014）．アセクシュアルを自認する人の中には，

「ヘテロロマンティック（heteroromantic）」，「ホモロマンティック（homoromantic）」，

「バイロマンティック（biromantic）」などアロマンティック以外のカテゴリーを自認す

る例も報告されており（Brottoetal.2010），アセクシュアルの恋愛的指向の多様性が

示唆される．なお，恋愛的に惹かれる性別の差異は問わず，恋愛的に惹かれるアセクシュ

アルをまとめて表現する際は「ロマンティック・アセクシュアル（romanticasexual）」

と呼ぶ．上記カテゴリーが，それぞれヘテロセクシュアル，ホモセクシュアル，バイセク

シュアルと対応しているように，「グレイアロマンティック／グレイロマンティック

（gray-aromantic/gray-romantic）」や「デミロマンティック（demiromantic）」，「リス

ロマンティック（lithromantic）」12）というカテゴリーも存在する．惹かれる対象の性別や，

その有無，惹かれの仕方を表す接頭辞（hetero-,homo-,bi-,a-,gray-,demi-）と惹か

れの種類を表す接尾辞（-sexual,-romantic）の組み合わせでこれらカテゴリーが構成さ

れていることがわかる．上述のような性的惹かれと恋愛的惹かれを分ける考え方は，主に

コミュニティ内で「スプリット・アトラクション・モデル（thesplitattractionmodel）」13）

とも呼ばれ，この区別がコミュニティにとって重要な意味を持つことが推察される．

以上，アセクシュアル・コミュニティの多様性についてカテゴリーの細分化という側面

から検討したが，コミュニティが共同体として維持されるために必要と思われる包括概念

についても簡単に説明する．本論文では「Ace（日本でもそのままの表記が多い）」，

「Aro（日本でもそのままの表記が多い）」，「スペクトラム（spectrum）」を紹介する．

Aceはアセクシュアルならびにそれに近いカテゴリーのアイデンティティ全体を指す略語

で14），スペクトラムは範囲，領域を意味する．スペクトラムそのものは英語で一般的に使

われる単語だが，アセクシュアル・コミュニティでは，あるアイデンティティの周辺／関

連という意味を持つ用語として使われる15）．両者を組み合わせて，「アセクシュアル・ス

ペクトラム，Aceスペクトラム」と呼ぶことがある．一方，アロマンティックなど恋愛的

指向に関連するアイデンティティを包括した略語としては「Aro」があり，「アロマンティッ

ク・スペクトラム，Aroスペクトラム」という言葉も使われている．近年ではAceコミュ
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11）http://wiki.asexuality.org/Aromantic（2021年2月25日最終アクセス）

ロマンティック（romantic）に否定を表す接頭辞「a」をつけた表現である．アセクシュアルと同様に，英語

圏では「エィ」と発音されることが多いものの，日本では「ア」と発音されることが多い．

12）https://mogai.fandom.com/wiki/Lithromantic（2021年2月25日最終アクセス）

13）https://aroacefaq.tumblr.com/post/143810110365/the-split-attraction-model-what-is-it（2021年2月25

日最終アクセス）

14）https://www.asexuality.org/?q=general.html#def（2021年2月25日最終アクセス）

15）https://www.asexuality.org/?q=general.html#def（2021年2月25日最終アクセス）



ニティとは別に，Aroコミュニティも発展しつつある16）．AceとAro両方のスペクトラ

ムについて言及する際には，「アロマンティック／アセクシュアル・スペクトラム，

Aro/Aceスペクトラム」と呼ぶこともある17）．

� 日本の文脈

最後に日本の当事者コミュニティについて概観する．日本では英語圏におけるコミュニ

ティの発展に伴い，2002年頃からアセクシュアルという言葉が主に性的マイノリティの間

で少しずつ認知されるようになったと言われている18）．アセクシュアルに関する情報，特

にアイデンティティ・カテゴリーなどは英語圏の概念をカタカナにして流用していること

が多いが，その概念の意味内容は英語圏と異なる部分がある．例えば，日本ではアセクシュ

アルを「恋愛感情がなく，性的な欲求がない（アロマンティックのアセクシュアルに近い）」

という意味で使い，「恋愛感情があり，性的な欲求がない（ロマンティックのアセクシュ

アルに近い）」ことを「ノンセクシュアル」と呼ぶことがある19）．これは日本独自の区分

であり，英語圏以外の諸外国でもみられない傾向である．

日本でこうした区分ができる背景としては，「恋愛感情の有無」を中心に捉える点が影

響していると言われており20），これは日本社会の恋愛感情を重視する傾向が反映されてい

ると考えられる．日本の量的調査において性的指向と性自認のあり方をどのようにたずね

るかについて方法論的研究を行ったHiramoriandKamano（2020b）も，日本において

は，個人の性的指向を測定する際に欧米諸国のような性行動，性的惹かれ，性的指向アイ

デンティティなどではなく，恋愛的惹かれを用いることが多いと指摘している．なお近年

では，日本においても英語圏に近い用法が見られ，当事者によってアセクシュアルの意味

が異なるのが日本のアロマンティック／アセクシュアル・スペクトラム・コミュニティの

現状である．本論文では，諸外国の研究との比較も鑑み，英語圏に近い用法でアセクシュ

アルを使用する．

2． アセクシュアルに関する人口学研究の動向

� 諸外国における無作為抽出調査

近年，諸外国では無作為抽出調査において性的指向をたずねることが増えてきているが，

アセクシュアル人口を把握できるようなたずね方をしている調査は数が限られている．カ

リフォルニア大学ロサンゼルス校（UniversityofCalifornia,LosAngeles）に設置され

ているウィリアムズ研究所（WilliamsInstitute）が招聘したセクシュアル・マイノリティ・
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16）https://www.aromanticism.org/（2021年2月25日最終アクセス）

17）https://identitiesandorientations.weebly.com/aroace-spectrum.html（2021年2月25日最終アクセス）

AceとAroを包括する概念として，A-specという言葉もある．

18）https://www.asexual.jp/history_japan.php（2021年2月25日最終アクセス）

19）https://www.asexual.jp/info.php#japan（2021年2月25日最終アクセス）

2003年頃には，狭義のアセクシュアル（現在のアロマンティック・アセクシュアル）と広義のアセクシュアル

（恋愛的指向を問わずアセクシュアル）という分け方も確認されている．

20）https://www.asexual.jp/info.php#japan（2021年2月25日最終アクセス）



アセスメント研究チーム（SexualMinorityAssessmentResearchTeam,SMART）

（2009）による量的調査における性的指向の測定に関するベストプラクティスは，さまざ

まな調査で設問ガイドラインとして広く利用されているが，性的指向アイデンティティを

たずねるモデル設問の選択肢にアセクシュアルは含まれていない．また，性的惹かれにつ

いても「（a）女性のみに惹かれる，（b）ほとんど女性に惹かれる，（c）男性と女性に同

じくらい惹かれる，（d）ほとんど男性に惹かれる，（e）男性のみに惹かれる，（f）わから

ない」（SMART2009:ii）という選択肢を利用することが推奨されており，他者に対す

る性的惹かれを経験しない人が回答できる選択肢は存在しない．

しかしながら，不完全な指標を用いながらもアセクシュアルの人口規模や人口学的特徴

を把握すべく，これまでいくつかの調査研究が行われてきた．とりわけ重要なのが，

Bogaert（2004）によるイギリスの無作為抽出調査を利用した研究とPostonandBaumle

（2010）によるアメリカの無作為抽出調査を利用した研究である．Bogaert（2004）は性

的惹かれがないことをアセクシュアルの指標とした上でイギリスに住む16歳から59歳を対

象に行われた「性に対する態度とライフスタイルに関する全国調査（NationalSurveyof

SexualAttitudesandLifestyles,NATSAL-I）」を分析し，回答者のうち1.1％がこれま

で誰に対しても性的惹かれを感じたことがないアセクシュアルであると示した．また人口

学的特徴を検討した結果，アセクシュアルと分類された人はそうでない人に比べて学歴や

職業階層，非単身割合が低く，非白人および女性に多いことも明らかにした．非アセクシュ

アル回答者のうち43％が男性であるのに対し，アセクシュアル回答者では29％が男性であっ

た．Bogaert（2004）は女性の方が多い背景要因として，男性の方が女性よりも性的に活

発であることを性役割として求められていること，男性と比べて女性の方が性器の反応か

ら性的に興奮していてもそのことに気づかずに他者のことを性的な対象として捉えていな

いこと，女性の方が自慰などのような性的指向を形成するにあたって重要な経験をもって

いないこと，他者に対する性的惹かれをもとに性的指向を測定しても女性の主観的経験を

うまくとらえることができていないことなどの可能性を指摘している．その一方で年齢に

ついては，アセクシュアルは性的な経験の少ない若年層に多いだろうという予想に反し，

むしろアセクシュアル回答者（平均年齢：38歳）は非アセクシュアル回答者（平均年齢：

36歳）に比べて平均年齢が2歳高いことがわかった．

PostonandBaumle（2010）は，Bogaert（2004）がイギリスの調査をもとに行ったも

のと類似した分析をアメリカに住む15歳から44歳を対象に2002年に実施された「家族の拡

大に関する全国調査（NationalSurveyofFamilyGrowth,NSFG）」を利用して行い，

さらにBogaert（2004）で用いられた性的惹かれ以外にも性行動およびアイデンティティ

の指標を用いてアセクシュアル人口の規模を推定した．分析の結果，女性のうち0.8％，

男性のうち0.7％が性的惹かれについて「わからない（notsure）」と回答しており，女性

のうち4.8％，男性のうち6.1％がこれまでにセックスをしたことがないことがわかった．

アイデンティティについては，女性のうち3.8％，男性のうち3.9％が「その他の何か

（somethingelse）」を選択しており，女性のうち9.2％，男性のうち11.9％が，性的惹か
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れ，性行動，アイデンティティの少なくともいずれか1つについてアセクシュアルと分類

されうる回答をしていた．また，これらの9.2％の女性や11.9％の男性が必ずしも性的指

向に関する3つの側面すべてについてアセクシュアルと分類されるような回答を一律に行っ

ているわけではないことも明らかにした．このように，PostonandBaumle（2010）は

アセクシュアルをどのように定義するかによって人口規模の推定値が大きく変わることを

示した一方で，PostonandBaumle（2010）自身が指摘しているように，NSFGを利用

した分析の限界点として，性的惹かれに関して「わからない」という回答は，性的惹かれ

のないアセクシュアル以外も回答する可能性があることが挙げられる．同様に，アイデン

ティティに関して「その他の何か」という回答は，これ以外に選択肢として用意されてい

る異性愛，同性愛，両性愛以外のどのアイデンティティを持つ回答者も選択する可能性が

ある．したがって，これらの指標はアセクシュアル人口の規模を推定するにあたって完璧

な指標ではなく，実際のアセクシュアル人口よりも規模を大きく推定してしまう．そのた

め，より正確にアセクシュアル人口をとらえ，その生活実態を理解するためには，

HiramoriandKamano（2020b）が推奨するモデル設問のように，性的惹かれがないと

いう選択肢を性的惹かれの設問に含めたり，アセクシュアルという選択肢を性的指向アイ

デンティティの設問に含めたりした上で，性的惹かれやアイデンティティなど，性的指向

のどの側面に研究関心があるかを明確にすることが重要である．

� 当事者団体による有意抽出調査

本項では，当事者団体による量的調査を紹介する．当事者団体による調査は当事者コミュ

ニティのネットワークを用いて関心層にアプローチするため，無作為抽出調査では把握困

難なマイノリティ層による回答を多く得られる傾向にある．さらに，調査が当事者コミュ

ニティの状況に則して設計されているため，性的指向と恋愛的指向を区別したアイデンティ

ティなど，当事者の多様性を把握しやすいという利点がある．

当事者団体による調査として大規模なものは「アセクシュアル・コミュニティ・サーベ

イ（AsexualCommunitySurvey,ACS）」が挙げられる．ACSは2014年からアセクシュ

アル・コミュニティの有志が毎年実施しているオープン型ウェブ調査である．ここでは

2018年に実施された調査結果を取り上げる（Weisetal.2020）．調査対象を13歳以上に

設定し，英語で実施されたこの調査は回答数が15,177であった．この調査では，「自分を

アセクシュアル・スペクトラムだと認識していますか？」という設問に「はい」（91.1％）

または「わからない」（4.2％）と回答した人を Aceとし，それ以外を非 Aceとした

（Weisetal.2020）．

Aceアイデンティティの内訳は，アセクシュアル（65.9％），デミセクシュアル（10.1

％），グレイアセクシュアル（11.8％），クエスチョニング（10.6％），その他（1.6％）で

あった．回答者の性自認は女性が61.7％，男性が13.4％，該当なしが24.8％で，女性が全

体の約2/3を占め，該当なし（男女以外の性自認）が1/4程度となった（Weisetal.2020）．

年齢は，中央値が22，平均値が23であった．居住地は計73ヵ国にわたり，回答数が多かっ
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た上位3地域はアメリカ57.3％，イギリス8.8％，カナダ6.7％であった．恋愛的指向アイ

デンティティは複数回答で，上位5つがアロマンティック32.1％，パンロマンティック

（性別に関係なく恋愛的に惹かれる）23.5％，バイロマンティック22.7％，クエスチョニ

ングまたはわからない（unsure）17.7％，ヘテロロマンティック17.4％という結果だった．

性的刺激を求める性欲（sexdrives）／性衝動（libido）の強さを0から4で表すと，ア

セクシュアルは0が22.8％， 1が38.5％， 2が26.6％， 3が9.9％， 4が2.3％だった．非

Ace以外のカテゴリーは1が最も多かった点で共通していた一方，アセクシュアルは他の

カテゴリーと比べて0の割合が高く，2以上の割合が低い傾向にあった．自慰行為の頻度

については非Aceが一番高く，アセクシュアルが一番低い結果だった．その他のカテゴ

リーは前述の2カテゴリーの間に収まる結果を示した（Weisetal.2020）．

� 日本における研究動向

次に，日本においてアセクシュアルを取り上げている量的調査について検討する．諸外

国と比べ，日本では性的指向をたずねる量的調査の数が少ないが，その中でも特にアセク

シュアルまたはそれに類する選択肢を設けている調査はほとんどない．現在日本に存在す

る量的調査のうち，アセクシュアルの人口学的特徴を把握するデータとして最も重要なの

は2019年に行われた「大阪市民の働き方と暮らしの多様性と共生にかんするアンケート」

（大阪市民調査）である（釜野他 2019）．この無作為抽出調査では，性的指向の要素とし

て性的指向アイデンティティ，恋愛的惹かれ，性的惹かれ，性行動の4問がたずねられて

いる．恋愛感情を抱く相手，性的に惹かれる相手，セックスの相手については，これまで

と最近の5年間について聞いている．調査の結果，性的指向アイデンティティとして「ア

セクシュアル・無性愛者」を選んだ回答者は0.8％であることがわかった（Hiramoriand

Kamano2020b）．他のセクシュアル・マイノリティのカテゴリーと比べると，両性愛者

（1.4％）よりは割合が低いものの同性愛者（0.7％）とほぼ同じ割合である．また，出生

時の性別にみると，出生時性別が男性の場合は回答者の0.3％がアセクシュアルであるの

に対し，出生時性別が女性の場合は回答者の1.1％がアセクシュアルであり，諸外国の調

査でみられるアセクシュアルは男性に比べて女性の方が多いという結果が日本においても

確認された．年齢階級別にみると，30代および40代については回答者の0.6％，50代につ

いては回答者の0.7％がアセクシュアルなのに対し，18-29歳層では回答者の1.6％がアセク

シュアルであり，アセクシュアルは若年層に多いというACS等の知見を確認する結果と

なった（HiramoriandKamano2020b）．性的指向アイデンティティ以外の性的指向の

指標をみると，出生時性別が女性のうち2.9％がこれまで男女どちらにも恋愛感情を抱い

たことがなく，4.0％がこれまで男女どちらにも性的に惹かれたことがない一方で，出生

時性別が男性のうち2.0％がこれまで男女どちらにも恋愛感情を抱いたことがなく，1.5％

がこれまで男女どちらにも性的に惹かれたことがないことが明らかになった（釜野他

2019）．

また，同じ大阪市民調査を用いて性的指向アイデンティティ，恋愛的惹かれ，性的惹か
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れ，性行動の相互関連性を検討した研究もある（HiramoriandKamano2020a）．出生

時に割り当てられた性別と同じ性別を生きる人であるシスジェンダーの男女に対象を限定

した上で分析を行ったところ，アセクシュアル自認を持つ女性のうち約半数はこれまで

「男女どちらにも性的に惹かれたことがない」一方で，男性のみ（異性のみ）に性的に惹

かれる回答者が4割近くいることや，恋愛的惹かれについてもアセクシュアル自認を持つ

女性のうち，これまで「男女どちらにも恋愛感情を抱いたことがない」回答者が約4割と，

男性のみ（異性のみ）に恋愛感情を抱く回答者の5割よりも割合が少ないことがわかった．

加えて，トランスジェンダーを含めた全回答者のうち1.6％（出生時女性：2.1％，出生時

男性：0.9％）が恋愛的惹かれも性的惹かれもこれまで感じたことがない（アロマンティッ

ク・アセクシュアルに近いと考えられる）一方で，1.3％（出生時女性：1.8％，出生時男

性：0.6％）が恋愛的惹かれは感じるが性的惹かれのみこれまで感じたことがない（ロマ

ンティック・アセクシュアルに近いと考えられる）ことが明らかになった．さらに，性的

惹かれがない人の性行動を検討したところ，性的惹かれをこれまで感じたことがない人の

うち60.6％はこれまで「セックスをしたことがない」一方で，38.6％がセックス経験あり

と回答していることがわかった（HiramoriandKamano2020a）．大阪市民調査の他に

も，埼玉県が無作為抽出調査を実施しており，回答者の0.7％がアセクシュアルと自認し

ている（埼玉県 2021）．

その他，日本で行われたアセクシュアルに関連する量的調査としては，モニタ型ウェブ

調査の「2015年家族形成とキャリア形成についての全国調査」（Kobayashi2017）がある．

Kobayashi（2017:14）はアセクシュアルを「キス，デート，性行為，恋愛関係を持つこ

となどの性行動に関して経験ないし関心が少ない／低いこと」と定義し，ここで定義した

アセクシュアルな人が増加することを「アセクシュアル化（asexualized）」と呼んだ．分

析の結果，20代，30代女性はアセクシュアル化が観測されず，20代，30代男性はアセクシュ

アル化が進んでいると報告した（Kobayashi2017）．この研究は性別や年齢階級別にみた

性行動などの傾向を把握するのに有用である一方，以下の2点からアセクシュアル研究と

しては問題があると言わざるを得ない．1点目は，この研究がアセクシュアル研究におい

て行動を定義とすることは一般的でないこと（Chasin2011）や，性的な次元と恋愛的な

次元を分けてセクシュアリティを捉えること（Antonsenetal.2020,Chu2014）など，

これまで行われてきたアセクシュアル研究の蓄積を反映していないことである．2点目は，

本研究が少子化の文脈から議論されていることである．アセクシュアルというアイデンティ

ティを持ち生活している人が現実に日本にもいる中で，少子化を「アセクシュアル」とい

う言葉と結びつける形で表現すれば，アセクシュアルであることが少子化を生み出すと捉

えかねられない．そして，政策上の課題とされる少子化の文脈の中でアセクシュアルを議

論することで，アセクシュアルそのものが問題であるかのような印象をつくり出す可能性

もある．以上の点から，Kobayashi（2017）による研究はアセクシュアルではなく「性行

動の減少傾向」という枠組みで行った方が誤解を招きにくいと考えられる．

上記で概観してきたように，日本においても近年，アセクシュアルの実態を把握可能な
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量的調査が数少ないながらも実施されるようになってきた．しかしながら，このような調

査を用いてアセクシュアルに関する実態を詳細に描写することは困難である．調査結果が

関心のある人口集団（例えば，日本に在住する人）に一般化可能かどうかという点におい

ては大阪市民調査などのような無作為抽出調査の方が当事者団体等による有意抽出調査よ

りも優れており，モニタ型ウェブ調査にも特有の利点があるものの，マイノリティ当事者

が抱える困難などを詳述することが目的である場合，コミュニティ調査にも大きな意義が

ある（Kruegeretal.2020）．とりわけ，マイノリティ集団の中に存在する多様性を描く

際には，データ内に含まれるマイノリティ当事者の人数が多くなるような設計の調査が必

要である．しかしながら，これまで日本で行われてきた性的マイノリティ団体による既存

のコミュニティ調査においてもアセクシュアル回答者は少なく，独立した性的指向として

扱われないことが多い（例えば，認定NPO法人虹色ダイバーシティ・国際基督教大学ジェ

ンダー研究センター（2020）による調査など）．したがって，日本においても性的マイノ

リティ全体を対象にした調査ではなくACSのようなアセクシュアルに特化した調査が求

められている状況がある．そこで本論文では，このようなアセクシュアルに焦点を当てた

調査研究を行うべく立ち上げられたAro/Ace調査実行委員会が実施した「Aro/Ace調査

2020」を分析し，日本におけるアセクシュアルの人口学的多様性を示す．

Ⅲ．データと方法

1． データ

本論文では，Aro/Ace調査実行委員会によって実施された調査である「Aro/Ace調査

2020」を使用する．調査目的は「（1）Aro/Aceの可視化を促す，（2）Aro/Aceコミュニ

ティに集まる人たちの多様性について議論するための情報を収集する，（3）Aro/Aceに

関する情報を提供し，学術研究の発展やAro/Aceに関する運動の活性化に寄与する」

（Aro/Ace調査実行委員会 2020）ことであり，「（1）アロマンティック／アセクシュアル・

スペクトラムを自認している，またはそれに近い，そうかもしれないと思っている方，

（2）日本語の読み書きをする方（国籍，居住地は問わない），（3）年齢が回答時13歳以上

の方」（Aro/Ace調査実行委員会 2020）を調査対象者としている．設問の設計にあたっ

ては，日本の文脈において「アセクシュアル」という用語が，恋愛的惹かれと性的惹かれ

のいずれもない人を指すことがあるため，恋愛感情に関連する設問を先に配置し，適宜調

査内で使用する語の用法を明記するようにするなど，回答者ができるだけ正確に回答でき

るよう工夫を行った．調査手法としては，本調査はオープン型ウェブ調査であり，

Aro/Ace調査実行委員会のウェブサイト，ソーシャル・ネットワーキング・サービスの

Twitterや当事者LINEグループなどで調査の周知を行った．ウェブ上のアンケートフォー

ムで回答者が調査への協力に同意した後，自主的に回答する形式をとっている．調査対象

者に該当するかに関する項目や設問の分岐に必要な項目以外はすべて任意回答となってい

る．調査は2020年6月1日から6月30日まで行われ，合計1,693の回答が集まった．その
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うち，「自分のことをアロマンティック／アセクシュアル・スペクトラム（Aro/Ace）に

当てはまると思いますか．本調査では，アロマンティック／アセクシュアル・スペクトラ

ムを，アロマンティック，アセクシュアル，ノンセクシュアル，デミセクシュアル，デミ

ロマンティック，リスセクシュアル，リスロマンティックなどその他周辺のセクシュアリ

ティという意味で用います．」という設問に対して「いいえ」と回答した8人を除外した

1,685を有効回収数とした．なお，日本語の読み書きおよび年齢の条件をもとに除外した

回答はなかった．調査の詳細についてはAro/Ace調査実行委員会（2020）に記載されて

いる．

2． 方法

本論文では，まず回答者の性別，年齢階級，居住地の分布を検討する．次に，先行研究

を踏まえた上で特に重要だと考えられる項目であるアロマンティック・スペクトラムのア

イデンティティ，アセクシュアル・スペクトラムのアイデンティティの分布を性別，年齢

階級別に示す．その後，ロマンティック・アセクシュアルに分析対象を限定した上で日本

独自の区分であるノンセクシュアル自認の分布を性別，年齢階級別に示す．最後に，自慰

行為の頻度，性欲の有無，他者と性行為をしようと思うことがあるか否かの分布をアセク

シュアル・スペクトラムのアイデンティティ別に示す．

Ⅳ．結果

1． 回答者の分布

本節では，調査回答者の分布を示す．ここでは特に，性別，年齢階級，居住地に注目し，

回答者の人口学的特徴を把握する．なお，サンプルの代表性についてはAro/Ace調査実

行委員会（2020）で詳細に検討されている．本調査における回答者の人口学的特徴が国勢

調査などの分布と異なっていることを調査手法など技術的な要因によるバイアスとして捉

えるべきなのか，日本におけるアロマンティック／アセクシュアル・スペクトラムの傾向

を正確に表わしていると考えるべきなのかについては，今後さらなる研究が求められる．

本論文では両方の可能性を踏まえた上で，考察を行っていく．

表1は，回答者の分布を性別にみたものである．回答者のうち，シスジェンダー女性は

62.7％，シスジェンダー男性は4.7％，非シスジェンダーは32.5％であり，シスジェンダー

女性の割合が最も高かった．本調査では，「出生時の性別と，現在自分が捉えている性別

が「一致」していると思いますか」という質問に「思う」と回答した人にのみ出生時性別

を聞いている（性自認は全回答者にたずねている）．そのため，上記質問に「思わない」

または「分からない」と回答した人の出生時性別は不明である．なお本論文では，この質

問に対して「思う」と回答した人をシスジェンダー，それ以外の回答をした人を非シスジェ

ンダーと分類する．出生時性別が人口学的に重要な情報であることは疑いようがないもの

の，出生時性別を質問することはとりわけ非シスジェンダーに該当する人にとって配慮す
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べき事項であるため，以上のような設計になっている．以下，本分析では，シスジェンダー

女性，シスジェンダー男性，非シスジェンダーの3カテゴリーからなる性別の分類を用い

る．

表2は回答者の分布を年齢階級別にみたものである．実際の設問では，調査回答日時点

の実年齢をたずねている．回答者のうち，10代は11.2％，20代は62.0％，30代は21.1％，40

代以上は5.8％であり，20代の割合が最も高かった．なお，年齢の中央値は25.0，平均値

は26.5，標準偏差は6.9で，13-63歳からの回答があった．

表3は回答者の分布を居住地別にみたものである．実際の設問では，都道府県および

「日本以外」が選択肢として配置されている．回答者のうち，東京都在住は25.3％，千葉

県・埼玉県・神奈川県在住は22.2％，京都府・大阪府・兵庫県在住は12.8％，静岡県以東

の東日本在住は17.2％，石川県・愛知県以西の西日本在住は18.2％であり，東京都在住の

割合が最も高かった．

2． 主要項目の結果

本節では，アロマンティック・スペクトラムのアイデンティティ，アセクシュアル・ス
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表１ 性別にみた回答者の分布（Aro/Ace調査2020）

度数 パーセント

シスジェンダー女性 1,056 62.7

シスジェンダー男性 80 4.7

非シスジェンダー 547 32.5

無回答 2 0.1

合計 1,685 100.0

表２ 年齢階級別にみた回答者の分布（Aro/Ace調査2020）

度数 パーセント

10代 188 11.2

20代 1,045 62.0

30代 355 21.1

40代以上 97 5.8

合計 1,685 100.0

表３ 居住地別にみた回答者の分布（Aro/Ace調査2020）

度数 パーセント

東京都 426 25.3

千葉県・埼玉県・神奈川県 374 22.2

京都府・大阪府・兵庫県 215 12.8

東日本（～静岡県） 289 17.2

西日本（石川県・愛知県～） 307 18.2

日本以外 9 0.5

無回答 65 3.9

合計 1,685 100.0



ペクトラムのアイデンティティ，ノンセクシュアル自認，自慰行為の頻度，性欲の有無，

他者と性行為をしようと思うことがあるか否かの分布を示す．

表4aおよび4bは，性別および年齢階級別にアロマンティック・スペクトラム・アイ

デンティティの分布をみたものである．実際の設問では，自認しているカテゴリーの選択

肢として「ロマンティック【恋愛的に惹（ひ）かれる】，アロマンティック，グレイアロ

マンティック／グレイロマンティック，デミロマンティック，リスロマンティック，クエ

スチョニング，Aro/Aceを自認していない，その他」が配置されている．分析にあたっ

て，クエスチョニング，Aro/Aceを自認していない，その他を「その他」として再コー

ディングした．回答者のうち，48.0％がアロマンティックであり，最も割合が高かった．

性別にみると，シスジェンダー男性はシスジェンダー女性や非シスジェンダーに比べてロ

マンティックを自認する割合が高い結果となり，性別による差がみられた．その一方，年

齢階級とアロマンティック・スペクトラム・アイデンティティの間に10％水準で統計的に

有意な連関はみられなかった21）．
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表４a 性別にみたアロマンティック・スペクトラム・アイデンティティの分布（Aro/Ace調査2020）

（%） シス女性 シス男性 非シスジェンダー 全体

アロマンティック 49.0 51.2 45.5 48.0

グレイ（ア）ロマンティック 7.0 10.0 8.8 7.7

デミロマンティック 11.1 6.3 9.1 10.2

リスロマンティック 6.1 1.3 6.4 5.9

ロマンティック 13.3 27.5 10.6 13.1

その他 12.5 2.5 18.8 14.1

無回答 1.1 1.3 0.7 1.0

n 1,056 80 547 1,685

χ2：45.323(p<.001),Cramer'sV：0.095(p<.001)
注：性別が無回答である回答者（n=2）の結果は示していないが，「全体」は性別無回答を含む．

表４b 年齢階級別にみたアロマンティック・スペクトラム・アイデンティティの分布（Aro/Ace調査2020）

（%） 10代 20代 30代 40代以上 全体

アロマンティック 45.7 47.7 51.3 44.3 48.0

グレイ（ア）ロマンティック 8.5 7.6 8.2 6.2 7.7

デミロマンティック 8.5 10.9 9.6 8.2 10.2

リスロマンティック 5.3 6.5 4.2 7.2 5.9

ロマンティック 11.7 12.9 13.2 16.5 13.1

その他 19.1 13.7 12.7 13.4 14.1

無回答 1.1 0.8 0.8 4.1 1.0

n 188 1,045 355 97 1,685

χ2：21.401(p=.260),Cramer'sV：0.065(p=.260)

21）なお，シスジェンダー女性，シスジェンダー男性，非シスジェンダーそれぞれについて年齢階級別にみたア

ロマンティック・スペクトラム・アイデンティティの分布も検討したが，シスジェンダー女性については10％

水準で統計的に有意な連関はみられなかった（p=.909）．シスジェンダー男性については，期待度数5未満の

セルが85.7％であったためモンテカルロ・シミュレーションを行った上でカイ二乗検定を行った（p=.036;99

％信頼区間 =.031-.040）．回答者のうち10代および20代は30代および40代以上と比べてロマンティックを自

認する割合が高かったが，ケース数が80と少ないこともあり，結果の解釈には注意が必要である．非シスジェ

ンダーについては，若年層は中高年層と比べて「その他」と回答する割合が高いことがわかった（p=.001）．



表5aおよび5bは，性別および年齢階級別にアセクシュアル・スペクトラム・アイデ

ンティティの分布をみたものである．実際の設問では，自認しているカテゴリーの選択肢

として「セクシュアル【性的に惹（ひ）かれる】，アセクシュアル，グレイアセクシュア

ル／グレイセクシュアル，デミセクシュアル，リスセクシュアル，Aro/Aceを自認して

いない，その他」が配置されている．なお，調査設計上のエラーにより，「クエスチョニ

ング」は選択肢に含まれていない．分析にあたって，Aro/Aceを自認していない，その

他を「その他」として再コーディングした．回答者のうち，65.6％がアセクシュアルであ

り，最も割合が高かった．性別にみると，シスジェンダー女性や非シスジェンダーはシス

ジェンダー男性に比べてアセクシュアルを自認する割合が高い一方でセクシュアルを自認

する割合が低いなど，性別による差がわずかながらみられた．その一方，年齢階級とアセ

クシュアル・スペクトラム・アイデンティティの間に10％水準で統計的に有意な連関はみ

られなかった22）．
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22）なお，シスジェンダー女性，シスジェンダー男性，非シスジェンダーそれぞれについて年齢階級別にみたア

セクシュアル・スペクトラム・アイデンティティの分布も検討したが，シスジェンダー女性については10％水

準で統計的に有意な連関はみられなかった（p=.636）．シスジェンダー男性については，期待度数5未満の

セルが82.1％であったためモンテカルロ・シミュレーションを行った上でカイ二乗検定を行った（p=.065;

99％信頼区間 =.058-.071）．しかしながら，ケース数が80と少ないこともあり，特定の回答傾向はみられな

かった．非シスジェンダーについては10％水準で統計的に有意な連関はみられなかった（p=.522）．

表５a 性別にみたアセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティの分布（Aro/Ace調査2020）

（%） シス女性 シス男性 非シスジェンダー 全体

アセクシュアル 65.9 60.0 66.2 65.6

グレイ（ア）セクシュアル 8.4 12.5 7.7 8.4

デミセクシュアル 9.1 5.0 5.9 7.8

リスセクシュアル 2.6 1.3 3.5 2.8

セクシュアル 8.0 13.8 9.1 8.7

その他 5.4 6.3 6.9 6.0

無回答 0.7 1.3 0.7 0.7

n 1,056 80 547 1,685

χ2：26.957(p=.080),Cramer'sV：0.073(p=.080)
注：性別が無回答である回答者（n=2）の結果は示していないが，「全体」は性別無回答を含む．

表５b 年齢階級別にみたアセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティの分布（Aro/Ace調査2020）

（%） 10代 20代 30代 40代以上 全体

アセクシュアル 65.4 65.5 67.3 61.9 65.6

グレイ（ア）セクシュアル 8.0 7.8 9.6 11.3 8.4

デミセクシュアル 4.3 8.6 7.6 7.2 7.8

リスセクシュアル 4.3 2.7 2.0 4.1 2.8

セクシュアル 10.6 8.5 8.7 6.2 8.7

その他 5.9 6.2 4.5 9.3 6.0

無回答 1.6 0.8 0.3 0.0 0.7

n 188 1,045 355 97 1,685

χ2：17.871(p=.464),Cramer'sV：0.059(p=.464)



表6aおよび6bは，性別および年齢階級別にノンセクシュアル自認の分布をみたもの

である．分析にあたっては，日本においてノンセクシュアルという用語がロマンティック

のアセクシュアルに近い意味で用いられていることを踏まえ，ロマンティック・アセクシュ

アルのみに分析対象を絞っている．また，実際の設問では，選択肢として「はい，いいえ，

言葉を聞いたことがない，言葉を聞いたことはあるが意味を知らない，分からない，その

他」が配置されているが，言葉を聞いたことがない，言葉を聞いたことはあるが意味を知

らない，分からない，その他を「その他」として再コーディングした．ロマンティック・

アセクシュアル回答者のうち，80.7％がノンセクシュアルを自認していた．性別とノンセ

クシュアル自認の間に10％水準で統計的に有意な連関はみられなかった．年齢階級別にみ

ると，回答者のうち10代は20代および30代に比べてノンセクシュアルを自認する割合が低

かった．しかし，40代も10代ほどではないもののノンセクシュアル自認割合が低く，さら

に10代と40代については該当者数が少ないため，結果の解釈には注意が必要である．

表7，表8，表9は，それぞれアセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティ別に

自慰行為の頻度，性欲の有無，他者と性行為をしようと思うことがあるか否かの分布をみ

たものである．自慰行為の頻度については10段階のものを5段階に変換し，言葉の意味が

わからない，無回答，その他を「その他」として再コーディングした．性欲の有無，他者

との性行為に対する態度については5段階のリッカート尺度を3段階のものに変換した．

また分析にあたって，アセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティのうち，グレイ

アセクシュアル／グレイセクシュアル，デミセクシュアル，リスセクシュアルを「アセク

シュアル周辺カテゴリー」として再コーディングした．

表7によると，アセクシュアル回答者のうち32.9％が月1回～週1回の頻度で自慰行為

を行っており，アセクシュアルの回答者の中で最も割合が高かった．また，週2回以上の

回答者も16.5％いた．アセクシュアル周辺カテゴリーやセクシュアル回答者はアセクシュ
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表６a 性別にみたノンセクシュアル自認の分布（Aro/Ace調査2020）

（%） シス女性 シス男性 非シスジェンダー 全体

はい 81.5 93.3 73.8 80.7

いいえ 6.7 6.7 11.9 8.0

その他 11.8 0.0 14.3 11.4

n 119 15 42 176

χ2：3.673(p=.452),Cramer'sV：0.102(p=.452)

表６b 年齢階級別にみたノンセクシュアル自認の分布（Aro/Ace調査2020）

（%） 10代 20代 30代 40代以上 全体

はい 66.7 83.2 82.5 72.7 80.7

いいえ 27.8 4.7 10.0 0.0 8.0

その他 5.6 12.1 7.5 27.3 11.4

n 18 107 40 11 176

χ2：15.618(p=.016),Cramer'sV：0.211(p=.016)



アル回答者に比べて自慰行為の頻度が高く，アセクシュアル・スペクトラム・アイデンティ

ティ別による差がみられた．

表8によると，アセクシュアル回答者のうち66.4％が性欲があると思うと答えており，

アセクシュアルの回答者の中で最も割合が高かった．アセクシュアル周辺カテゴリーやセ

クシュアル回答者はアセクシュアル回答者に比べて性欲があると思う割合が高く，アセク

シュアル・スペクトラム・アイデンティティ別による差がみられた．

表9によると，アセクシュアル回答者のうち91.6％が他者と性行為をしようと思うこと

がないと答えており，アセクシュアルの回答者の中で最も割合が高かった．アセクシュア

ル周辺カテゴリーやセクシュアル回答者はアセクシュアル回答者に比べて性行為をしよう

と思うことがないと答える割合が低く，アセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティ

別による差がみられた．
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表７ アセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティ別にみた自慰行為の頻度の分布

（Aro/Ace調査2020）

（%） アセクシュアル 周辺カテ セクシュアル その他 全体

一度も自慰行為をしたことが
ない

17.7 7.8 4.8 9.9 14.2

以前は自慰行為をしていたが，
現在はしていない

7.4 2.2 0.7 7.9 5.9

月1回未満 10.6 9.4 6.8 5.9 9.8

月1回～週1回 32.9 41.3 28.8 41.6 34.6

週2回以上 16.5 24.7 50.0 22.8 21.4

その他 14.8 14.7 8.9 11.9 14.1

n 1,106 320 146 101 1,685

χ2：134.574(p<.001),Cramer'sV：0.141(p<.001)
注：アセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティが無回答である回答者（n=12）の結果は示していな
いが，「全体」はアセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティ無回答を含む．「周辺カテ」=アセクシュ
アル周辺カテゴリー．

表８ アセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティ別にみた性欲の有無の分布

（Aro/Ace調査2020）

（%） アセクシュアル 周辺カテ セクシュアル その他 全体

思う 66.4 89.1 96.6 76.2 73.9

どちらでもない 6.1 2.2 0.7 7.9 5.0

思わない 27.1 8.8 2.7 14.9 20.7

無回答 0.4 0.0 0.0 1.0 0.3

n 1,106 320 146 101 1,685

χ2：115.748(p<.001),Cramer'sV：0.151(p<.001)
注：アセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティが無回答である回答者（n=12）の結果は示していな
いが，「全体」はアセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティ無回答を含む．「周辺カテ」=アセクシュ
アル周辺カテゴリー．



表7，表8，表9から，自慰行為の頻度と性欲の有無については，アセクシュアル回答

者の多くがその存在を示すような回答をしていたのに対し，他者との性行為をしようと思

うことがあるか否かについては，アセクシュアル回答者のほとんどがないという回答をし

ていることがわかった．

Ⅴ．考察

1． 結果の解釈

本研究では，日本におけるアロマンティック／アセクシュアル・スペクトラムの人口学

的多様性を記述すべく，Aro/Ace調査実行委員会によって実施された「Aro/Ace調査

2020」を分析した．以下，分析で得られた結果の解釈を述べる．

はじめに，回答者の性別は女性が多く，男性は少ないという先行研究（Bogaert2004，

HiramoriandKamano2020b）と同様の傾向が本研究でも確認された．さらに，非シ

スジェンダーの割合がシスジェンダー男性よりも高いという当事者団体による調査結果

（Weisetal.2020）とも類似した結果となった．アセクシュアルに女性が多い背景とし

て性役割，性機能，性行動などが関係している可能性も指摘されているが（Bogaert

2004），アセクシュアルをはじめとするアイデンティティになぜシスジェンダー女性が多

く集めるのかなど，性別による分布の違いについては明らかになっていないことも多い

（Carroll2020）．一方，Aro/Aceコミュニティにおいて非シスジェンダーが相対的に多

いことについては，性的なパートナーを魅了する必要がないことと関連性があるという指

摘がある（Chasin2011）．また，別の視点として，Aro/Aceをとりまく環境が自認から

遠ざけている可能性も考えられる．例えば，アセクシュアルは知名度が低いこともあり，

違和感を持ったとしても調べるなどして言葉に出会わなければ自認しない可能性がある

（吉岡 2019）．したがってAro/Aceに近い特徴（例えば，恋愛的／性的惹かれを感じない）

があったとしても自認しない／できないことがある．自認するためには他の要素，ここで

は性自認のあり方がシスジェンダーでないことなどがアセクシュアルに繋がる機会を提供

している可能性が指摘できる．
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表９ アセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティ別にみた他者と性行為をしようと思うこ

とがあるか否かの分布（Aro/Ace調査2020）

（%） アセクシュアル 周辺カテ セクシュアル その他 全体

ある 6.1 26.9 67.8 26.7 16.7

どちらでもない 2.1 4.7 3.4 5.0 2.8

ない 91.6 68.4 27.4 67.3 80.1

無回答 0.3 0.0 1.4 1.0 0.4

n 1,106 320 146 101 1,685

χ2：421.035(p<.001),Cramer'sV：0.289(p<.001)
注：アセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティが無回答である回答者（n=12）の結果は示していな
いが，「全体」はアセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティ無回答を含む．「周辺カテ」=アセクシュ
アル周辺カテゴリー．



年齢階級については，本調査の回答者は年齢層が低いことがわかり，自認を基準とした

場合にアセクシュアルは相対的に年齢が低かったという結果（HiramoriandKamano

2020b）を支持する形となった．当事者団体による調査でも同様の傾向が確認されている

が（Weisetal.2020），性的惹かれを基準とした場合ではアセクシュアルと非アセクシュ

アルで年齢差はほとんどなかったと報告されており（Bogaert2004），自認を基準とした

方が年齢は低い傾向になることが示唆される．本調査における回答者の年齢が低い要因と

して，オープン型ウェブ調査という調査法の特性も理由として挙げることができるが，自

認を基準とした場合に年齢が低くなる重要な背景としてAro/Aceに関する情報媒体の偏

りが考えられる．近年では雑誌などインターネット以外でAro/Aceに関する情報を手に

入れることも可能になりつつあるが（例えば，大川 2018），日本語で書かれたアセクシュ

アルに関する書籍は非常に少ないため（例えば，デッカー 2019），インターネットを介し

た情報が多いと推測される．インターネットはこれまでもアセクシュアル（または

Aro/Ace）にとってアイデンティティ形成やコミュニティの形成，情報発信をする重要

な場であると指摘されてきた（三宅 2017,Pacho2013）．以上を，言葉を知ることが自

認の契機となる点（吉岡 2019）と合わせて推論すれば，個人がどの媒体から情報にアク

セスできるかということが自認にも影響することになる．つまり，Aro/Aceに関する情

報を手に入れやすいインターネットとの関わり方の違いが自認のしやすさに影響し，結果

として当事者コミュニティの構成員の年齢分布が若年層に偏っている可能性がある．

次に，アロマンティック・スペクトラム・アイデンティティに関する結果から，性別に

よる違いが確認された．しかし，海外の研究ではアセクシュアルの中でアロマンティック

とロマンティックの分布に性別による差はなかったと報告されており（Antonsenetal.

2020），先行研究とは異なる結果となった．本研究でシスジェンダー男性にロマンティッ

ク自認が多い要因として，先行研究の測定方法との違いがあると考えられる．先行研究で

は，アロマンティックとロマンティックの区別を恋愛的に惹かれる頻度や性別で測定して

いる（Antonsenetal.2020）．本研究とは恋愛的惹かれと自認という点で測定方法に違

いがあることに加え，アロマンティック・スペクトラムのアイデンティティには惹かれる

性別や頻度だけではなく，惹かれの仕方に関するものがある．本研究でいえば，情緒的な

繋がりができてからのみ恋愛的惹かれを感じるデミロマンティック，恋愛感情が返される

ことを必要としない形で恋愛的に惹かれるリスロマンティックがそれにあたる．本研究で

はデミロマンティックやリスロマンティックがシスジェンダー男性と比べてシスジェンダー

女性と非シスジェンダーに多い傾向が示されたが，先行研究は惹かれの仕方に関して結果

に反映できていない可能性がある．そのため，先行研究ではロマンティック女性を多く見

積もり，性別による差がないという結果になったと考えられる．性別によってアロマンティッ

ク・スペクトラム・アイデンティティの分布に差があるという本研究の結果が，日本特有

の状況または有意抽出調査であることに由来する可能性も十分に考えられるが，測定法の

違いによる可能性も考慮すべきだと思われる．そして，これはAro/Aceに関する調査に

おいて，惹かれの性別や有無（頻度）だけでなく惹かれの仕方も重要な側面であることを
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示唆している．

自慰行為の頻度に関してアセクシュアル・スペクトラム・アイデンティティ別にみると，

アセクシュアルが最も頻度が少ない結果になり，当事者団体による調査で確認されている

傾向（Weisetal.2020）が本調査でも認められた．この点について，アセクシュアルの

自認と自慰行為の頻度の関連性も想定されるが，アセクシュアルの中で「自慰行為をした

ことがない」と「以前は自慰行為をしていたが，現在はしていない」を合わせた割合より

も，「月1回～週1回」の回答の方が多かったことは注目に値する．アセクシュアルの自

認と自慰行為の頻度は関連している可能性が高いものの，自慰行為の有無のみがアセクシュ

アルのアイデンティティ形成に決定的な影響力をもたらしているとは言えないことが示唆

される．

続いて性欲の有無に関しても，自慰行為の頻度と同様にアセクシュアルが最も性欲が弱

い傾向が確認され，先行研究と同様の結果だった（Weisetal.2020）．しかしながらア

セクシュアルを自認する人の中で6割以上が性欲があると回答しており，自慰行為の頻度

に関する結果と合わせると，日本においても自慰行為は他者に向かない性欲でありアセク

シュアルであることと矛盾しない（Hinderliter2013）と理解されていると考えられる．

一方で，他者と性行為をしようと思うことがあるか否かに関しては，自慰行為の頻度お

よび性欲の有無と異なる傾向が確認された．セクシュアル自認以外のアイデンティティで

は他者と性行為をしようと思うことが少なく，特にアセクシュアルではその傾向が顕著で

あった．これはアセクシュアルの自慰行為に対する欲望（desire）は他のセクシュアリティ

と変わらないものの，他者と性行為をする欲望が低いという研究結果（Prauseand

Graham 2007）を支持するものである．この結果は，他者との性行為をしようと思うか

否かが自認において準拠点となる可能性を示唆している．つまり，自慰行為や性欲は自認

と矛盾しない一方で，他者との性行為が自認もしくはAro/Aceコミュニティに参加する

基準となっている可能性がある．これは他者と性行為をする欲望や性行動がないことによっ

てアセクシュアルを自認することもあるという研究結果（Scherrer2008）を部分的に肯

定するものである．しかし，近年の海外におけるアセクシュアル研究では，性的欲望や性

行動の欠如ではなく性的惹かれの欠如として捉えるのが一般的になってきており

（Chasin2011），他者との性行為をしようと思わないことと自認の関連性は慎重な議論を

要する．性的惹かれを定義とすることの有用性として，性行為をするアセクシュアルを排

除すべきとする立場と距離を取ることが可能になる点が指摘されているように

（Hinderliter2013），Aro/Aceコミュニティにおいて性行為をしようと思うか否かが重

要な意味を持っていたとしても，それを自認の要件として扱ってはならないと考えられる．

この他，本研究の結果として，海外の当事者団体による調査結果（Weisetal.2020）

と同様にアセクシュアルを自認する人が6割以上だった一方で，当事者コミュニティが必

ずしもアセクシュアル自認の人のみで構成されているわけではないことが明らかになった．

さらに，ノンセクシュアルに関して，ロマンティックとアセクシュアルを自認する人の8

割以上がノンセクシュアルと自認していることがわかった．日本のAro/Aceコミュニティ
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において，ノンセクシュアルがロマンティック・アセクシュアルと類似する概念として使

用されている可能性が高いことが示された．

2． 今後の展望

本研究は日本におけるアロマンティック／アセクシュアル・スペクトラムの人口学的多

様性を記述したが，限界点がまったくないわけではない．本研究には，以下3つの限界点

がある．第1に，本研究で使用したデータは当事者コミュニティを対象とした調査を基に

しており，本研究の結果を日本国内の人口一般に適用することには留意が必要な点である．

「Aro/Ace調査2020」はマイノリティ集団を調査対象としており，関心層にアプローチし

やすいオープン型ウェブ調査のメリットはあるものの，性別や年齢階級，居住地の分布を

明らかにするためには日本全国を対象とした無作為抽出調査が必要である．第2に，本研

究がアプローチした当事者コミュニティの層には偏りがあると考えられる点である．アセ

クシュアルを自認する人の中で恋愛的に惹かれない人よりも惹かれる人の方が多い可能性

が報告されているが（HiramoriandKamano2020a），本研究ではロマンティック自認

が13％という結果になっており，ロマンティックのAceスペクトラム当事者による回答

を十分に得られなかった可能性がある．アロマンティックとロマンティックでは異なる背

景，状況，認識があると考えられるため，ロマンティックまたはアロマンティック・スペ

クトラム・アイデンティティの多様性を把握可能な調査設計をする必要がある．第3に，

本研究では量的調査の特性上，各結果の意味や背景を解釈するのには限界がある点である．

例えば，本論文では自慰行為の頻度について分析したが，そもそも自慰行為とは

Aro/Aceにとってどのような意味を持つものなのかを本研究では検討することができな

い．他にも，Aro/Aceのアイデンティティと性別の関係性について海外では性役割の観

点から指摘する研究が増えつつあるが（例えば，Gupta2019,Przybylo2014,Vares

2018），Aro/Aceにとって日本社会の性役割はどのような意味を持ち，それが自認に影響

するのかについては質的研究を含めた多様なアプローチから研究することが望まれる．

本研究では，既存の人口学研究（Bogaert2004,HiramoriandKamano2020b,

PostonandBaumle2010）では記述されてこなかった，Aro/Aceに関わるアイデンティ

ティの多様性や自慰行為・性欲・性行為をしようと思うか否かの関係性について提示した．

今後は，本論文で分析した調査項目以外の分析を行いたいと考えている．例えば，「Aro/

Ace調査2020」には自認の他に恋愛的／性的惹かれの対象や有無に関する項目があり，自

認と惹かれの関連性について検討することができる．また，恋愛的／性的惹かれの対象や

有無の項目は自認前と自認後で分けて質問しており，自認前後によって惹かれの経験に差

ができるのかも検討可能である．加えて，性行為人数や性的な魅力を感じるか否か，付き

合いたいと思うか，独占欲があると思うかなど，各項目が自認とどのような関係性にある

のかについても今後の研究課題としたい．アセクシュアルが社会における強制的性愛の可

視化に有用である（Chasin2014）ならば，本研究もその営為に貢献しうるだろう．本研

究の結果ならびに限界点を踏まえた今後のアロマンティック／アセクシュアル・スペクト
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ラム研究の蓄積が期待される．

（2021年4月7日査読終了）
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DemographicDiversityoftheAromantic/AsexualSpectruminJapan:
Findingsfromthe2020Aro/AceSurvey

MIYAKEDaijiroandHIRAMORIDaiki

InWesterncountries,studiesusingrepresentativesurveysandcommunitysurveyshavebegun

torevealthesizeandthediversityoftheasexualpopulation.Ontheotherhand,inJapan,thereare

onlyafewstudiesusingrepresentativesurveys,andthedetailedrealitiesoftheasexualpopulation

areyettobeexplored.Thisarticleanalyzedawebsurvey"Aromantic/AsexualSpectrumSurvey

2020,"conductedbytheAro/AceSurveyExecutiveCommittee.Mostoftherespondentstendedto

becisgenderwomen,youngpeople,andresidentsofthesouthernKantoregion.Manyidentifiedas

aromanticandasexual,butsomeidentifiedasotheraro/aceidentities.Wealsoconductedan

analysison"nonsexual,"anidentitycategoryuniquetoJapan.Whilemasturbationandsexdrives

werefoundinacertainnumberofasexualrespondents,theproportionofthosewhowouldliketo

havesexualcontactwithotherswasparticularlylowamongasexualrespondents.Weconcludethat

sexualcontactwithothershasimportantimplicationsforself-identification.

Keywords:asexual,aromantic,LGBT,sexualandgenderminorities,sexualorientationand

romanticorientation
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書 評・紹 介

津谷典子・菅桂太・四方理人・吉田千鶴編著

『人口変動と家族の実証分析』

慶應義塾大学出版会,2020年,384ページ

本書は4名の研究者の共編であるが，目次内の記述から分かるように，長きに渡り日本の人口学を

牽引してきた研究者のひとりである津谷典子氏の退職記念出版物である．津谷氏が我が国の人口学的

研究に残した功績は多岐に渡るが（その影響力の大きさは，本書の執筆者および各章の多様性にも現

れている），強いてそれらを要約するとすれば，出生力低下とその近接要因に関する研究であろう．

事実，本書では，出生の近接要因としての結婚，そして結婚および出生の近接要因としての就業に関

する実証研究に大半の章が割かれている．

本章は以下の3部から構成されている．第Ⅰ部は人口変動の3要因―死亡率，出生率，移動率―に

ついて，長期的視点からその影響とインプリケーションに関して検証を試みている．具体的には，出

生率の変化が人口年齢構造にもたらす長期的変化を定量的に把握する第1章，近世東北地方における

養子慣行パターンを明らかにした第2章，そして国内移動を県内移動と県間移動に区別した上でそれ

らのトレンドとパターンを分析した第3章から構成されている．

このように第Ⅰ部はマクロな人口／家族変動に着目しているのに対して，第Ⅱ部は個人のライフコー

スへと視点を移し，特に就業パターンに焦点を合わせて実証分析が提示され，以下の3章から成る．

まず第4章では，国勢調査の性・年齢・配偶関係別労働力人口の公表値を用いて，戦後日本における

男女の就業パターンの長期的トレンドが分析されている．第5章では大学院博士課程を修了した女性

のキャリア形成，第6章では就業構造基本調査の個票データを用いて就業状態と就業所得格差の分析

がそれぞれ提示されている．

第Ⅲ部にあたる第7章と8章では，夫婦間のジェンダー不平等に焦点を合わせるため，夫婦の生活

時間について日本と韓国の個票データを用いた実証分析がそれぞれなされている．

最後に，第Ⅳ部では，まず日本を含めた東アジア諸国の少子化の特徴がまとめられ（第9章），そ

のあとに少子化に対する日本と台湾の政策的対応が整理されている（第10・11章）．

このように本書は12名もの執筆者からなる大書であり，日本および東アジアの人口／家族変動を概

観できる良書として幅広い読者に薦めることができる．いずれの章の緻密な分析がなされているもの

の，不必要に難解な方法論は用いられておらず，学部学生や修士課程の学生でも十分読むことができ

るだろう（ただし，第1・3・4章では形式人口学的な方法論が用いられているため，いわゆるマイ

クロデータの実証分析にしか馴染みのない読者にはややハードルが高いかもしれない）．また，各章

の要点は筆頭編者の津谷氏によって序章でまとめられているため，そちらを読むだけでも本書の全体

像を掴むことができる．加えて，個票データが用いられた章において，執筆者はいずれも因果関係の

言及には極めて慎重・禁欲的であり（その背景として，執筆者の多くが経済人口学や計量経済学をフィー

ルドにしていることが考えられる），得られた分析結果に対して保守的な解釈を提示しているため，

人口学的研究に馴染みのない分野の学生や研究者が本書を読み終えた際に，人口／家族変動について

誤った理解を抱く可能性は低いだろう．

本書が我が国の人口／家族変動の全体像に関する精緻なデータを提示し，読者の知的好奇心を満た
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してくれる一方で，読了後に評者の中で何か満たされないものが残ったことも確かである．そのひと

つは，政策的インプリケーションに関わるものである．まず断っておきたいことは，本書は必ずしも

少子高齢化に対する政策提言を志向したものではない．ただし，いくつかの章においては，とくに未

婚化・出生率低下・夫婦間のジェンダー不平等の是正に向けた政策的インプリケーションが議論され

ている．例えば，第4章では出産・子育て期以降の有配偶女性の就業率の低さ，第5章では超高学歴

女性人材が依然として結婚・子育てとキャリア形成の二者択一を迫られていることを解消するための

ワークライフバランス推進の重要性，第6章では少子化対策としての雇用の安定化，第7・8章では

長時間労働の是正などが論じられている．評者はこれらのどの提言にも異を唱えるわけではないが，

これらの政策提言が議論される中で，日本型雇用慣行とそれに付随する労働市場の流動性の低さといっ

たマクロな文脈が十分に論じられていないことには違和感を感じた．家庭と仕事の間でどれほどのコ

ンフリクトが生じるかは個人が埋め込まれている労働市場に依存するところが大きいことを考慮する

と，日本の労働市場の特徴を踏まえた上での政策的インプリケーションに関する議論を序章の中で行

うか，終章として独立した設けて総括することも可能であったように感じられる．例えば，雇用の安

定性，女性の再就職，長時間労働のいずれも，少なくとも部分的には，新規一括採用を前提とし就業

年数に比例して賃金が上昇していく日本型雇用慣行に端を発するはずである．そして，女性にとって

結婚や出産に伴う離職の機会費用がとりわけ大きくなる理由は，再就職を通じて労働市場の中心（＝

正規雇用）に戻ることが難しいことに他ならない．だとすると，現行の雇用システムの変革が必要で

あることは多くの研究者が賛同するところであろうが，最も重要な問題は，具体的にどのような変革

を起こすべきか，である．それはジョブ型雇用へのシフトの推進なのか，あるいは別の形での雇用シ

ステムの再編なのか．本書で示された政策提言はあくまで達成されるべき目標であって，それらを実

現するための手段についてはより議論を深めてもよかったように思われる．

ただしこのような半ば外生的なコメントは単に評者の個人的見解に過ぎず，それ自体が本書の価値

を損ねるものでは全くないこと，むしろ精緻な実証分析の結果が豊富に提示されているからこそ，評

者にとってより高次の段階の知的欲求が駆り立てられた結果であることは付け加えておきたい．本書

は長年にわたる津谷氏の教育活動の成果の一部であり，最後に，我が国の人口学研究者にこれほどの

影響力に及ぼした津谷氏に対して敬意を表したい． （余田翔平）
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研究活動報告

日本人口学会関西地域部会・2020年度研究会

2021年3月14日（日）の午前10時から1日がかりの関西地域部会がZoomによるオンラインの形

式で開催された．午前中に2つの自由論題報告があり，昼休みを挟んで午後からは「疫病と人口と社

会」と題されたシンポジウム（5つの報告と討論）が行われた．正確な出席者数は把握していないが，

長丁場にもかかわらず常時30名ほどの参加があったと思われ，活発な研究交流が行われたという印象

をえた．新型コロナウィルス感染症の猛威に対する世界的な取り組みとして，対面を避ける努力がは

じまってからはや1年以上の時間が過ぎ，学会・研究会活動に対して導入された新技術の受容も十分

に進んできていると感じる．報告者にとって今回がはじめての関西地域部会であり例年の活況と比較

することは叶わないものの，新技術が遠隔地の研究集会に参加する費用を引き下げたことは間違いな

いだろう．一方で，オンラインで得るものがあるのと同時に，失われてしまうものもやはりあると感

じるのは報告者だけだろうか．一日も早い正常化（制限の撤廃）を願う．なお，プログラムは日本人

口学会のホームページ（「日本人口学会関西地域部会・2020年度研究会のご案内（第3報）（2021年2

月27日）」）に掲載されている． （菅 桂太 記）

「自治体における無作為抽出による市民対象調査でSOGIを

どのように扱うか」大阪市での実践を事例とした報告会

本報告会は，当初2021年3月22日（月）に大阪市で開催予定であったが，COVID-19（新型コロナ

ウィルス）の影響のため，ZOOMを用いたオンライン形式で開催された．この報告会では，文部科

学研究費プロジェクト「性的指向と性自認の人口学―日本における研究基盤の構築（JSPS科研費

16H03709）」（研究代表者：釜野さおり）の一環として2019年に実施した「大阪市民の働き方と暮ら

しの多様性と共生にかんするアンケート」を例とし，市民対象の無作為抽出調査で回答者のSOGI

（性的指向・性自認のあり方）をたずねることによって可能となる分析を紹介した．自治体関係者，

マスコミ関係者，アクティビスト，研究者，学生，一般の方など多数の事前登録があり，当日は報告

者を含め総勢126名が参加した．質疑応答ではウェブの質問受付フォームに多数の質問やコメントが

寄せられたが，時間の関係で回答できなかったものは回答を文書にまとめ，後日申込者に送付した．

当日のプログラムは下記の通りである．

1．趣旨説明（釜野さおり・国立社会保障・人口問題研究所）

2．自治体における無作為抽出による市民対象調査の今（藤井ひろみ・大手前大学）

3．事例としての大阪市民調査：分析結果の紹介

・調査の概要（釜野さおり・国立社会保障・人口問題研究所）

・SOGIの聞き方（釜野さおり・国立社会保障・人口問題研究所，平森大規・米国ワシントン大学）

・SOGIの答え方（千年よしみ・国立社会保障・人口問題研究所）

・SOGIと地域（山内昌和・早稲田大学）

・SOGIと学校（岩本健良・金沢大学）
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・SOGIと家族づくり（藤井ひろみ・大手前大学，布施香奈・国立社会保障・人口問題研究所）

・SOGIとお金（平森大規・米国ワシントン大学）

4．質疑応答

（布施香奈 記）

2021年日本地理学会春季学術大会

2021年日本地理学会春季学術大会が，3月26日（金）から3月28日（日）にかけて，東洋大学をホ

スト校としてオンラインで開催された．166件の一般発表，52件のポスター発表，4つの公開シンポ

ジウムが行われた．このうち人口に関する発表は，一般発表の「人口・行動」セッションの中で，筆

者によるものも含めて以下の3件がなされた．この他にも，定住をめぐる意識の変容や社会調査の方

法論など，関連分野における興味深い発表がみられた．

柴辻優樹（慶應義塾大学・学振DC）「東日本大震災後における母子世帯の被災地からの居住地移動」

久井情在（国立社会保障・人口問題研究所）「大都市部・中小都市部・農山漁村地域への将来の人口

移動―「第8回人口移動調査（2016）」の結果から」

勝又悠太朗（広島大学）「インド・ウッタル・プラデーシュ州における人口動態の特徴―センサスデー

タを用いた分析」

（久井情在 記）

第54回国連人口開発委員会

2021年4月19日（月）から23日（金）の期間，米国・ニューヨークの国連本部とオンラインのハイ

ブリッド形式にて第54回国連人口開発委員会（CPD:CommissiononPopulationandDevelopment）

が開催された．新型コロナウィルス感染症により，昨年4月の第53回の開催は2日間に短縮され，実

質的には延期に近い状態で，第53回のテーマ「人口、食糧保障、栄養と持続可能な開発」がそのまま

今回のテーマとなった．今年は9月に国連食料システムサミット，12月には東京栄養サミットが開催

される運びであり，それらに対する人口分野からのインプットとなるのが今回のCPDであった．

開会式は国連会議場での開催が，国連TVにて配信される，という形で行われ，モハメド国連副

事務総長，バリー・ブルキナファソ外務大臣（録画），カネムUNFPA事務局長，屈冬玉FAO事務

局長，ウングボ国際農業開発基金（IFAD） 総裁，ハリス国連事務次官補（経済開発担当），カリバ

タ国連食料システムサミット事務総長特使（録画）の挨拶の後，チョーデン・ブータン大妃が基調講

演（録画）を行った．議長はブルキナファソのティアレ大使，副議長は，トルコ，レバノン，ルーマ

ニア，エルサルバドルから選出された．

本体会合はオンラインにて，パネルディスカッション，ステートメント読み上げ，という形式で進

行した．テーマである人口，食糧保障，栄養と持続可能な開発に関するパネルディスカッションは3

種類行われ，UNFPA，FAO，WFP，WHOなどの国連機関，大学・研究機関，市民団体の専門家

がパネリストとして登壇・報告し，オンライン参加者との議論がなされた．

FAOの「世界の食料安全保障と栄養の現状」報告書（2020）によれば，世界の栄養不足の人の割

合は，2014年までは低下の一途であったがそれ以降わずかながらも増加に転じている．アフリカをは
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じめとした地域では人口が増加しているので，栄養不足の人の数の増加はもっと大きい．しかし栄養

分野の課題は，栄養不足のみではなく，栄養過多（肥満）にも及んでおり，複雑な状況を示している．

パネルディスカッションにおいて，筆者から，格差および食料の流通・フードロスをどう考えるか，

と質問したところ，パネリストのUdomkesmalee氏（タイ）より，国連食料システムサミットの後

は日本が東京でサミットを行うが，その中で，食の質，また企業の参画についてとりあげることが重

要ではないか，パネリストZurayk氏（レバノン）より，栄養不良と肥満双方が問題になっているの

は低所得国もそうであり，システムとして統合的に見る必要がある，との回答があった．

今回のCPDでは，人口プログラムに関する専門家パネルディスカッションも行われた．ウィルモ

ス国連人口部長の司会のもと，フランス，メキシコ，南アフリカの専門家および筆者がパネリストと

して参加した．国連人口部の人口推計，人口高齢化と人口年齢構造，人口政策，新型コロナウィルス

感染症による人口推計への影響，若年妊娠，母子保健・家族計画の指標，国際協力について，それぞ

れパネリストから意見を述べた後，議論が行われた．筆者は，国連人口部で提示している，期待高齢

年齢（prospectiveold-age，平均余命が15年となる年齢）という定義は重要であり，今後の国連人口

データに含まれることが期待されること，妊産婦死亡率の算定にはすべての死亡を登録することが必

要であること，少子化社会では，SDGs指標3.7.1の家族計画指標の算定が難しいことなどについて述

べた．

CPDでは中絶，性教育，性の権利などをめぐり議論が紛糾し，決議案が採択されない状況が2017

年より続いていたが，今回は無事採択された．

次回第55回CPDのテーマは「人口と持続可能な開発、特に持続的で包摂的な経済成長」，第56回

は「人口、教育と持続可能な開発」に決定された．

会議中の公式ドキュメント，パネルディスカッション資料，各国ステートメント，動画，プレスリ

リースなどは，すべて国連のウェブ（https://www.un.org/development/desa/pd/events/CPD54）

より閲覧・ダウンロードできる． （林 玲子 記）
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